


番号 対象事業主 給付金名 問合せ先 頁

雇 用 関 係 各 種 給 付 金 一 覧

　　　　　　　［支給の対象］
　　　          代表的な要件で整理したものです。

（このパンフレットの記述は平成23年10月1日現在のものです。）

★印のついている給付金は、全額事業主負担である雇用保険二事業で行われています。（※一部、一般会計から支出されます。）

雇用を維持する場合の支援

番号 対象事業主 給付金名 問合せ先 頁

1
事業活動の縮小に伴い雇用調整を行った事業主
等

★雇用調整助成金・中小企業緊急雇用安定助成
金

労働局

2

6

8
定年の引上げや定年の定めの廃止を実施した事
業主等

★定年引上げ等奨励金
（中小企業定年引上げ等奨励金・高年齢者職域拡大等助
成金・高年齢者雇用確保充実奨励金）

機構

再就職支援等を行う場合の支援

番号 対象事業主 給付金名 問合せ先 頁

3
離職を余儀なくされる労働者の再就職援助のた
めの措置を講じた事業主

★労働移動支援助成金
（求職活動等支援給付金・再就職支援給付金）

労働局

再就職支援等を行う場合の支援

新たに雇入れ等を行う場合の支援

番号 対象事業主 給付金名 問合せ先 頁

4
新たに障害者等の就職が特に困難な者、65歳以
上の離職者、又は東日本大震災に係る被災者を
雇い入れた事業主

★（※）特定求職者雇用開発助成金
（特定就職困難者雇用開発助成金・高年齢者雇用開発特
別奨励金・被災者雇用開発助成金）

労働局

5
雇用機会の増大が必要な地域等で求職者等を雇
い入れることに伴い、事業所を設置・整備ある
いは創業した事業主等

★地域雇用開発助成金
（地域求職者雇用奨励金・沖縄若年者雇用促進奨励金）

労働局

いは創業した事業主等

6 季節労働者の雇用の安定を図った事業主 ★通年雇用奨励金 労働局

7
受け入れている派遣労働者を直接雇い入れた事
業主

★派遣労働者雇用安定化特別奨励金 労働局

8 年長フリーター等を雇い入れた事業主 ★若年者等正規雇用化特別奨励金 労働局

大学等を卒業後３年以内の既卒者も対象とする

9

大学等を卒業後３年以内の既卒者も対象とする
新卒求人又は被災した卒業後３年以内の既卒者
に限定した求人を提出し、既卒者を正規雇用し
た事業主

３年以内既卒者(新卒扱い)採用拡大奨励金 労働局

10
中学・高校・大学等を卒業後３年以内の既卒者
を有期雇用での育成を経て正規雇用に移行させ
た事業主

３年以内既卒者トライアル雇用奨励金 労働局

長期の育成支援が必要な既卒者を有期雇用し
11

長期の育成支援が必要な既卒者を有期雇用し、
育成のうえ正規雇用に移行させた成長分野等
（環境等）の中小企業事業主

既卒者育成支援奨励金 労働局

12
中高年齢者や若年者等の特定の求職者を短期間
の試行雇用として雇い入れた事業主

★（※）試行雇用奨励金（トライアル雇用奨励金） 労働局

13
週20時間以上の就業を目指す精神障害者及び発
達障害者を試行雇用した事業主

精神障害者等ステップアップ雇用奨励金及びグ
ループ雇用奨励加算金

労働局

14
発達障害者を雇い入れ、雇用管理に関する事項
を把握・報告した事業主

★発達障害者雇用開発助成金 労働局

15
難病のある人を雇い入れ、雇用管理に関する事
項を把握・報告した事業主

★難治性疾患患者雇用開発助成金 労働局

16 ★精神障害者支援専門家活用奨励金 労働局

17 ★社内精神障害者支援専門家養成奨励金 労働局

18 ★社内理解促進奨励金

精神障害者の雇入れ又は職場復帰を行うととも
に、カウンセリング体制整備等の精神障害者が

18 ★社内理解促進奨励金 労働局

19 ★ピアサポート体制整備奨励金 労働局

に、カウンセリング体制整備等の精神障害者が
働きやすい職場づくりを行う事業主

14

18

24

28

30

32

34

36

38

40

42

44

46

48
50
52
54



番号 対象事業主 給付金名 問合せ先 頁

20
障害者を雇入れとともに、職場支援従事者の配
置を行う事業主

★職場支援従事者配置助成金（職場支援パート
ナー配置助成金）

労働局

21
障害者を多数雇い入れ、施設・設備等の設置・整

★重度障害者等多数雇用施設設置等助成金 労働局

新たに雇入れ等を行う場合の支援

21
障害者を多数雇い入れ、施設 設備等の設置 整
備を行う事業主

★重度障害者等多数雇用施設設置等助成金 労働局

22 初めて障害者を雇い入れた中小企業事業主 ★障害者初回雇用奨励金
（ファースト・ステップ奨励金）

労働局

23
障害者に一定の配慮をした子会社等を新規に設
立し、障害者を雇い入れた事業主

★特例子会社等設立促進助成金 労働局

24
建設業に従事していた労働者を新たに雇い入れ

★建設業離職者雇用開発助成金24
建設業に従事していた労働者を新たに雇い入れ
た建設業以外の事業主

★建設業離職者雇用開発助成金 労働局

番号 対象事業主 給付金名 問合せ先 頁

25
雇用保険の受給資格者が創業した法人等の事業
主

★受給資格者創業支援助成金 労働局

創業を行う場合の支援

主
★受給資格者創業支援助成金

26
雇用失業情勢の改善の動きが弱い地域で創業す
ることに伴い求職者を雇い入れた事業主

★地域再生中小企業創業助成金 労働局

中小企業が行う雇用管理の改善等

雇用管理の改善等を行う場合の支援

番号 対象事業主 給付金名 問合せ先 頁

27
労働力の確保及び雇用の機会の創出のための雇
用管理改善等を行った事業協同組合等又は中小
企業事業主

★人材確保等支援助成金
（中小企業人材確保推進事業助成金・中小企業基盤人材
確保助成金）

労働局

番号 対象事業主 給付金名 問合せ先 頁

パートタイム労働者等の雇用管理の改善

中小企業が行う雇用管理の改善等

番号 対象事業主 給付金名 問合せ先 頁

28
パートタイム労働者又は有期契約労働者の正社
員への転換、正社員との均衡待遇推進のための
措置を講じた事業主

★均衡待遇・正社員化推進奨励金 労働局

番号 対象事業主 給付金名 問合せ先 頁

29 介護労働者の雇用管理の改善を行 た事業主 ★介護労働者設備等導入奨励金 労働局

介護労働者の雇用管理の改善等

29 介護労働者の雇用管理の改善を行った事業主 ★介護労働者設備等導入奨励金 労働局

番号 対象事業主 給付金名 問合せ先 頁

30
育児・介護を行う労働者の雇用の安定に資する
措置を講じた事業主

両立支援助成金 労働局

育児・介護を行う労働者の雇用管理の改善等

31 中小企業両立支援助成金 労働局

働き続けながら子の養育又は家族の介護を行う
労働者の雇用の継続を図るため、労働者の職業
生活と家庭生活を両立させるための制度を導入
し、利用を促進した中小企業事業主等

56

58

60

62

64

66

68

70

74

82

84

88



番号 対象事業主 給付金名 問合せ先 頁

32 建設労働者の雇用の改善・能力開発を図る事業
主等

★人材確保等支援助成金
（建設教育訓練助成金・建設雇用改善推進助成金）

労働局

障害者 雇用管理 改善等

建設労働者の雇用管理の改善等

雇用管理の改善等を行う場合の支援

番号 対象事業主 給付金名 問合せ先 頁

33
障害者の雇用にあたって施設・設備の整備等や
雇用管理等を図る事業主

障害者雇用納付金制度に基づく助成金 機構

34
都道府県労働局長が障害者就業･生活支援セン
ターの設立準備を行う事業主として認定した事
業主

★障害者就業･生活支援センター設立準備助成
金

労働局

障害者の雇用管理の改善等

業主

番号 対象事業主 給付金名 問合せ先 頁

35 労働者に職業訓練等を受講させた事業主
★キャリア形成促進助成金
（訓練等支援給付金・中小企業雇用創出等能力開発助成
金）

労働局

労働者に能力開発等を行う場合の支援

36
健康・環境分野および関連するものづくり分野
の人材育成を行う事業主及び被災者を再雇用・
新規雇用し職業訓練を行う中小企業事業主

成長分野等人材育成支援事業 労働局

37
雇用保険の受給資格者等に職業訓練を受講させ
た事業主

★職場適応訓練費 労働局

【問合せ先について】

給付金の種類・各都道府県によって 窓口が異なる場合があります
　
　
　
　
　

給付金の種類・各都道府県によって、窓口が異なる場合があります

労働局 …  都道府県労働局又は公共職業安定所（ハローワーク）

http://www.mhlw.go.jp/general/seido/josei/kyufukin/f01.html

機　構   … （独）高齢・障害・求職者雇用支援機構 地域障害者職業センター雇用支援課等

（都道府県高齢・障害者雇用支援センター）

http://www.jeed.or.jp/p // .j . .jp/

94

98

112

114

118

122
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１ 利用にあたって                            
○ このパンフレットは、雇用関係各種給付金のうち雇用保険適用事業所の事業主の方に対して支給されるも

のをまとめたものです。 

○ これらの給付金は、国、地方公共団体、特定独立行政法人及び特定地方独立行政法人に対しては、支給さ

れません。 

○ 過去３年以内に偽りその他不正行為により給付金の支給を受け、又は受けようとした事業主、申請期限経

過後に申請を行った事業主、給付金毎に定められた支給要件に該当しない事業主に対しては、給付金は支給

されません。また、すでに支給した給付金の返還を求めることがあります。 

○ 労働保険料の納付の状況が著しく不適切である事業主には給付金は支給されません。 

○ これらの給付金は、会計検査院が行う検査の対象となることがあります。検査対象となった場合は、ご協

力いただきますよう予めご了承願います。 

２ 中小企業事業主の範囲について                  
【このパンフレットに記載している中小企業事業主の範囲※】 

小売業（飲食店を含む） 資本額又は出資額が 5,000万円以下、又は常時雇用する労働者が 50人以下 

サービス業 〃   5,000万円以下、       〃    100人以下 

卸売業 〃       1億円以下、         〃    100人以下 

その他の業種 〃       3億円以下、         〃    300人以下 

※以下の助成金については、中小企業事業主の範囲が上記の表と異なります。 

【定年引上げ等奨励金】 

  雇用保険法（昭和 49年法律第 116号）第 4条第 1項に規定する被保険者（同法第 38条に規定する短期雇用特

例被保険者、同法第 43条に規定する日雇労働被保険者及び船員職業安定法（昭和 23年法律第 130号）第 6条第

1項に規定する船員を除く。）が 300人以下の事業主とする。 

【キャリア形成促進助成金（中小企業雇用創出等能力開発助成金に限る。）、人材確保等支援助成金】 

上記に加え、 
ゴム製品製造業（自動車又

は航空機用タイヤ及びチ

ューブ製造業並びに工業

用ベルト製造業を除く。） 

 

資本額又は出資額が  3億円以下、又は常時雇用する労働者が 900人以下 

 

ソフトウェア業又は情報

処理サービス業 

〃       3億円以下、         〃    300人以下 

旅館業 〃   5,000万円以下、       〃    200人以下 

【中小企業両立支援助成金】 

 

 

 
 

各給付金に共通する事項 

ここに記載されている事項、また、各助成金のページに記載されてい
る事項以外にも、給付金ごとに詳細な支給要件が定められておりま
す。詳細については、各支給機関にお問合わせください。 

○代替要員確保コース
　 常時雇用する労働者の数が300人以下の事業主であること。
○休業中能力アップコース
　 常時雇用する労働者の数が300人以下の事業主又は主として常時雇用する労働者の数が300人以下の事業主により
　 構成される事業主団体
○継続就業支援コース、中小企業子育て支援助成金
　 常時雇用する労働者の数が100人以下の事業主であること。 

— 　　—3



助成金名 概要 助成内容 問合せ先
【高年齢者（60～64歳）、母子家庭の母等】 都道府県労働局
対象者１人につき、90万円　（短時間労働者（※）は60万円） ハローワーク
【身体・知的障害者（重度以外）】
対象者１人につき、135万円　（短時間労働者（※）は90万円）
【身体・知的障害者（重度又は45歳以上）、精神障害者】
対象者 人に き 万円 （短時間労働者 は 万円）

障害者、高年齢者（60～64歳）等をハロー
ワーク等の紹介により継続して雇用する労
働者として雇い入れた場合、賃金相当額の
一部を助成

特定就職困難者雇用開発助成金
（特定求職者雇用開発助成金）

１．労働者を新たに雇い入れる場合の支援

中小企業向けの主な雇用・労働関係助成金

対象者１人につき、240万円 （短時間労働者（※）は90万円）

（※） 週所定労働時間が20時間以上30時間未満の者

都道府県労働局

ハローワーク
（※） 週所定労働時間が20時間以上30時間未満の者

【期間の定めのない雇用の場合】 都道府県労働局
　対象者１人につき、100万円 ハローワーク
【有期雇用の場合】
　対象者１人につき、50万円

都道府県労働局
ハローワーク

部を助成

65歳以上の離職者をハローワーク等の紹
介により所定労働時間が週20時間以上の
１年以上雇用する労働者として雇い入れた
場合、賃金相当額の一部を助成

就職が困難な年長フリーター等や採用内
定を取り消された就職未決定者を期間の
定めのない労働契約により正規雇用する
事 成

高年齢者雇用開発特別奨励金
（特定求職者雇用開発助成金）

派遣先である事業主が受け入れている派
遣労働者を直接雇い入れる場合に派遣先
である事業主に対して助成

若年者等正規雇用化特別奨励金

派遣労働者雇用安定化特別奨励金

対象者１人につき、90万円 （短時間労働者（※）は60万円）

対象者１人につき、50万円（中小企業事業主の場合は100万円）

都道府県労働局
ハローワーク

都道府県労働局
ハローワーク

【有期雇用期間】
対象者１人につき、月額１０万円（最長３か月間）
【有期雇用終了後に正規雇用に移行させた場合】
対象者１人につき、５０万円

都道府県労働局
ハローワーク

【有期雇用期間】 都道府県労働局
対象者１人につき、月額10万円（３か月の座学等を含む原則６か月） ハローワーク
座学等を 合 額 実費 成既卒者育成支援奨励金

長期の育成支援が必要な既卒者を有期雇
用し 育成のうえ正規雇用に移行させた成

３年以内既卒者（新卒扱い）採用拡
大奨励金

３年以内既卒者トライアル雇用奨励
金

大学等を卒業後３年以内の既卒者も対象
とする新卒求人を提出し、正規雇用した事
業主に対して助成

中学・高校・大学等を卒業後３年以内の既
卒者を有期雇用での育成を経て正規雇用
に移行させた事業主に対して助成

対象者１人につき、100万円（１事業所につき１人まで）

試行雇用奨励金
職業経験、技能、知識等から就職が困難な
特定の求職者層等についてトライアル雇用
を実施した場合に助成

事業主に対して助成

対象者１人につき、月額 ４万円（最長３か月間）

（座学等を行った場合は月額上限５万円の実費助成）
【有期雇用終了後に正規雇用に移行させた場合】
対象者１人につき、50万円

都道府県労働局
ハローワーク

都道府県労働局
ハローワーク

都道府県労働局

ハローワーク

既卒者育成支援奨励金
用し、育成のうえ正規雇用に移行させた成
長分野等（環境等）の中小企業事業主に対
して助成

精神障害者等ステップアップ雇用奨
励金

週20時間以上の就業を目指す精神障害者
及び発達障害者についてステップアップ雇
用を実施した場合に助成

発達障害者をハローワークの職業紹介に
より常用労働者として雇い入れ、雇用管理
に関する事項を把握・報告した事業主に対
して助成

発達障害者雇用開発助成金

難病のある人をハローワークの職業紹介
により常用労働者として雇い入れ、雇用管
理に関する事項を把握・報告した事業主に
対し 助成

難治性疾患患者雇用開発助成金

対象者１人につき、135万円　（短時間労働者（※）は90万円）
（※） 週所定労働時間が20時間以上30時間未満の者

対象者１人につき、135万円　（短時間労働者（※）は90万円）
（※） 週所定労働時間が20時間以上30時間未満の者

対象者１人につき、月額２万５千円（最長１２か月間）

【精神障害者支援専門家活用奨励金】 都道府県労働局
　専門家の雇入れ１人につき１８０万円（短時間労働者は１２０万円）（ただし、賃金額が上限） ハローワーク
　専門家の委嘱１回につき１万円（１年間２４回を上限）
【社内精神障害者支援専門家養成奨励金】
　精神保健福祉士等の受験資格を得る講習に要した費用の２／３（上限50万円）
【社内理解促進奨励金】

　精神障害者の支援に関する知識を習得する講習に要した費用の１／２（１回あたり上限５
万円）
【ピアサポート体制整備奨励金】
　社内の精神障害者を精神障害者の雇用管理に関する業務の担当者として配置した場合２
５万円

都道府県労働局

精神障害者雇用安定奨励金
精神障害者を新たに雇い入れ、又は休職
者を職場復帰させ、精神障害者が働きやす
い職場づくりを行った場合に助成

対して助成

障害者初回雇用奨励金 障害者雇用経験のない中小企業が初めて
ハローワーク

都道府県労働局

対象者１人につき、90万円 都道府県労働局
ハローワーク

ハローワーク

建設業に従事していた45歳以上60歳未満
の労働者を新たに雇い入れた建設業以外
の事業主に対し助成

建設業離職者雇用開発助成金

障害者初回雇用奨励金
（ファースト・ステップ奨励金）

障害者雇用経験のない中小企業が初めて
障害者を雇用した場合に助成

対象者１人につき、140万円、最大５人まで。中小企業基盤人材確保助成金

中小企業労働力確保法における改善計画
の認定を受けた中小企業事業主が、認定
計画に基づき健康・環境分野等に該当する
事業への新分野進出等の基盤となる人材
を雇い入れた場合に助成

対象者１人目を雇用した場合に限り、100万円

２ 労働者の雇用を維持する場合の支援

助成金名 概要 助成内容 問合せ先
【休業・教育訓練の場合】 都道府県労働局

休業手当等の４／５ ハローワーク
（教育訓練を行った場合は訓練費を上乗せ）
【出向の場合】

出向元事業主の負担額の４／５

独立行政法人高齢・
障害・求職者雇用支
援機構地域障害者職
業センター雇用支援
課等（都道府県高齢・
障害者雇用支援セン

中小企業緊急雇用安定助成金

中小企業定年引上げ等奨励金

65歳以上への定年の引上げ、希望者全員
を対象とする65歳以上までの継続雇用制
度の導入又は定年の定めの廃止等を実施
した中小企業事業主に対して助成

景気の変動等により事業活動の縮小を余
儀なくされた事業主が、休業、教育訓練、
出向を行って労働者の雇用を維持した場
合、かかった費用の一部を助成

企業規模や導入した制度に応じ、１０～１６０万円を支給

２．労働者の雇用を維持する場合の支援

助成金名 概要 助成内容 問合せ先

障害者雇用支援セン
ター）

した中小企業事業 対し 助成

３．再就職支援等を行う場合の支援
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労働移動支援助成金
（求職活動等支援給付金、

再就職支援給付金）

事業規模の縮小等に伴い離職を余儀なくさ
れる労働者や、定年等により離職が予定さ
れている高年齢者等のうち、再就職を希望
する方に対して、
①本来の有給休暇とは別に求職活動等の
ための休暇を付与した事業主に対して助成
（求職活動等支援給付金）
②再就職に係る支援を職業紹介事業者に
委託し、再就職が実現した中小企業事業
主に対して助成（再就職支援給付金）

【求職活動等支援給付金】
　対象者１人につき、休暇１日あたり7,000円（賃金額が上限）（最長30日分）
【再就職支援給付金】
　委託費用の１／２（上限40万円）（300人分を限度）

都道府県労働局
ハローワーク

４．労働者の能力開発を行う場合の支援

助成金名 概要 助成内容 問合せ先

都道府県労働局

キャリア形成促進助成金

【労働者に職業訓練等を受けさせる場合】
　労働者の職業訓練等（座学）に要した経費・賃金の１／３
　労働者の短時間等労働者の職業訓練等（座学）に要した経費・賃金の1／２
　労働者の自発的な職業訓練に要した経費・賃金の１／２
【認定中小企業者等（中小労確法）の事業主が労働者に職業訓練等を受けさせる場合】
　職業訓練等に要した経費・賃金の１／２
　（労働者の自発的な職業能力開発については１／２を助成）

雇用する労働者を対象として、職業訓練等
の実施、自発的な職業能力開発の支援す
る事業主に対して、賃金及び訓練経費の一
部を助成

都道府県労働局
ハローワーク

健康、環境分野等の事業を行う事業主が、
期間の定めのない労働者の雇入れ等を行

助成金名 概要 助成内容 問合せ先

１訓練コースにつき、対象労働者１人当たり２０万円を上限として支給
（中小企業が大学院を利用した場合には、上限額が５０万円）

（震災対応分）
Ｏｆｆ－ＪＴについては事業主が負担した訓練費用を、ＯＪＴについては対象労働者１人につき１
時間あたり600円を助成（１コースあたりの上限額は20万円（※）、１人あたり３コースまで）
※大学院をＯｆｆ－ＪＴで利用した場合には、上限額が50万円

成長分野等人材育成支援事業

期間の定めのない労働者の雇入れ等を行
い、Ｏｆｆ－ＪＴを実施した場合に、訓練費の
実費相当を支給

（震災対応分）
東日本大震災による被災者を新規雇用・再
雇用した中小企業事業主が、その労働者
に職業訓練を行う場合に、業種を問わずＯ
ＪＴも含め訓練費を助成

5．労働者の雇用管理改善を行う場合の支援

【正社員転換制度を導入した場合】 都道府県労働局
　・新たに転換制度を導入し、実際に1人以上転換した場合、一事業主当たり30万円（中小企
業事業主には40万円）

　・制度導入から２年以内に２人以上転換した場合、２人目～１０人目まで、1人当たり15万円
（中小企業事業主には20万円）、母子家庭の母等の場合は25万円（中小企業事業主には30
万円）

【共通の処遇制度を導入した場合】
　一事業主当たり50万円（中小企業事業主には60万円）
【共通の教育訓練制度を導入した場合】
　一事業主当たり30万円（中小企業事業主には40万円）
【短時間正社員制度を導入した場合】

　・新たに制度を導入し、1人以上の支給対象労働者に適用した場合、一事業主当たり30万
円（中小規模事業主には40万円）

均衡待遇・正社員化推進奨励金

事業主が、正社員への転換制度や正社員
と共通の処遇制度等、パートタイム労働者
又は有期契約労働者と正社員との均衡待
遇推進等のために制度を導入・運用し、制
度の対象者が出た場合に助成

（中 規模事業 ）

　・制度導入から５年以内に、２人以上に適用した場合、２人目～１０人目まで、１人当たり15
万円（中小規模事業主には20万円）、母子家庭の母等の場合は25万円（中小規模事業主に
は30万円）

助成金名 概要 助成内容 問合せ先

【事業所内労働者のための保育施設を設置・運営した場合等】
費

両立支援助成金

中小企業両立支援助成金

6．仕事と家庭の両立支援等に取り組む場合の支援

設置に要する費用の２／３〔2，300万円限度〕
運営に要する費用の1～5年目２／３、6～10年目１／３〔運営形態等により限度額を設定〕

増築又は建替えに要する費用の１／２〔増築1,150万円限度、建替え2，300万円限度〕
保育遊具等購入に要する費用から自己負担金10万円を控除した額〔40万円限度〕

【育児又は介護休業取得者がスムーズに現場に復帰できるようなプログラムを実施した場合】

【子育て期（子が小学校３年生まで）の労働者が利用できる短時間勤務制度（１日の所定労働時
間を短縮する制度）の導入・利用促進に向けた取組を行い、利用者が生じた場合】
100人以下企業　１人目70万円、２〜５人目50万円
101〜300人企業　１人目50万円、２〜10人目40万円
301人企業　１人目40万円、２〜20人目10万円

【育児休業取得者に対し、代替要員を確保し、原職等に復帰させた場合】

【初めて育児休業を取得した労働者が平成18年４月１日以降に出た事業主が一定の要件を
備えた育児休業を実施した場合】
１人目70万円、２〜５人目50万円

15万円

【育児休業取得者を原職等に復帰させ、一年以上継続雇用し、育児休業制度等労働者の
職業生活と家庭生活との両立を支援するための制度を利用しやすい職場環境の整備のため、
研修等を実施した場合】
１人目40万円、２〜５人目15万円

都道府県労働局

都道府県労働局

１人当たり21万円限度

助成金名 概要 助成内容 問合せ先

都道府県労働局
ハローワーク介護労働者設備等導入奨励金

都道府県労働局長の認定を受けて介護福
祉機器を新たに導入し、適切な運用を行っ
た場合に費用の一部を助成

新たに機器の導入・運用に要した費用の１／２　（1事業主当たりの上限は300万円）

8．中小企業を創業する場合の支援

7．労働条件の改善に取り組む場合の支援

助成金名 概要 助成内容 問合せ先
【特に改善の動きが弱い地域で創業した場合：10道県】 道県労働局
創業経費の合計額の１／２を支給、雇入れ奨励金として１人当たり60万円を支給（100人分ま
で限度）。

ハローワーク

【雇用失業情勢の改善の動きが弱い地域で創業した場合：11県】
創業経費の合計額の１／３を支給、雇入れ奨励金として１人当たり30万円を支給（100人分
まで限度）。

（注１）各助成金には、それぞれ受給するための要件があります。また、受給できる金額には、上限がある場合があります。詳しくは、上記の各問合せ先にご確認ください。
（注２）中小企業向けの助成金はこれ以外にもあります。詳しくは都道府県労働局・ハローワークにご確認ください。

地域再生中小企業創業助成金

雇用失業情勢の改善の動きが弱い地域に
おいて、当該地域における重点分野に該
当する事業分野で創業する事業主に対す
る助成
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一定基準を満たす事業所内保育施設の
設置、運営、増築若しくは建て替え又は保
育遊具の購入を行った事業主又は事業主
団体に対して、事業所内保育施設設置・運
営等支援助成金を支給するとともに、子育
て期における短時間勤務制度を導入し、
労働者に当該制度を利用させた事業主に
対して、子育て期短時間勤務支援助成金
を支給する。

働き続けながら子の養育又は家族の介護
を行う労働者の雇用の継続を図るため、
労働者の職業生活と家庭生活を両立させ
るための制度を導入し、利用を促進した中
小企業事業主等

ハローワーク
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 助成内容                             

以下の１又は２の要件を満たす事業主が、その雇用する労働者を休業、教育訓練又は出向をすることに

より雇用の維持を行った場合、休業手当等事業主負担相当額の一定割合を助成します。さらに、労働者を

解雇等していない場合は、助成率が上乗せされます。 

１ 売上高又は生産量等の最近３か月間の月平均値がその直前３か月又は前年同期に比べて５％以上

減少していること（中小企業で直近の決算等の経常損益が赤字の場合、５％未満の減少でも可能） 

２ 円高の影響により売上高又は生産量等の回復が遅れている事業主であって、売上高又は生産量の最

近３か月間の月平均値が３年前同期に比べ15％以上減少し、直近の決算等の経常損益が赤字の事業主

であること（大企業事業主については対象期間の初日が平成 22年 12月 14日から平成 23年 12月 13

日、中小企業事業主については対象期間の初日が平成22年12月２日から平成23年12月１日までの

間にあるものに限ります。） 

【助成率】 

  解雇等を行わない場合 教育訓練を行った場合の加算額 

大企業 ２／３※ ３／４※ 
事業所内訓練 ２,０００円 

事業所外訓練 ４,０００円 

中小企業 ４／５※ ９／１０※ 
事業所内訓練 ３,０００円 

事業所外訓練 ６,０００円 

※ 休業及び教育訓練は１人１日当たり雇用保険基本手当日額の最高額7,890円(平成23年８月１日現在)を日額の上限とします。出向の場合は

出向元事業主の負担額が、出向労働者の出向前の通常賃金の１/２を超えるときは、当該額を超えない額を助成対象とし、その一定割合を助成

します。また、1人1日当たり雇用保険基本手当日額の最高額に330/365をかけて得た額が上限額となります。 
 
【支給限度日数及び対象期間】 

 休業又は教育訓練を実施する場合、支給限度日数は３年間で３００日です。 
 

 受給手続き                             

本助成金を受給するにあたって、事業主は、１年間の対象期間を指定します。受給対象になる休業又は教

育訓練を行うにあたって、判定基礎期間（賃金締切期間）ごとに休業又は教育訓練の実施日の前日までに事

業所を管轄する労働局又はハローワークに休業等実施計画届を提出しなければなりません。実際に休業又は

教育訓練を行った後、判定基礎期間終了ごとに、当該判定基礎期間の終了の日の翌日から２か月以内に支給

申請書等の申請に必要な書類を提出してください。 

出向を行うにあたっても、出向を開始する前日までに事業所を管轄する労働局又はハローワークに出向実

施計画届を提出しなければなりません。出向期間の最初から６か月を第１期、次の６か月を第２期（途中で

出向日が満了する場合は、満了日までの期間）として、各期の経過後２か月以内に支給申請書等の申請に必

要な書類を提出してください。 

景気の変動、産業構造の変化などの経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくさ

れた事業主が、一時的に休業、教育訓練又は出向により、労働者の雇用の維持を図る場

合、その賃金等の一部を助成します。 

1.雇用調整助成金・中小企業緊急雇用安定助成金 

事業活動が縮小する中で雇用の維持に取り組んだ場合の助成金 

雇 用 維 持 
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以下に該当する休業、教育訓練又は出向が対象となります。

○ 休業及び教育訓練は対象期間内に行われ、出向は対象期間内に開始されるものであること

○ 実施する休業、教育訓練及び出向は労使協定に基づくものであること（計画届の提出時に協定書の提

　出が必要）

○ 雇用保険被保険者を休業、教育訓練又は出向させるものであること 
 

 （休業）

 ａ 所定労働時間の全１日にわたるもの（全日休業の場合）

　ｂ 所定労働時間内で１時間以上行われるもの

　ｃ 休業手当の支払いが労働基準法第２６条の規定に違反していないものであること 

 （教育訓練）

 ｄ 所定労働日の所定労働時間内において実施されるもの

 ｅ 事業主が自ら実施するものであって、生産ライン又は就労の場における通常の生産活動と区分して、

　　受講する労働者の所定労働時間の全１日又は半日（３時間以上で所定労働時間未満）にわたり行われ

　　るものであること（事業所内訓練の場合）

　ｆ ｅ以外の教育訓練で、１日に３時間以上行われるものであって、受講者を当該受講日に業務に就か

　　せないものであること（事業所外訓練の場合）

　ｇ 各受講者ごとに受講を証明する書類（受講レポート、受講料の領収書等）があること 

　ｈ 就業規則等に基づいて通常行われる教育訓練ではないこと

　ｉ 法令で義務づけられている教育訓練ではないこと

　ｊ 当該訓練の科目、職種等の内容についての知識又は技能を有する講師により行われるものであるこ

　　と。また、受講時に自習等講師が不在ではないこと。

 ｋ 転職や再就職の準備のためのものではないこと
 

　 　  

 

（出向）

　ｌ 出向期間が３か月以上１年以内であって出向元事業所に復帰するものであること

　ｍ 出向元事業所が出向労働者の賃金の一部（全部を除く。）を負担していること

　ｎ 出向労働者に出向前に支払っていた賃金とおおむね同じ額の賃金を支払うものであること

　ｏ 出向労働者の同意を得たものであること

　ｐ 出向元事業主と出向先事業主との間で締結された契約によるものであること

　ｑ 本助成金の対象となる出向終了後６か月以内に当該労働者を再出向させるものでないこと

　ｒ 出向元事業所において、他の事業所から本助成金等の支給対象となる出向労働者や雇い入れ助成の

　　対象となる労働者を受け入れていないこと。

　ｓ 出向先事業所において、出向者の受け入れに際し、自己の労働者について本助成金等の支給対象と

　　なる出向や雇い入れ助成の対象となる再就職のあっせんを行っていないこと。

　ｔ 人事交流等雇用調整を目的としていないで行われる出向でなく、かつ、出向労働者を交換しあうこ

　　ととなる出向でないこと

　ｕ 資本的、経済的、組織的関連性等からみて、出向助成金の支給において独立性を認めることが適当

　　でないと判断される事業主間で行われる出向でないこと。

　ｖ 出向先事業主が、出向開始日の前日から起算して６ヶ月前の日から１年を経過した日までの間に、

　　出向労働者の受け入れに際し、その雇用する雇用保険被保険者を事業主都合により離職させた事業主

　　以外であること。

　ｗ 出向先事業所が雇用保険の適用事業所であること

○ この他にも支給の要件がありますので労働局又はハローワークへお尋ねください。 
 

 利用にあたっての注意点                        
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 助成内容                                

事業主が実施した措置及び企業規模（実施日において当該事業主に雇用されている常用被保険

者(※)の数）に応じて、下表に掲げる額を支給します。また、あわせて高年齢者の勤務時間を多様

化する制度を導入する事業主に、企業規模によらず一律 20 万円を加算します。 
(※)常用被保険者とは、雇用保険の一般被保険者及び高年齢継続被保険者をいう。 

 

現行の  

定年年齢 

 

企業規模

（人） 

事業主が実施した措置および支給金額（万円） 

(a)定年の

引上げ(65

歳以上 70

歳未満) 

(b)定年の引上げ

(70 歳以上)又は

定年の定めの廃止 

(c)希望者全員を

対象とする 70 歳

以上までの継続雇

用制度の導入   

(d)希望者全員

を対象とする 65

歳以上70歳未満

までの継続雇用

制度の導入  

60 歳以上 

～ 

65 歳未満 

1～9 ４０ ８０[４０]  
４０[２０] 

（２０[１０]） 
２０ 

10～99 ６０ １２０[６０]  
６０[３０] 

（３０[１５]） 
３０ 

100～300 ８０ １６０[８０]  
８０[４０] 

（４０[２０]） 
４０ 

65 歳以上 

～ 

70 歳未満 

1～9 － ４０[２０]  ２０[１０]  － 

10～99 － ６０[３０]  ３０[１５]  － 

100～300 － ８０[４０]  ４０[２０]  － 

・(c)の（ ）内の数字は、希望者全員を対象とする 65 歳以上 70 歳未満までの継続雇用制度を導入済みの企業

が、要件をみたした場合に支給する額です。 

・(b)及び(c)の［ ］内の数字は、支給申請日の前日において１年以上継続して雇用されている 64 歳以上の常

用被保険者（新たに当該制度を有する法人の設立等を行った場合は、１年以上の雇用見込みのある 64 歳以上

の雇用者）がいない場合に支給する額です。 

・現行の定年年齢が 60 歳以上～65 歳未満の事業主が、(a)と(c)をみたす制度を新たに導入した場合には、(a)

の額と、(c)の括弧内の額の合計額を支給します。  

65 歳以上への定年引上げ、定年の定めの廃止、希望者全員を対象とする 65 歳

以上までの継続雇用制度の導入又はこれらの措置とあわせて高年齢者の勤務時間

の多様化に取り組む中小企業事業主に対して助成します。 

 2.定年引上げ等奨励金（中小企業定年引上げ等奨励金） 

定年の引上げや定年の定めの廃止等を実施した 

事業主の方等への助成金 

雇 用 維 持 定年引上げ等奨励金（中小企業定年引上げ等奨励金・高年齢者職域拡大等助成金・高年齢者雇用確保充実奨励金） 
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【支給対象事業主】 

○ 雇用保険の適用事業主であり、定年年齢の引上げ等を実施した日（以下「実施日」という。）

において中小企業事業主（常用被保険者の数が 300人以下の事業主）であること。 

○ 実施日の１年前の日から支給申請日の前日までの期間に高年齢者雇用安定法第８条又は第９

条違反がないこと。 

○ 事業主が実施した措置が平成 18 年４月１日以降において就業規則等により定められていた

旧定年年齢・旧継続雇用制度を超えるものであること。 

○ 支給申請日の前日において、実施日から起算して６か月以上が経過しており、実施日から支

給申請日の前日までに制度の引下げを行っていないこと。 

○ 支給申請日の前日において、当該事業主に１年以上継続して雇用されている 60歳以上の常用

被保険者が１人（新たに支給対象となる制度を有する法人の設立等を行った場合は、当該事業

主に雇用されている 60歳以上の常用被保険者が３人）以上いること。 

                                          等 

 受給手続き                            

○ 支給を受けるには、中小企業定年引上げ等奨励金支給申請書に必要資料を添付し、主たる事

務所が所在する都道府県の（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構地域障害者職業センター雇

用支援課（東京、大阪は窓口サービス課）（以下｢高齢・障害者雇用支援センター｣という。）に

提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利用にあたっての注意点                      

○ ご申請いただいた内容を確認するため、必要に応じ別途書類の提出のお願いや、訪問等によ

る調査を実施させていただくことがあります。また、高齢・障害者雇用支援センターから、ハ

ローワーク等の職業安定機関に必要な照会を行います。 

12 か月

支給申請期間 

平成 23 年 10 月 1 日 

～平成 24 年 9 月 30 日 

【例：定年引上げ等の措置の実施日が平成 23年４月１日の場合】 

23/4/1 23/10/１ 24/9/30 
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 助成内容                                

【支給対象事業主】 

○ 雇用保険の適用事業主であること。 

○ （独）高齢・障害・求職者雇用支援機構理事長より、高年齢者の職域拡大等に係る計画（以下

「職域拡大等計画」という。実施期間が２年以内であるものに限る。）の認定を受けているこ

と。 

○ 職域拡大等計画に従い、次のいずれかの措置を実施した事業主であること。 

(1) 希望者全員が 65 歳まで働ける制度（定年の定めなし、65 歳以上定年又は希望者全員を対

象とする 65 歳以上までの継続雇用制度）を導入していない事業主が同制度を導入すること。 

(2) 70 歳まで働ける制度（定年の定めなし、70 歳以上定年又は希望者全員若しくは労使協定で

定めた基準の該当者を対象とする 70 歳以上までの継続雇用制度）を導入していない事業主が

同制度を導入すること。 

(3) 希望者全員が 65 歳まで働ける制度及び 70 歳まで働ける制度のいずれも有する法人の設立

等を行うこと。 

○ 職域拡大等計画に従い、次のいずれかの措置を実施した事業主であること。 

① 高年齢者の職域の拡大（高年齢者が働きやすい事業分野への進出や既存の職務内容のうち

高年齢者の就業に向く作業の切り出し等による高年齢者の職場又は職務の創出、高年齢者に

配慮した機械設備、作業方法又は作業環境の導入・改善等による既存の職場又は職務におけ

る高年齢者の就労の拡大） 

② 高年齢者の雇用管理制度の構築（高年齢者に係る賃金制度・能力評価制度等の構築、短時

間勤務や在宅勤務制度の導入、専門職制度の導入、研修等能力開発プログラムの開発等高年

齢者の就労拡大のために必要な高年齢者の雇用管理制度の導入又は改善） 

③ 高年齢者の健康維持に係る取組等①、②に準じる取組 

○ 職域拡大等計画の提出日の１年前の日から支給申請日の前日までの期間に高齢法第８条又は

第９条違反がないこと。 

○ 支給申請日の前日において、１年以上継続して雇用される 60 歳以上の常用被保険者(※)（上

記(3)に該当する場合は、１年以上の雇用見込みのある 60 歳以上の常用被保険者又は 65 歳以

上の雇用者）が１人以上いること。 

○ 上記(3)に該当する場合は、支給申請日の前日において、１年以上の雇用見込みのある者に占

める 55 歳以上の者の割合が３分の２以上であること。 

   (※)常用被保険者とは、雇用保険の一般被保険者及び高年齢継続被保険者をいう。                             

等 

希望者全員が 65 歳まで働ける制度や 70 歳まで働ける制度の導入にあわせて、

高年齢者の職域の拡大や雇用管理制度の構築に取り組み、高年齢者がいきいきと

働ける職場の整備を行う事業主に対して、当該経費の３分の１に相当する額を、

500 万円を限度として助成します。 

 2.定年引上げ等奨励金（高年齢者職域拡大等助成金） 

雇 用 維 持 定年引上げ等奨励金（中小企業定年引上げ等奨励金・高年齢者職域拡大等助成金・高年齢者雇用確保充実奨励金） 
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【支給金額等】 

職域拡大等計画の実施期間内に要した支給対象経費（人件費等を除く）の１／３を支給します。 

ただし、支給申請日の前日において当該事業主に１年以上雇用されている 55 歳以上の常用被保

険者（上記(3)に該当する場合は、１年以上の雇用見込みのある 55 歳以上の常用被保険者及び 65

歳以上の雇用者）の数に 10 万円（上記(1)及び(2)のいずれにも該当する場合は 20 万円）を乗じ

た額（その額が 500 万円を超える場合は 500 万円）を上限とします。 

 

 受給手続き                              

【職域拡大等計画書の提出】 

この助成金の支給を受けようとする事業主は、職域拡大等計画書に必要書類を添付し、職域拡

大等計画の開始日の６か月前の日から３か月前の日までに、主たる事務所が所在する都道府県の

（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構地域障害者職業センター雇用支援課（東京、大阪は窓口

サービス課）（以下「高齢・障害者雇用支援センター」という。）へ提出し、（独）高齢・障害・

求職者雇用支援機構の理事長の計画認定を受けてください。 

 

【支給申請書の提出】 

認定を受けた職域拡大等計画を実施した事業主は、職域拡大等計画の実施期間の終了日の翌日

から２か月以内に主たる事務所が所在する都道府県の高齢・障害者雇用支援センターへ、支給申

請書に必要書類を添付して提出して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利用にあたっての注意点                                      

○ ご申請いただいた内容を確認するため、必要に応じ別途書類の提出のお願いや、訪問等によ

る調査を実施させていただくことがあります。また、高齢・障害者雇用支援センターから、ハ

ローワーク等の職業安定機関に必要な照会を行います。 

 

 

３か月 

職域拡大等計画書提出期間 

平成 23 年４月 1 日～７月 1 日 

【例：職域拡大等計画の実施期間が平成23年 10月１日～平成 25年９月 30日（２年間）の場合】

計
画
認
定 

23/4/1 23/7/1 25/11/3023/10/１ 25/9/30

計画実施期間

（２年以内） 

支給申請書提出期間 

平成 25 年 10 月 1 日 

～11 月 30 日 

２か月 
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 助成内容                             

【支給対象事業】 

事業主団体（商工会議所、商工会、事業協同組合等）が、傘下企業(雇用保険適用事業主)20 社

以上を対象として、希望者全員が 65 歳まで働ける制度の導入、70 歳まで働ける制度の導入等の

高年齢者雇用確保措置の充実(雇用確保措置の導入を含む。)その他高年齢者の雇用環境の整備を

目的として行う以下の事業です。（事業の実施期間は１年間とします。） 

① 高年齢者雇用確保措置の実施状況及び高年齢者の雇用状況、高年齢者の雇用を推進する上

で課題となる事項等に係る実態調査 

② 対象事業主に対する、雇用確保措置の導入、上限年齢の引上げ、対象者の拡大等の確保措

置の充実その他高年齢者の雇用環境の整備の促進に係る好事例集等の作成等による周知・啓

発、情報提供 

③ 対象事業主を招集しての、社会保険労務士等の専門家、先進的な取組を行う事業主等を講

師とする説明会の開催 

④ 社会保険労務士等の専門家を活用した、相談・助言・援助を必要とする対象事業主に対し

ての、個別訪問の実施、個別相談会の開催等による相談・助言・援助 

⑤ その他、事業主団体の創意工夫により行う事業 

 
【支給額】 

次の①及び②の合計額を支給します（上限 500 万円）。  

① 基本支給額   

事業実施のために要した費用を、前期（６か月間）事業終了後及び後期（６か月間）事業

終了後の２回に分けて支給します。事業の対象事業主数により下表の額を上限とします。な

お、前期支給上限額は、総支給上限額の半額です。 

対象事業主の数 総支給上限額 （万円） 前期支給上限額（万円） 

２０～１００ １００ ５０ 

１０１～２００ ２００ １００ 

２０１～ ３００ １５０ 

② 上乗せ支給額  

当該事業の対象企業のうち、事業の成果により新たに、 

イ 希望者全員が 65 歳まで働ける措置(※1) 

ロ 70 歳まで働ける措置(※2) 

を講じた事業主の数の合計に２万円を乗じた額（上限 200 万円）を支給します。（基本支給額

の後期分と併せて支給します。） 

傘下企業における希望者全員が 65 歳まで働ける制度の導入、70 歳まで働ける

制度の導入等の雇用確保措置の充実（雇用確保措置の導入を含む。）等を支援する

ための事業を実施した事業主団体に対し、当該事業に要した費用及び事業の成果

に応じて、最大 500 万円を助成します。 

 2.定年引上げ等奨励金（高年齢者雇用確保充実奨励金） 

雇 用 維 持 定年引上げ等奨励金（中小企業定年引上げ等奨励金・高年齢者職域拡大等助成金・高年齢者雇用確保充実奨励金） 
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(※1)「希望者全員が 65 歳までの働ける措置」とは、次のいずれかに該当する措置です。 

①定年の定めの廃止、②65 歳以上までの定年の引上げ、③希望者全員を対象とする 65 歳以上まで

の継続雇用制度の導入（当該事業主との雇用関係を存続させたまま、他の事業主が雇い入れる制度を

除く。）、④関連事業主との契約に基づき、希望者全員を引き続き 65 歳以上の年齢まで雇用される

者として当該関連事業主が雇い入れる制度の導入 

(※2) 「70 歳まで働ける措置」とは、次のいずれかに該当する措置です。 

①定年の定めの廃止、②70 歳以上までの定年の引上げ、③希望者の全部又は一部を対象とする 70

歳以上までの継続雇用制度の導入（当該事業主との雇用関係を存続させたまま、他の事業主が雇い入

れる制度を除く。）、④他の事業主との契約に基づき、希望者の全部又は一部を引き続き 70 歳以上

の年齢まで雇用される者として当該他の事業主が雇い入れる制度の導入 

 

 受給手続き                             

【計画書の提出】 

この奨励金の支給を受けようとする事業主団体は、実施しようとする事業の計画書を原則とし

て事業開始予定日の２か月前までに主たる事務所が所在する都道府県の（独）高齢・障害・求職

者雇用支援機構地域障害者職業センター雇用支援課（東京、大阪は窓口サービス課）（以下｢高齢・

障害者雇用支援センター｣という。）へ提出し、（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構の理事長

の計画認定を受けてください。 

【支給申請書の提出】 

計画書の認定を受けた事業主団体は、前期及び後期事業終了日の翌日から１か月以内に主たる

事務所が所在する都道府県の高齢・障害者雇用支援センターへ支給申請書を提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利用にあたっての注意点                       

○ ご申請いただいた内容を確認するため、必要に応じ別途書類の提出のお願いや、訪問等によ

る調査を実施させていただくことがあります。また、高齢・障害者雇用支援センターから、ハ

ローワーク等の職業安定機関に必要な照会を行います。 

計画書提出期間 

平成 23 年 7 月 1 日まで

前期事業支給申請期間

平成 24 年 3 月 1 日 

～3 月 31 日 

【例：事業開始予定日が平成 23 年９月１日、前期事業が平成 23 年９月１日～平成 24 年２月 29

日、後期事業が平成 24 年３月１日～平成 24 年８月 31 日の場合】 

計
画
認
定 

23/7/1 24/8/31 23/9/１ 24/2/29

後期事業支給申請期間

平成 24 年 9 月 1 日 

～9 月 30 日 

前期事業期間 後期事業期間

１か月 １か月 

— 　　—12 — 　　—13
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 助成内容                                 

再就職援助計画（※１）又は求職活動支援基本計画書（※２）（以下「計画」といいます。）に基づ

き、当該計画の対象者（雇用保険の被保険者に限ります。）に対し、本来の有給休暇とは別に求職

活動等のための休暇を付与した場合に助成金を支給します。 

※１ 再就職援助計画とは、経済的事情により、常時雇用する労働者について１か月以内の期間内に３０人以上の離職者を生じ

させる事業規模の縮小等を行おうとするときに作成することが義務付けられている、離職する方の再就職に係る支援の計画

のことです。なお、３０人未満の離職者が生じる場合でも、任意で当該計画を作成することができます。 

※２ 求職活動支援基本計画書とは、解雇等により離職することとなっている４５歳以上６５歳未満の労働者又は定年等により

離職することとなっている６０歳以上６５歳未満の者のうち再就職を希望する方に対して事業主が講じる、再就職援助の措

置や対象者数、付与する休暇の日数等を記載した書面のことをいいます。 

【助成額】 

求職活動等のための休暇１日当たり ４，０００円（中小企業事業主の場合７，０００円） 

（労働日に通常支払われる賃金の額（以下「通常賃金」という。）が４，０００円（中小企業事業

主の場合７，０００円）に満たないときは、その通常賃金の額です） 

※ 休暇の日に通常賃金以上の額を支払っている必要があります。また、申請に係る休暇付与人

数×３０日分が限度です。 

 受給手続き                                

○ 複数の対象者についてまとめて支給申請する場合は、休暇を付与した方のうち最後の方が離

職した日の翌日から起算して２か月以内に、個々の対象被保険者ごとに支給申請をする場合は、

個々の対象者が離職した日の翌日から起算して２か月以内に、必要な書類を添付して、事業所

の所在地を管轄する労働局又はハローワークに提出してください。 

 

 

 

 

 

事業規模の縮小等に伴い離職を余儀なくされる労働者や、定年等により離職が

予定されている高年齢者等のうち、再就職を希望する方に対して、在職中からの

求職活動への支援を行う場合に助成します。 

3.労働移動支援助成金（求職活動等支援給付金） 

離職を余議なくされる労働者の再就職援助のための措置を 

講じた場合の助成金 

再就職支援 労働移動支援助成金（求職活動等支援給付金・再就職支援給付金） 

— 　　—

再
就
職
支
援

— 　　—1514
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 利用にあたっての注意点                           

次のいずれにも該当する事業主に対して支給されます。 

○ 再就職援助計画の認定又は求職活動支援基本計画書を作成し、管轄労働局長又は公共職業安

定所長に提出すること。 

○ 労働組合（労働者の過半数で組織する労働組合がないときは、労働者の過半数を代表する方）

から計画の内容について同意を得ること。 

○ 計画の対象となる方であって、再就職先が未定である方等に対し、求職活動等のための休暇

（労働基準法第３９条の規定による年次有給休暇として与えられるものを除きます。）を与える

こと。 

○ 求職休暇を付与される方に係る休暇の付与の状況及び賃金の支払の状況を明らかにする書類

を整備していること。 

 

○ この他にも支給の要件がありますので労働局又はハローワークへお尋ねください。 

  

【例：Ａさんに休暇付与を与えた場合】 

２か月

支給申請期間 

離職日の翌日から２か月以内 

再
就
職
援
助
計
画
の
提
出 

Ａ
さ
ん
の
離
職
日 

再
就
職
援
助
計
画
に
係
る 

最
初
の
離
職
者
の
離
職
日 

１か月以上の期間 

休暇付与期間（３０日以内）

再
就
職
援
助
計
画
の
認
定 

— 　　— — 　　—15
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 助成内容                                  

中小企業事業主の方が再就職援助計画（※１）又は求職活動支援基本計画書（※２）（以下「計画」

といいます。）に基づき、当該計画の対象者（雇用保険の被保険者に限ります。）方に対する再就

職支援を民間の職業紹介事業者に委託し、その離職から２か月以内（４５歳以上の方は５か月以

内）に再就職を実現した場合に費用の一部を助成します。 

※１ 再就職援助計画とは、経済的事情により、常時雇用する労働者について１か月以内の期間内に３０人以上の離職者を生じ

させる事業規模の縮小等を行おうとするときに作成することが義務付けられている、離職する方の再就職に係る支援の計画

のことです。なお、３０人未満の離職者が生じる場合でも、任意で当該計画を作成することができます。 

※２ 求職活動支援基本計画書とは、解雇等により離職することとなっている４５歳以上６５歳未満の労働者又は定年等により

離職することとなっている６０歳以上６５歳未満の者のうち再就職を希望する方に対して事業主が講じる、再就職援助の措

置や対象者数、付与する休暇の日数等を記載した書面のことをいいます。 

【助成額】 

民間の職業紹介事業者への委託費用の１／２ 

上限額は１人当たり４０万円 

同一の再就職援助計画又は求職活動支援基本計画書について３００人を限度とします。 

 受給手続き                            

○ 複数の対象者についてまとめて支給申請する場合は、再就職に係る支援の対象となった方の

うち、最後の方の再就職が実現した日の翌日から起算して２か月以内に、個々の対象者ごとに

支給申請をする場合は、個々の再就職が実現した日の翌日から起算して２か月以内に、必要な

書類を添付して、支給申請書を事業所の所在地を管轄する労働局又はハローワークに提出して

ください。 

  

事業規模の縮小等に伴い離職を余儀なくされる労働者や、定年等により離職が

予定されている高年齢者等のうち、再就職を希望する方について、再就職に係る

支援を職業紹介事業者に委託し、再就職が実現した場合に、その費用の一部を助

成します。 

3.労働移動支援助成金（再就職支援給付金） 

再就職支援 労働移動支援助成金（求職活動等支援給付金・再就職支援給付金） 

— 　　—16

再
就
職
支
援
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 利用にあたっての注意点                      

次のいずれにも該当する事業主に対して支給されます。 

○ 対象となる方の再就職に係る支援を委託する旨を再就職援助計画等に記載すること。 

○ 職業紹介事業者に対象被保険者であって、再就職先が未定である方の再就職に係る支援を委

託し、当該委託に要する費用を負担すること。 

○ 委託に要する費用の負担の状況を明らかにする書類を整備していること。 

○ この他にも支給の要件がありますので労働局又はハローワークへお尋ねください。 

【例：Ａさんの再就職に係る支援の委託を行った場合】 

２か月

支給申請期間 

再就職が実現した日の 

翌日から２か月以内 

再
就
職
援
助
計
画
の
提
出 

Ａ
さ
ん
の
離
職
日 

再
就
職
援
助
計
画
に
係
る 

最
初
の
離
職
者
の
離
職
日 

Ａ
さ
ん
の
再
就
職
が

実
現
し
た
日 

１か月以上の期間 

再
就
職
援
助
計
画
の
認
定 

支給対象期間 

（離職日の翌日から２か月以内）

— 　　—16 — 　　—17
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 助成内容                             

下表の求職者を、ハローワーク等（※１）の紹介により、雇用保険の一般被保険者として雇い入

れた場合（※２）、下表に掲げる額を支給します。 

※１ ハローワーク、地方運輸局、雇用関係給付金の取扱に係る同意書を労働局に提出している有料・無料職業

紹介事業者及び無料船員職業紹介事業者  

※２ 助成金の支給終了後も引き続き相当期間雇用することが確実な場合に限ります。有期の雇用については、

契約更新回数に制限がなく、希望すれば全員契約更新が可能である場合等期間の定めのない雇用と同様と判

断される場合に限ります。 

【短時間労働者（※３）以外】  

対象者 （※４）  支給額 助成対象期間 
支給対象期（※５）（６か月）ごとの

支給額 

高年齢者（60歳以上65歳未満）、

母子家庭の母等 （※６）  
50（90）万円 １年       第１期 25（45）万円  第２期 25（45）万円 

身体・知的障害者  50（135）万円 １年（１年６か月）
第１期 25（45）万円  第２期 25（45）万円 

第３期   （45）万円 

重度障害者等（重度障害者、45
歳以上の障害者、精神障害者）  

100（240）万円 １年６か月（２年）
第１期 33（60）万円  第２期 33（60）万円 

第３期 34（60）万円  第４期   （60）万円

【短時間労働者】  

対象者 （※４）  支給額 助成対象期間 
支給対象期（※５）（６か月）ごとの

支給額 

高年齢者（60歳以上65歳未満）、

母子家庭の母等 （※６） 
30（60）万円 １年       第１期 15（30）万円  第２期 15（30）万円 

障害者 30（90）万円 １年（１年６か月）
第１期 15（30）万円  第２期 15（30）万円 

第３期   （30）万円  

（ ）内は中小企業事業主に対する支給額 

※３ １週間の所定労働時間が 20時間以上 30時間未満の者を指します。 

※４ 雇入れ日現在の満年齢が 65歳未満の者に限ります。 

※５ 助成対象期間を６か月ごとに区分した期間を支給対象期といいます。 

※６ 表中の者以外に、以下の者も対象労働者となります。  

高年齢者、障害者、母子家庭の母等の就職が特に困難な方を、ハローワーク等

の紹介により、継続して雇用する労働者として雇い入れた場合、賃金の一部を助

成します。 

4.特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用開発助成金）

雇 入 れ 特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用開発助成金・高年齢者雇用開発特別奨励金・被災者雇用開発助成金）

高年齢者、障害者等の就職が困難な方を雇い入れた場合の助成金 

— 　　—18

雇
入
れ
助
成

— 　　—19
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中国残留邦人等永住帰国者、北朝鮮帰国被害者等、認定駐留軍関係離職者（45 歳以上）、沖縄失業者求職手帳所持者（45

歳以上）、特定漁業離職者求職手帳所持者（45 歳以上）、漁業離職者求職手帳所持者（45 歳以上）、一般旅客定期航路事業等

離職者求職手帳所持者（45 歳以上）、認定港湾運送事業離職者（45 歳以上）、その他就職困難者（アイヌの人々（※）：北海

道に居住している者で 45 歳以上の者であり、かつハローワーク又は地方運輸局の紹介による場合に限る。） 

※ アイヌの人々：「人権教育のための国連 10 年」に関する国内行動計画（平成９年７月公表）に用いられている用語 

 受給手続き                            

○ 特定就職困難者雇用開発助成金は、対象労働者を雇い入れた後、支給対象期（６か月）ごと

に、２～４回に分けて支給されます。 

○ 支給を受けるには、支給対象期（６か月）ごとに、支給申請書等の必要書類を労働局または

ハローワークに提出する必要があります。支給申請期限は、各支給対象期後１ヶ月以内です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利用にあたっての注意点                      

○ ハローワーク等の紹介を受けた日において雇用保険の被保険者である等失業等の状態にない

者を雇い入れた場合は、支給対象となりません（ただし、重度障害者、45 歳以上の障害者、精

神障害者を一週間の所定労働時間が 30 時間以上で雇い入れた場合は支給対象となります）。 

○ 対象者が雇い入れ日の前日から過去３年間に働いたことのある事業所（出向、派遣、請負、

アルバイト、事前研修を含む）に雇い入れられる場合は、支給対象となりません。 

○ ハローワーク等の紹介日以前に雇用の内定があった対象者を雇い入れる場合は、支給対象と

なりません。 

○ 対象者の雇入れ日の前日から起算して６か月前の日から１年間を経過する日までの間に被保

険者を事業主都合により解雇している場合、又は同期間において雇入れ日における被保険者数

の６％を超える被保険者を特定受給資格者となる離職理由により離職させている場合（離職さ

せた被保険者数が３人以下の場合を除く）、助成金は支給されません。 

○ 第１回目の支給申請がなされていない場合でも、第２回目の支給申請は行えます（ただし、

第１回目分は支給されません）。 

○ この他にも支給の要件がありますので労働局またはハローワークへお尋ね下さい。 

4/16

（※） 起算日は、賃金締切日が定められていない場合は雇入れ日、賃金締切日が定められている場合は雇

入れの日の直後の賃金締切日の翌日、賃金締切日に雇入れられた場合は雇入れ日の翌日、賃金締切

日の翌日に雇い入れられた場合は雇入れの日となります。 

雇
入
れ
日

支給対象期（第１期） 

支給申請期間（第１期）

10 月 16 日～11 月 15 日

支給申請期間（第２期）

4 月 16 日～5 月 15 日

【例：労働者を雇い入れた日が４月１日の場合】

賃
金
締
切
日

10/154/1 

4/15 

10/16 11/15

4/15

5/15 １か月 １か月

６か月 ６か月

起
算
日
（※
）

4/16 

支給対象期（第２期）

— 　　—18 — 　　—19
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 助成内容                             

雇入れ日の満年齢が 65 歳以上の離職者（※１）を、ハローワーク等（※２）の紹介により、一週間

の所定労働時間が 20 時間以上の労働者として雇い入れた場合（※３）、下表に掲げる額を支給しま

す。  

※１ 以下の要件を満たす者に限ります。  

① 紹介日及び雇入れ日現在において、雇入れに係る事業主以外の事業主と一週間の所定労働時間が 20 時間以上の雇用関

係にない者(※４) 

② 雇用保険又は船員保険の被保険者資格を喪失した離職の日から３年以内に雇い入れられた者 

③ 雇用保険又は船員保険の被保険者資格を喪失した離職の日以前１年間に被保険者期間が６月以上あった者  

※２ ハローワーク、地方運輸局、雇用関係給付金の取扱に係る同意書を労働局に提出している有料・無料職業紹介事業者及

び無料船員職業紹介事業者  

※３ １年以上継続して雇用する事が確実な場合に限ります。 

※４ 詳しくは「利用にあたっての注意点」をご確認下さい。 

一週間の所定労働時間 支給額 支給対象期（６か月）ごとの支給額 

30 時間以上 50（90）万円 第１期 25（45）万円     第２期 25（45）万円 

20 時間以上 30 時間未満 30（60）万円 第１期 15（30）万円     第２期 15（30）万円 

（ ）内は中小企業に対する支給額 

 

 受給手続き                            

○ 高年齢者雇用開発特別奨励金は、対象労働者を雇い入れた後、支給対象期（６か月）ごとに、

２回に分けて支給されます。 

○ 支給を受けるには、支給対象期（６か月）ごとに、支給申請書等の必要書類を労働局または

ハローワークに提出する必要があります。支給申請期限は、各支給対象期後１か月以内です。 

 

 

 

高年齢者（６５歳以上の方）をハローワーク等の紹介により、継続して雇用す

る労働者として雇い入れた場合、賃金の一部を助成します。 

4.特定求職者雇用開発助成金（高年齢者雇用開発特別奨励金） 

６５歳以上の離職者を雇い入れた場合の助成金 

雇 入 れ 特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用開発助成金・高年齢者雇用開発特別奨励金・被災者雇用開発助成金）
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 利用にあたっての注意点                      

○ ハローワーク等の紹介を受けた日及び雇入れ日において、雇用保険の被保険者である者や雇

入れに係る事業主以外の事業主と一週間の所定労働時間が２０時間以上の雇用関係にある者を

雇い入れる場合は、支給対象となりません。 

○ 対象者が雇い入れ日の前日から過去３年間に働いたことのある事業所（出向、派遣、請負、

アルバイト、事前研修を含む）に雇い入れられる場合は、支給対象となりません。 

○ ハローワーク等の紹介日以前に雇用の内定があった対象者を雇い入れる場合は、支給対象と

なりません。 

○ 対象者の雇入れ日の前日から起算して６か月前の日から１年間を経過する日までの間に被保

険者を事業主都合により解雇している場合、又は同期間において雇入れ日における被保険者数

の６％を超える被保険者を特定受給資格者となる離職理由により離職させている場合（離職さ

せた被保険者数が３人以下の場合を除く）、助成金は支給されません。 

○ 第１回目の支給申請がなされていない場合でも、第２回目の支給申請は行えます（ただし、

第１回目分は支給されません）。 

○ この他にも支給の要件がありますので労働局またはハローワークへお尋ね下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇
入
れ
日 

支給対象期（第１期） 

支給申請期間（第１期）

10 月 16 日～11 月 15 日

支給申請期間（第２期） 

4 月 16 日～5 月 15 日 

【例：労働者を雇い入れた日が４月１日の場合】

賃
金
締
切
日 

10/154/1 

4/15 

10/16 11/15

4/15

5/15 １か月 １か月

６か月 ６か月

起
算
日
（
※
）

 

（※） 起算日は、賃金締切日が定められていない場合は雇入れ日、賃金締切日が定められている場合は雇

入れの日の直後の賃金締切日の翌日、賃金締切日に雇入れられた場合は雇入れ日の翌日、賃金締切

日の翌日に雇い入れられた場合は雇入れの日となります。 

4/16 

支給対象期（第２期）

4/16
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 助成内容                             

東日本大震災により離職した者等（※１）を、ハローワーク等（※２）の紹介により、雇用保険の

一般被保険者として雇い入れ、かつ１年以上継続して雇用することが見込まれる事業主に対して、

下表に掲げる額を支給します。  

※１ 以下のイ又はロのいずれかに該当する者  

  イ 以下のいずれにも該当する者 

① 東日本大震災に際し、災害救助法が適用された市町村の区域（東京都を除く）（以下、「被災地域」という。）におい

て就業していた者 

② 震災後に離職し、その後安定した職業についたことがない者 

③ 震災により離職を余儀なくされた者 

   ロ 被災地域に居住する者（震災後、安定した職業についたことがない者で、震災後被災地域外に住所又は居所を変更し

ている者を含み、震災後被災地域に居住することとなった者を除く） 

   

※２ ハローワーク、地方運輸局、雇用関係給付金の取扱に係る同意書を労働局に提出している有料・無料職業紹介事業者及

び無料船員職業紹介事業者  

一週間の所定労働時間 支給額 支給対象期（６か月）ごとの支給額 

短時間労働者以外の者 50（90）万円 第１期 25（45）万円     第２期 25（45）万円 

短時間労働者（※） 30（60）万円 第１期 15（30）万円     第２期 15（30）万円 

（ ）内は中小企業に対する支給額 

※ 短時間労働者とは、一週間の所定労働時間が 20時間以上 30時間未満である者をいいます。 

※ 支給対象期は、雇い入れの日から６か月ごとに区切った期間です。 

 

 受給手続き                            

○ 被災者雇用開発助成金は、対象労働者を雇い入れた後、支給対象期※（６か月）ごとに、２回

に分けて支給されます。 

○ 支給を受けるには、支給対象期（６か月）ごとに、支給申請書等の必要書類を労働局または

ハローワークに提出する必要があります。支給申請期限は、各支給対象期後１か月以内です。 

 

平成２３年５月２日以降、被災離職者等をハローワーク等の紹介により、１年

以上雇用することが見込まれる労働者として雇い入れた場合、賃金の一部を助成

します。 

4.特定求職者雇用開発助成金（被災者雇用開発助成金） 

東日本大震災の被災者を雇い入れた場合の助成金 

雇 入 れ 特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用開発助成金・高年齢者雇用開発特別奨励金・被災者雇用開発助成金）

— 　　—22
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 助成内容                          

同意雇用開発促進地域（※１）又は過疎等雇用改善地域（※２）において、地域求職者

等を継続して雇用する労働者（雇用保険の一般被保険者）として雇い入れ、かつ、そ

れに伴い事業所の設置・整備を行った事業主に対して、雇い入れた労働者の数及び設

置・整備に要した費用に応じて、下表に掲げる額を１年ごとに３回支給します。 

※１ 同意雇用開発促進地域は、都道府県策定（国の同意済み）の地域雇用開発計画に定められた地域です。 

※２ 過疎等雇用改善地域は、若年層・壮年層の流出の著しい地域及び離島地域であって厚生労働大臣が指

定する地域です。 

設 置 ・整 備 に 

要 した費 用  

対 象 労 働 者 の数  

３（２）～４人  ５～９人  １０～１９人  ２０人 以 上  

300 万 円 以 上  

1,000 万 円 未 満
40 万 円  65 万 円  90 万 円  120 万 円  

1,000 万 円 以 上

5,000 万 円 未 満
180 万 円  300 万 円  420 万 円  540 万 円  

5,000 万 円 以 上 300 万 円  500 万 円  700 万 円  900 万 円  

      （ ）内は創業の場合 

また、雇い入れた対象労働者が、事業主都合による解雇等により、前職を離職して

いた場合、第２回目以降の支給時期に在職しているものの数（最大５人まで。補充者

は含まれません。）に応じ、１人につき 50 万円の追加助成を行います。 

 

 受給手続き                          

○ 300 万円以上の事業所の設置・整備に伴う雇入れを予定している事業主はその旨

の計画書を管轄都道府県労働局長に提出してください。 

○ 事業所の設置・整備に伴う雇入れが完了したときは、その旨を届けるとともに、

必要な書類を添えて申請資格の確認及び第１回目の支給申請を行ってください。 

○ 完了日の１年後を第２回目の「支給時期」、完了日の２年後を第３回目の「支給時

期」とし、その翌日から起算して１ヶ月以内に必要な書類を添えて支給申請を行う

必要があります。 

地域求職者等を雇い入れた場合の助成金 

雇 入 れ 地域雇用開発助成金（地域求職者雇用奨励金・沖縄若年者雇用促進奨励金） 

雇用機会が特に不足している地域等において、300 万円以上の事業所の

設置・整備あるいは創業に伴い、当該地域に居住する求職者等を３人（創

業については２人）以上雇い入れた場合、一定額を助成します。 

5.地域雇用開発助成金（地域求職者雇用奨励金） 
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 利用にあたっての注意点                    

○ 完了日の翌日から起算して１年ごとに区分した期間の末日における当該事業所の

継続して雇用する労働者の数が、完了日における当該事業所の継続して雇用する労

働者の数未満となったとき、当該奨励金は支給されません。 

○ 対象者が過去３年間に当該事業主の事業所において雇用保険の被保険者として雇

用されていたことがある場合は、支給対象となりません。 

○ 完了日後において、当該事業所で対象労働者を雇用しなくなったとき（当該雇用

しなくなったとき以降速やかに、新たに継続して雇用する労働者を雇い入れたとき

は除きます。ただし、解雇等事業主都合で離職させた事業主は、対象労働者の補充

は行えません。）、当該奨励金は支給されません。 

○ 計画日から完了日までの間に、当該事業所で雇用する被保険者を解雇等事業主都

合で離職させた事業主、あるいは全労働者の６％（その数が３人以下の時は３人）

を超える割合で特定受給資格者である離職者を発生させた事業主に対しては、支給

されません。 

支 給 申 請 期 間  

10 月 1 日 ～10 月 31 日

支 給 申 請 期 間  

10 月 1 日 ～10 月 31 日

支 給 申 請 期 間  

10 月 1 日 ～10 月 31 日

計
画
日 

完
了
日 

第
１
回
目 

第
２
回
目 

第
３
回
目 

H24/9/30H22/4/1 H23/9/30 

計画期間 

（最大 18 ヶ月）
１か月

H25/9/30 

１か月 １か月  
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 助成内容                          

計画日から完了日までの間に雇い入れた若年求職者に対し、完了日以後に支払った

賃金に相当する額の１／４（中小企業については１／３）を１年間（対象労働者等の

定着状況が特に優良な場合は２年間）助成します。 

 

助成額は、対象者一人につき、年間 120 万円を限度とします。 

 

 受給手続き                          

○ 300 万円以上の事業所の設置・整備に伴う雇入れを予定している事業主は沖縄若

年者等の雇用に関する計画書を沖縄労働局長に提出してください。 

 

○ 事業所の設置・整備に伴う雇入れが完了したときは、完了届を沖縄労働局長に提

出してください。 

 

○ 支給を受けるには、支給対象期間（６か月）ごとに、支給対象期間後１か月以内

に、必要な書類を添えて支給申請書を提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

沖縄県に居住する若年求職者を雇用した場合の助成金 

雇 入 れ 地域雇用開発助成金（地域求職者雇用奨励金・沖縄若年者雇用促進奨励金） 

沖縄県において、300万円以上の事業所の設置・整備に伴い、沖縄県内

に居住する35歳未満の若年求職者を３人以上継続して雇用する労働者と

して雇い入れた場合、賃金の一部を助成します。 

 5.地域雇用開発助成金（沖縄若年者雇用促進奨励金） 

（※） 起算日は、賃金締切日が定められている場合は、完了日以後最初の賃金締切日の翌日となります。

（賃金締切日が毎月 15 日の場合） 

計
画
日 

H22/4/1 H24/3/31 

完
了
日 

10/15

支給対象期間（第１期）

計画期間（最大 2 年間）

起
算
日

4/16 

１か月 

完了届申請期間 

4 月 1 日～4 月 30 日

１か月

支給申請期間 

10 月 16 日～11 月 15 日 

支給対象期間（第２期）

4/15 

支給申請期間 

4 月 16 日～5 月 15 日

事業所の設置・整備及

び雇入れ 

１か月
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雇
入
れ
助
成

— 　　—27



- 25 - 

 

 利用にあたっての注意点                    

○ 計画日から完了日から起算して６か月を経過した日までの間に、当該事業所で雇

用する被保険者を解雇等事業主都合で離職させた事業主、あるいは全労働者の６％

（その数が３人以下の時は３人）を超える割合で特定受給資格者である離職者を発

生させた事業主に対しては、支給されません。 

 

○ 対象者が過去３年間に当該事業主の事業所において雇用保険の被保険者として雇

用されていたことがある場合は、支給対象となりません。 
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 助成内容                          

１ 季節労働者を対象期間（12 月 16 日～翌年 3 月 15 日）中、通年雇用した場合は、そ

の対象労働者に対して対象期間に支払った賃金の２／３の額（第１回目）を支給します。

なお、対象労働者１名あたり第１回目の支給も含めて継続して最大３回まで支給します。 

   【新規継続労働者（第１回目の対象労働者）】 

対象期間に支払った賃金の２／３ （限度額７１万円） 

   【継続、再継続労働者（第２、３回目の対象労働者）】 

対象期間に支払った賃金の１／２ （限度額５４万円） 

  また、対象期間中、指定地域外で請負により指定業種に属する事業を行うことで通年

雇用する場合、対象労働者の移動に要した経費相当額（限度額１５万円）を支給します。 

２ 季節労働者を通年雇用したものの、一時的に休業させた場合は、事業所内・外就業助

成の申請回数３回のうち、年度ごとに事業所内・外就業助成か休業助成のいずれかを選

択し、対象労働者１名あたり２回まで支給します。 

【休業助成の申請が１回目の場合】 

１月から４月に支払った休業手当（最大６０日分）及び対象期間に支払った

賃金（休業手当を除く）の合計額の１／２ （限度額：新規継続労働者７１万

円 継続、再継続労働者５４万円） 

【休業助成の申請が２回目の場合】 

１月から４月に支払った休業手当（最大６０日分）及び対象期間に支払った

賃金（休業手当を除く）の合計額の１／３ （５４万円を限度） 

３ 季節労働者を季節的業務以外の業務に転換させることにより通年雇用した場合は、業

務転換の開始日から起算して６か月の期間に支払った賃金の１／３の額（限度額７１万

円）を支給します。 

４ 季節労働者を対象期間中、事業所内等の業務に従事させ、職業訓練を実施する場合は、

対象労働者１名あたりの賃金の助成額に加えて、職業訓練の内容により、次の額を支給

します。 

【季節的業務の訓練】 

訓練の実施に要した費用の１／２ （限度額３万円） 

【季節的業務以外の訓練】 

訓練の実施に要した費用の２／３ （限度額４万円） 

５ 新分野の事業を実施するために必要な事業所を設置・整備し、季節労働者３人以上を

季節労働者を通年雇用した場合の助成金 

北海道、青森県等(１３道県)の積雪寒冷地において、冬期間に離職を

余儀なくされる季節労働者を通年雇用した場合、賃金等の一部を助成し

ます。 

6.通年雇用奨励金 

雇 入 れ 

— 　　—28

雇
入
れ
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通年雇用した場合は、対象労働者に対する賃金の助成額に加えて、事業所の設置・整備

に要した費用の１／１０の額（限度額５００万円）を１年ごとに３回支給します。 

※ 最初の対象労働者の雇入れ日から起算して 18 か月以内に事業所の設置・整備を完了し、対象労働者を

新分野の事業に従事させなければなりません。 

６ 季節労働者を試行雇用終了後、引き続き常用雇用として雇い入れた場合は、常用雇用

に移行した日から起算して６か月の期間に支払った賃金の１／２の額から試行雇用に

より支給された試行雇用奨励金の額を減額した額（限度額７１万円）を支給します。 

※ １から５の場合は、対象事業所において、対象労働者が支給要件を満たしている場合でも、常用労働者

数が一定の式において基準数を下回る場合は、奨励金が支給されないことがあります。 

 

 受給手続き                         

〔事業所内・外就業助成〕 

○ 12 月 16 日から翌年１月 31 日までに通年雇用届等をハローワークを経由して道県労

働局長に提出してください。 

○ その後、3 月 16 日から翌年度 6 月 15 日までに支給申請書等をハローワークを経由し

て道県労働局長に提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利用にあたっての注意点                   

○ 助成内容１から５を受給できる事業主は、積雪又は寒冷の度が特に高い地域として厚

生労働大臣が指定する地域（※１）に所在する事業所において、厚生労働大臣が指定する

業種（※２）に属する事業を行い、対象労働者（※３）を少なくとも継続雇用予定期限（翌

年度の 12 月 15 日）まで継続して雇用することが見込まれる事業主が対象となります。 

○ 助成内容６を受給できる事業主は、指定地域に所在する事業所において、指定業種以

外の業種に属する事業を行う事業主が対象となります。 

※１ 指定地域 

北海道、青森、岩手及び秋田（全市町村） 宮城、山形、福島、新潟、富山、石川、福井、長野及び岐阜（一部の

市町村） 

※２ 指定業種 

①林業 ②採石業及び砂、砂利又は玉石の採取業 ③建設業 ④水産食料品製造業 ⑤野菜缶詰、果実缶詰又は農

産保存食料品の製造業 ⑥一般製材業 ⑦セメント製品製造業 ⑧建設用粘土製品（陶磁器製のものを除く。）の製

造業 ⑨特定貨物自動車運送業 ⑩建設現場において据付作業を行う「造作材製造業（建具を除く）」、「建具製造

業」、「鉄骨系プルハブ住宅製造業」、「建築用金属製品製造業（サッシ、ドア、建築用金物を除く。）」、「畳製

造業」 ⑪農業（畜産農業及び畜産サービス業を除く。） 

※３ 対象労働者 

9 月 16 日以前から雇用され翌年の 1 月 31 日において雇用保険の特例一時金の受給資格を得て、支給を受けることが

見込まれる者 

継
続
雇
用 

予
定
期
限 

通年雇用届の提出期間 

12 月 16 日～1 月 31 日 

支給申請期間 

3 月 16 日～6 月 15 日 

12/16 1/31 6/15 12/153/15

対象期間 12/16～翌年

— 　　—28 — 　　—29
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 助成内容                          

派遣労働者を直接雇い入れてから６か月、１年６か月、２年６か月経過後、下表に

掲げる額を支給します。 

 

  期 間 の定 めのない労 働 契 約 の場 合  ６か月 以 上 の期 間 の定 めのある労 働 契 約 の場 合  

大 企 業  計 ５０万 円  

６か月 経 過 後  ２５万 円  

計 ２５万 円  

６か月 経 過 後  １５万 円  

１年 ６か月 経 過

後  
１２万 ５千 円  １年 ６か月 経 過 後  ５万 円  

２年 ６か月 経 過

後  
１２万 ５千 円  ２年 ６か月 経 過 後  ５万 円  

中 小 企 業  計 １００万 円  

６か月 経 過 後  ５０万 円  

計 ５０万 円  

６か月 経 過 後  ３０万 円  

１年 ６か月 経 過

後  
２５万 円  １年 ６か月 経 過 後  １０万 円  

２年 ６か月 経 過

後  
２５万 円  ２年 ６か月 経 過 後  １０万 円  

 

 受給手続き                         

○ 派遣労働者雇用安定化特別奨励金は、支給対象期ごとに３回に分けて支給されま

す。 

○ 支給を受けるには、それぞれ支給対象期の末日の翌日から起算して１か月以内に

必要な書類を添えて支給申請書を都道府県労働局または公共職業安定所に提出する

必要があります。 

  

派遣先で派遣労働者を雇い入れた場合の奨励金 

雇 入 れ 

６か月を超える期間継続して労働者派遣を受け入れていた業務に、派遣

労働者を無期または６か月以上の有期で直接雇い入れた場合、奨励金を支

給します。 

7.派遣労働者雇用安定化特別奨励金 

— 　　—30

雇
入
れ
助
成

— 　　—31
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 助成内容                                  

年長フリーター等〈注１〉や採用内定を取り消された学生等〈注２〉を正規雇用した場合、対象

者１人につき、中小企業は１００万円、大企業は５０万円の奨励金を、下表のとおり３回

に分けて支給します。 

支給申請時期 支 給 額 

正規雇用後、６か月経過後（１回目） ２５万円（中小企業は５０万円） 

正規雇用後、１年６か月経過後（２回目） １２万５千円（中小企業は２５万円） 

正規雇用後、２年６か月経過後（３回目） １２万５千円（中小企業は２５万円） 

〈注１〉年長フリーター等の正規雇用について 

① ハローワーク又は地方運輸局に奨励金の対象となる年長フリーター等の求人枠を設けて正規雇

用する場合 

・ ハローワーク又は地方運輸局からの紹介によること 

・ 対象者の雇入れ日現在の満年齢が２５歳以上４０歳未満 

・ 雇入れ日前１年間に雇用保険の一般被保険者でなかった者、その他職業経験、技能、知識等

の状況から奨励金の活用が適当であると安定所長又は地方運輸局長が認める者 

② トライアル雇用後に引き続き正規雇用する場合 

・ トライアル雇用開始日の満年齢が４０歳未満 

・ トライアル雇用開始日前１年間に雇用保険の一般被保険者でなかった者 

③ 有期実習型訓練修了者〈※〉を正規雇用する場合 

・ 有期実習型訓練修了後の雇入れ日（有期実習型訓練を受けさせていた事業主が、当該訓練生

を正規雇用した場合は訓練開始日）現在の満年齢が２５歳以上４０歳未満 

※「有期実習型訓練修了者」とは、企業現場における実習（OJT）と教育訓練機関等における座

学（OFF-JT）とを組み合わせた実践的な職業訓練を修了した者。 

〈注２〉採用内定を取り消された学生等の正規雇用について 

・ ハローワーク又は地方運輸局に奨励金の対象となる求人を提出し、採用内定を取り消されて

就職先が未決定の新規学校卒業者をハローワーク又は地方運輸局の紹介により正規雇用するこ

と 

・ 対象者の雇入れ日現在の満年齢が４０歳未満 

 

 

年長フリーター等や採用内定を取り消されて就職先が未決定の学生等を、ハロ

ーワーク等の紹介により正規雇用する場合、一定期間経過後に奨励金を支給しま

す。 

8.若年者等正規雇用化特別奨励金（平成 24 年 3 月 31 日までの時限措置）

年長フリーターや内定を取り消された学生等を雇い入れた場合の助成金

雇 入 れ 

— 　　—32

雇
入
れ
助
成

— 　　—33
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 受給手続き                                

○ 若年者等正規雇用化特別奨励金は、対象者を正規雇用した後、支給対象期ごとに、３回に分

けて支給されます。 

○ 支給を受けるには、支給対象期ごとに、支給申請書等の必要書類を都道府県労働局またはハ

ローワークに提出する必要があります。支給申請期限は、各支給対象期後１か月以内です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利用にあたっての注意点  利用にあたっての注意点         

○ 正規雇用とは、雇用期間の定めのない雇用であって、１週間の所定労働時間が通常の労働者

と同程度である労働契約を締結し、雇用保険の一般被保険者（ただし１週間の所定労働時間が

３０時間未満の者を除く。）として雇用する場合をいいます。 

○ 過去３年間において、当該対象者を雇用していた場合、支給対象となりません。ただし、ア

ルバイト等の雇用保険被保険者とならない形態で、雇入れ日（トライアル雇用後の場合はトラ

イアル雇用開始日、有期実習型訓練を受けさせていた事業主が当該者の雇入れを行った場合は

訓練開始日。以下同じ。）の前日から起算して３か月以前に対象者を就労させていた場合を除き

ます。 

○ ハローワーク又は地方運輸局から対象者の職業紹介を受ける以前に、当該対象者と雇用予約

がある場合は、支給対象となりません。 

○ 対象者の雇入れ日の前日から起算して６か月前の日から奨励金の受給についての申請書を提

出する日までの間に、雇用保険被保険者を事業主都合により解雇等（勧奨退職を含む。）してい

る場合、又は同期間において雇入れ日における被保険者数の６％を超える被保険者を特定受給

資格者となる離職理由により離職させている場合（離職させた被保険者数が３人以下の場合を

除く）、奨励金は支給されません。 

○ 第１期等の支給申請がなされていない場合でも、第２期等の支給申請は行えます。ただし、

第１期等は支給されません。 

支給申請期間（第１期）

10 月１日～10 月 31 日

支給申請期間（第２期）

10 月 1 日～10 月 31 日

正規雇用 
した日 

支給申請期間（第３期）

10 月 1 日～10 月 31 日

支給対象期（第１期） 

【例：対象者を正規雇用した日が４月１日の場合】

9/30 4/1 

10/1 10/31

10/1

１か月 

６か月 １年 

支給対象期（第２期） 支給対象期（第３期）

10/1 10/31

１年 

10/1 10/31

9/30 10/1 9/30

１か月 １か月

— 　　—32 — 　　—33
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 助成内容                                  

大学等を卒業後３年以内の既卒者を正規雇用した場合、一定期間経過後に、対象者１人につき、

１００万円（特例措置（※）の場合１２０万円）を支給します。（奨励金の支給は、雇用保険適用

事業所単位で１事業所あたり１回限り、特例措置の場合１事業所震災特例対象者１０人までとな

ります。） 

支給申請時期 支 給 額 

正規雇用から６か月定着した場合 １００万円（特例措置の場合１２０万円）

※ 特例措置とは、被災した卒業後３年以内の既卒者に限定した求人を提出し、その者を採用した事業主に対し行った、支給

額の拡充と要件緩和措置のことをいいます。 

<注> 奨励金の対象者について  

ハローワーク又は新卒応援ハローワーク(※１)に卒業後３年以内の大学等(※２)の既

卒者も応募可能な新卒求人又は被災した卒業後３年以内の既卒者（※３）に限定した求人

を提出し、ハローワーク又は新卒応援ハローワークの紹介により、以下のいずれにも該当

する者で、公共職業安定所長が奨励金の活用が必要であると認める者を雇い入れる必要が

あります。 

○ 平成２１年３月以降の大学等の新規学卒者でハローワーク又は新卒応援ハローワー

クに求職登録を行っている者。 

○ 卒業後安定した職業に就いた経験がない者（１年以上継続して同一の事業主に正規雇

用された経験がない者）。 

○ 雇入れ開始日現在の満年齢が４０歳未満の者。 

※１ 新卒応援ハローワークとは、学生及び既卒者の就職を支援する専門のハローワークです。 
※２ 大学等とは、大学、大学院、短大、高専及び専修学校等をいいます。 

 

大学等を卒業後３年以内の既卒者も対象とする新卒求人又は被災した卒業後３

年以内の既卒者に限定した求人を提出し、ハローワーク又は新卒応援ハローワー

クの紹介により既卒者を正規雇用として雇い入れた場合に、一定期間経過後に奨

励金を支給します。 

9.３年以内既卒者（新卒扱い）採用拡大奨励金   
（平成 24 年 3 月 31 日までの時限措置） 

大学等を卒業後３年以内の既卒者も対象とする新卒求人又は被災した

卒業後３年以内の既卒者に限定した求人を提出し、既卒者を正規雇用

した場合の助成金 

雇 入 れ 

— 　　—34
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※３ 被災した卒業後３年以内の既卒者とは、平成 21 年３月以降に学校を卒業し、災害救助法適用地域（東京都を除 

く）に住居する人をいいます（被災後他地域に避難した人は含みますが、平成 23 年３月 11 日以降被災地外から 

被災地に転居した人は除きます）。（３年以内既卒者トライアル雇用奨励金についても同様） 

 

 受給手続き                                

○ 支給を受けるには、対象者の雇入れを開始した日から６か月定着した場合に、定着した日の

翌日から起算して１か月以内に支給申請書等の必要な書類を添えて都道府県労働局、ハローワ

ーク又は新卒応援ハローワークに提出する必要があります。 

 ○ 支給申請期限は支給申請期間の末日です。申請期限を過ぎると、支給を受けることができな

くなりますのでご注意下さい。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 利用にあたっての注意点  利用にあたっての注意点         

○ 正規雇用として雇い入れるとは、「雇用期間の定めのない雇用であって、１週間の所定労働時

間が通常の労働者と同程度である労働契約を締結し、雇用保険の一般被保険者（ただし、１週

間の所定労働時間が３０時間未満の者を除く。）として雇用する場合」をいいます。 

○ 雇用開始日の前日から起算して過去３年間において、対象者を雇用していた場合は、支給対

象となりません。 

○ ハローワーク又は新卒応援ハローワークから対象者の職業紹介を受ける前に、その対象者を

雇用することを約している場合は支給対象となりません。 

○  雇用開始日の前日から起算して６か月前の日から支給申請書を提出する日までの間に、事業

所で雇用する被保険者（短期雇用特例被保険者及び日雇労働被保険者を除く。）を事業主都合

により解雇等をしている場合、又は同時期に、事業所において特定受給資格者となる離職理由

で離職した者が３人を超え、かつ、雇用を開始した日における被保険者数の６％に相当する数

を超えて離職させた場合、奨励金は支給されません。 

○ この他にも一定の支給要件がありますので、お近くの都道府県労働局、ハローワーク又は新

卒応援ハローワークまでお尋ねください。 

 

 
 
【例：対象者を正規雇用した日が４月１日の場合】

支給対象期 

正規雇用に対する奨励金の支給申請期間 

10 月１日～10 月 31 日 

9/30 4/1 

10/1 10/31
１か月

６か月 

正規雇用 

した日 

10/1
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 助成内容                          

中学・高校・大学等を卒業後３年以内の既卒者を有期雇用期間（原則３か月）での

育成を経て正規雇用に移行させた場合、対象者１人につき、下表のとおり支給します。 

 

支給申請時期 支 給 額 

有期雇用期間（原則３か月）終了後 月額１０万円（最大３０万円） 

正規雇用から３か月定着した場合 ５０万円（特例措置の場合６０万円） 

※ 有期雇用終了後、対象者が正規雇用へ移行しなかった場合でも、原則として有期雇用期間は奨励金の支

給対象となります。 

※ 特例措置とは、被災した卒業後３年以内の既卒者に限定した求人（以下、震災特例専用求人）を提出し、

その者を採用した事業主に対し行った、支給額の拡充措置のことをいいます。 

  
〈注〉奨励金の対象者について 

ハローワーク又は新卒応援ハローワーク（※１）に奨励金の対象となる既卒者
トライアル雇用求人（※２）又は震災特例専用求人を提出し、ハローワーク又は
新卒応援ハローワークの紹介により、以下のいずれにも該当し、正規雇用の実現
のためには既卒者トライアル雇用を経ることが必要であると公共職業安定所長
が認める者を雇い入れる必要があります。 

○  平成２１年３月以降の中学校・高校・大学等(※３)の新規学卒者で就職先が
未決定の者で、ハローワーク又は新卒応援ハローワークに求職登録を行ってい
る者(平成２３年度の新規学卒者については、卒業日の翌日以降に本制度を利
用できます)。 

○  卒業後安定した職業に就いた経験がない者（１年以上継続して同一の事業主
に正規雇用された経験がない者）。 

○ 雇入れ開始日現在の満年齢が４０歳未満の者。 

※１ 新卒応援ハローワークとは、学生及び既卒者の就職を支援する専門のハローワークです。 

※２ 「既卒者トライアル雇用求人」とは、高校・大学等を卒業後３年以内で、現在も就職活動を継続

中の方を対象に、その後の正規雇用を視野に入れた３か月以内の有期雇用契約を行う求人です。  

※３  大学等とは、大学、大学院、短大、高専及び専修学校等をいいます。 

中学・高校・大学等を卒業後３年以内の既卒者を有期雇用で 
の育成を経て正規雇用に移行させた場合の助成金 

雇 入 れ 

ハローワーク又は新卒応援ハローワークの紹介により、中学・高校・大

学等を卒業後３年以内の既卒者を有期雇用（原則３か月）での育成を経て

正規雇用に移行させた場合に、一定期間経過後に奨励金を支給します。 

10.３年以内既卒者トライアル雇用奨励金    
（平成 24 年 3 月 31 日までの時限措置） 

— 　　—36
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 受給手続き                          

○ ３年以内既卒者トライアル雇用奨励金は、既卒者トライアル雇用（有期雇用）終

了後と、正規雇用開始から３か月経過後の２回に分けて支給されます。 

○ 支給を受けるには、既卒者トライアル雇用による雇入れ日から２週間以内に既卒

者トライアル雇用実施計画書をハローワーク又は新卒応援ハローワークへ提出し、

既卒者トライアル雇用を終了した日の翌日から起算して１か月以内に支給申請書等

の必要な書類を添えて都道府県労働局、ハローワーク又は新卒応援ハローワークに

提出する必要があります（なお、既卒者トライアル雇用終了後の正規雇用に対する

奨励金の支給申請は、正規雇用した日から３か月経過後の翌日から起算して１か月

以内です。）。 

○ 支給申請期限は支給申請期間の末日です。申請期限を過ぎると、支給を受けること

ができなくなりますのでご注意下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利用にあたっての注意点                    

○ 正規雇用として雇い入れるとは、「雇用期間の定めのない雇用であって、１週間の

所定労働時間が通常の労働者と同程度である労働契約を締結し、雇用保険の一般被

保険者（ただし、１週間の所定労働時間が３０時間未満の者を除く。）として雇用す

る場合」をいいます。 

○ 既卒者トライアル雇用を開始した日の前日から起算して過去３年間において、既

卒者トライアル雇用の対象者を雇用していた場合、支給対象となりません。 

○  ハローワーク又は新卒応援ハローワークから既卒者トライアル雇用対象者の紹介

を受ける前に、その対象者を雇用することを約している場合、支給対象となりません。 

○ 既卒者トライアル雇用を開始した日の前日から起算して６か月前の日から正規雇

用に係る奨励金の受給についての支給申請を提出するまでの間に、事業所において

雇用する被保険者（短期雇用特例被保険者及び日雇労働被保険者を除く。）を事業主

都合により解雇等をしている場合、又は同期間に、事業所において特定受給資格者

となる離職理由で離職した者が３人を超え、かつ、雇用を開始した日における被保

険者の６％に相当する数を超えて離職させた場合、奨励金は支給されません。 

○ この他にも一定の支給要件がありますので、お近くの都道府県労働局、ハローワ

ーク又は新卒応援ハローワークまでお尋ねください。 

【例：トライアル雇用開始日が４月１日の場合】  

9/30 6/30 
ト

ラ

イ

ア

ル

雇

用
開
始
日 

実
施
計
画
書 

提
出
期
限
日

ト
ラ
イ
ア
ル
雇
用

終
了
日 

10/31

正規雇用に対する奨励

金の支給申請期間 

10 月 1 日～10 月 31 日

有期雇用期間に対する

奨励金の支給申請期間

7 月 1 日～7 月 31 日 

1 か月 

正規雇用期間 

（３か月） 

10/1 

4/1 4/14 

トライアル雇用期間 

（原則３か月） 

１か月 7/1 7/31
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 助成内容                              

中学・高校・大学等を卒業後３年以内の既卒者を有期雇用期間（原則６か月）を経て正規雇用

に移行させた場合、対象者１人につき、下表のとおり支給します。 

有期雇用期間中には、３か月の座学等（OFF-JT）を必ず実施して頂きます。 

支給申請時期 支 給 額 

有期雇用期間（原則６か月） 

終了後 

月額１０万円（最大６０万円） 

※有期雇用期間中の座学等に要した経費について

月額上限５万円（最大１５万円）を実費助成 

正規雇用から３か月経過後 ５０万円 

※ 座学等は、対象者を正規雇用するために必要な内容でなければならず、事前に内容を「育成計画書」に記載し、提出して

頂きます。 

※ 有期雇用終了後、対象者が正規雇用へ移行しなかった場合でも、原則として有期雇用期間は奨励金の支給対象となります。 

 

〈注〉奨励金の対象者について 

ハローワークまたは新卒応援ハローワーク（※１）に「育成計画書」及び奨励金の対象求

人を提出し、ハローワーク又は新卒応援ハローワークの紹介により、以下のいずれにも該当

し、正規雇用の実現のためには既卒者育成雇用（原則６か月の有期雇用のこと）を経ること

が必要であると公共職業安定所長が認める者を雇い入れる必要があります。 

① 平成２１年３月以降の中学校・高校・大学等(※２)の新規学卒者で、就職先が未決定の者 

② 卒業後安定した職業に就いた経験がない者（１年以上継続して同一の事業主に正規雇用

された経験がない者） 

③ 対象者の雇入れ開始日現在の満年齢が４０歳未満の者 

※１ 新卒応援ハローワークとは、学生及び既卒者を専門に就職を支援するハローワークです。 

※２ 大学等とは、大学、大学院、短大、高専および専修学校等をいいます。  

 

 

成長分野等に該当する事業を行う中小企業の事業主が、長期の育成支援が必要

な卒業後３年以内の既卒者をハローワーク又は新卒応援ハローワークからの紹介

により有期雇用し、育成のうえ正規雇用に移行させた場合、奨励金を支給します。

11.既卒者育成支援奨励金（平成 24 年 3 月 31 日までの時限措置） 

成長分野等の中小企業の事業主が既卒者を雇い入れた場合の助成金

雇 入 れ  
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 受給手続き                             

○ 既卒者育成支援奨励金は、既卒者育成雇用終了後と、正規雇用開始から３か月経過後に、そ

れぞれ支給申請を行ってください。 

○  支給申請期間はそれぞれ、既卒者育成雇用を終了した日の翌日から起算して１か月以内と、

正規雇用開始から３か月経過した日の翌日から起算して１か月以内です。必要な書類を添えて

支給申請書を都道府県労働局、ハローワーク又は新卒応援ハローワークに提出する必要があり

ます。 

○ 支給申請期限は支給申請期間の末日です。申請期限を過ぎると、支給を受けることができな

なくなりますのでご注意ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利用にあたっての注意点                        

○ 正規雇用とは、雇用期間の定めのない雇用であって、１週間の所定労働時間が通常の労働者

と同程度である労働契約を締結し、雇用保険の一般被保険者（ただし１週間の所定労働時間が

３０時間未満の者を除く。）として雇用する場合をいいます。 

○ 既卒者育成雇用を開始した日の前日から起算して、過去３年間において、既卒者育成雇用の

対象者を雇用していた場合、支給対象となりません。 

○  ハローワーク又は新卒応援ハローワークから既卒者育成雇用対象者の紹介を受ける以前に、

その対象者を雇用することを約している場合、支給対象となりません。 

○ 既卒者育成雇用を開始した日の前日から起算して６か月前の日から正規雇用に係る奨励金の

受給についての支給申請書を提出するまでの間、事業所において雇用する被保険者（短期雇用

特例被保険者及び日雇労働被保険者を除く。）を事業主都合により解雇等をしている場合、又

は同期間において特定受給資格者となる離職理由で離職した者が３人を超え、かつ、雇用を開

始した日における被保険者の６％に相当する数を超えて離職させた場合、奨励金は支給されま

せん。 

○ この他にも一定の支給要件がありますので、お近くの都道府県労働局、ハローワーク又は新

新卒応援ハローワークへお尋ねください。 

【例：既卒者育成雇用の開始日が４月１日の場合】 
 

正規雇用に対する奨励金

の支給申請期間 

翌年 1月 1日～1月 31 日

翌年 1/1 

4/1 
既
卒
者
育
成
雇
用

開
始
日 

9/30

既卒者育成雇用期間 

（原則６か月） 

既
卒
者
育
成
雇
用

終
了
日 

１か月 10/1 10/31 1 か月 

正規雇用期間 

（３か月） 

1/31 
事前に育成計画書提

12/31 
正
規
雇
用
開
始
か
ら

３
か
月
経
過 

有期雇用期間と座学等に対

する奨励金の支給申請期間

10 月 1日～10 月 31 日 
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 助成内容                          

次の①から⑦（地方運輸局については、①、②、④及び⑦のうち日雇労働者・住居

喪失不安定就労者）の求職者を、ハローワーク又は地方運輸局の紹介により、一定期

間試行雇用した場合、 

対象労働者１人につき、月額４０，０００円（最大３か月間）支給されます。 

①４５歳以上の中高年齢者  

②４０歳未満の若年者等 

③母子家庭の母等 

④季節労働者 

⑤中国残留邦人等永住帰国者 

⑥障害者 

⑦日雇労働者・住居喪失不安定就労者・ホームレス 

 

 受給手続き                          

支給を受けるには、トライアル雇用による雇入れ日から２週間以内にトライアル雇

用実施計画書をハローワーク又は地方運輸局へ提出し（対象者のうち中高年齢者、若

年者等、母子家庭の母等、季節労働者及び中国残留邦人等永住帰国者のトライアル雇

用を実施する場合に限ります。）、トライアル雇用を終了した日の翌日から起算して１

か月以内に必要な書類を添えて支給申請書を都道府県労働局又はハローワークに提出

する必要があります。 

  

特定の求職者を短期間の試行雇用として雇い入れた場合の助成金

雇 入 れ 

職業経験、技能、知識等から就職が困難な特定の求職者を、ハローワ

ーク等の紹介により、一定期間試行雇用した場合、奨励金を支給します。

12.試行雇用奨励金（トライアル雇用奨励金） 

— 　　—40
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 利用にあたっての注意点                    

○ 過去３年間において、トライアル雇用に係る対象者を雇用していた場合、支給対

象となりません。 

○  ハローワーク又は地方運輸局からトライアル雇用に係る職業紹介を受ける以前に、

当該職業紹介に係る対象者を雇用することを約束している場合、支給対象となりま

せん。 

○ トライアル雇用を開始した日の前日から起算して６か月前の日からトライアル雇

用を終了した日までの間に雇用保険被保険者を事業主都合により解雇等（退職勧奨

を含む。）をしている場合、又は同期間において特定受給資格者となる離職理由によ

りその雇用する被保険者が３人を超え、かつ、当該雇入れ日における被保険者の６％

に相当する数を超えて離職させた場合、助成金は支給されません。 

【例：トライアル雇用開始日が４月１日の場合】  

4/1 
ト
ラ
イ
ア
ル
雇
用

開
始
日 

4/14 
実
施
計
画
書 

提
出
期
限
日 

6/30 

トライアル雇用期間 

（原則３か月） 

ト
ラ
イ
ア
ル
雇
用

終
了
日 

１か月7/1 7/31 

支給申請期間 

7 月 1 日～7 月 31 日 
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 助成内容                                   

精神障害者及び発達障害者（以下「精神障害者等」という。）をハローワークの紹介により雇い

入れ、週 20 時間以上の就業を目指して３か月から 12 か月の間試行的に雇用（ステップアップ雇

用）した場合、奨励金を支給します。 

また、２人以上５人以下のグループでステップアップ雇用を実施し、支援担当者を選任して対

象者の支援を行う場合は、グループ雇用奨励加算金を支給します。 

１ 精神障害者等ステップアップ雇用 

【支給額】 

対象者１人当たり月額２万５千円（最大 12 か月間） 

  

ただし、対象者が本人の都合により休暇を取得した場合、ステップアップ雇用期間中に対象者の都合により離

職した場合、ステップアップ雇用期間の途中で常用雇用へ移行した場合など、雇用期間が１か月に満たない月は、

就労を予定していた日数に対する実際に就労した日数の割合に応じて、次表の額を支給します。 

 

     対象者が１か月間に実際に就労した日数 

対象労働者が当該１か月間に就労を予定していた日数 

 

割合 支給額（月額） 

Ａ≧60％  25,000 円 

   60％＞Ａ＞０％  10,000 円 

       Ａ＝０％  不支給 

 

【ステップアップ雇用の条件】 

雇用期間 ３か月以上 12 か月以内 

週所定労働時間 10 時間以上 

 

事業主と対象者は３か月以上 12 か月以内の有期雇用契約を締結することが必要です。 

週 20 時間以上の就業を目指す精神障害者及び発達障害者を３か月から 12 か月

の間試行的に雇用（ステップアップ雇用）した場合に奨励金（月額２万５千円）

を支給します。 

また、同時に複数の精神障害者及び発達障害者をステップアップ雇用し、支援担

当者を選任した場合はグループ雇用奨励加算金（月額２万５千円）を支給します。

13.精神障害者等ステップアップ雇用奨励金及びグループ雇用奨励加算金 

精神障害者等ステップアップ雇用により雇い入れた場合の助成金 

雇 入 れ 

Ａ ＝ 
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２ グループ雇用奨励加算金 

 【支給額】 

１グループにつき月額２万５千円（最大 12 か月間） 

※ グループのメンバーが同一の事業所において同一の日に勤務することが必要であり、少なくと

も１か月間のうち２人以上のメンバーの実際に勤務した日が８日以上重なっていることが必要

です。また、当該勤務日においては、２人以上のメンバーの予め定められている就業時間が１時

間以上重複していることが必要です。 

 

 受給手続き                               

○ ステップアップ雇用奨励金の支給申請は、原則として、ステップアップ雇用を開始してから

６か月経過後及びステップアップ雇用期間終了後となりますが、希望に応じてステップアップ

雇用期間後の一括申請も可能です。なお、ステップアップ雇用期間が６か月未満の場合は、ス

テップアップ雇用期間終了後に申請していただきます。 

○ また、グループ雇用奨励加算金の支給申請は、原則として、グループ雇用を開始して６か月

経過後及びグループ雇用期間終了後となりますが、希望に応じて 12 か月経過後の一括申請も可

能です。なお、グループ雇用期間が６か月未満の場合は、グループ雇用期間終了後に申請して

いただきます。 

○ 支給を受けようとする場合は、「精神障害者等ステップアップ雇用結果報告書兼奨励金支給申

請書」「グループ雇用奨励加算金結果報告書兼支給申請書」を、ステップアップ雇用又はグルー

プ雇用を開始してから６か月経過後及びステップアップ雇用期間又はグループ雇用期間終了し

た日の翌日から１か月以内に、ハローワーク又は管轄都道府県労働局長あてに提出してくださ

い。  

 

 利用にあたっての注意点                       

○ ステップアップ雇用を実施する場合は、管轄するハローワークにステップアップ雇用に係る

求人申込みを行っていただくことが必要です。 

○ 雇い入れる精神障害者等が、過去３年間に働いたことのある事業所に雇い入れられる場合は、

支給対象となりません。 

○ ステップアップ雇用を開始した日の前日から起算して６か月前の日からステップアップ雇用

を終了した日までの間に、被保険者を事業主都合により解雇している場合、又は同期間におい

て当該雇入れ日における被保険者数の６％を超える被保険者を特定受給資格者となる離職理由

により離職させている場合（離職させた被保険者数が３人以下の場合を除く）、この奨励金及び

加算金は支給されません。 
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 助成内容                                  

発達障害者をハローワーク又は地方運輸局の紹介により、雇用保険の一般被保険者として雇い

入れた場合、下表に掲げる額を支給します。 

なお、事業主の方からは、雇い入れた発達障害者に対する配慮事項等についてご報告いただきます。

また、雇入れから約６か月後にハローワーク職員等が職場訪問を行います。 

対象労働者（※１） 企業規模 助成対象期間 支給総額 支給対象期（※３）ごとの支給額 

短時間労働者以外の者 

大企業 １年間 50 万円 第１期 25 万円  第２期 25 万円 

中小企業 １年６か月間 135 万円 
第１期 45 万円  第２期 45 万円 

第３期 45 万円 

短時間労働者（※２） 

大企業 １年間 30 万円 第１期 15 万円  第２期 15 万円 

中小企業 １年６か月間 90 万円 
第１期 30 万円  第２期 30 万円 

第３期 30 万円 

※１ 雇入れ日現在の満年齢が 65 歳未満の者に限ります。 

※２ １週間の所定労働時間が 20 時間以上 30 時間未満の者を指します。 

※３ 助成対象期間を６か月ごとに区分した期間を支給対象期といいます。 

 

  

発達障害者の雇用を促進し職業生活上の課題を把握するため、発達障害者をハローワーク又は

地方運輸局の職業紹介により常用労働者として雇い入れる事業主に対して助成します。 

14.発達障害者雇用開発助成金 

発達障害者を雇い入れた場合の助成金 

雇 入 れ 
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 受給手続き                                

○ 発達障害者雇用開発助成金は、対象労働者を雇い入れた後、支給対象期（６か月）ごとに、

２・３回に分けて支給されます。 

○ 支給を受けるには、労働者を雇い入れた事業所の所在地を管轄する労働局又はハローワーク

に、支給対象期（６か月）ごとに、１か月以内に、必要な書類を添えて支給申請書を提出する

必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利用にあたっての注意点                       

○ 対象労働者の雇入れから約６か月後にハローワーク職員等が職場訪問を行い、対象労働者に

対する配慮事項等についてお聞きしますので、ご協力をお願いします。 

○ ハローワーク等の紹介を受けた日において雇用保険の被保険者である等失業の状態にない者

を雇い入れた場合は、支給対象となりません。 

○ 対象者が過去３年間に働いたことのある事業所（出向、派遣、請負を含む）に雇い入れられ

る場合は、支給対象となりません。 

○ 対象者が紹介日以前に雇入れ事業所で事前研修を受けていた場合、アルバイトを行っていた

場合又は雇用の内定がある場合は、支給対象となりません。 

○ 対象者の雇入れ日の前日から起算して６か月前の日から１年間を経過する日までの間に被保

険者を事業主都合により解雇している場合、又は同期間において雇入れ日における被保険者数

の６％を超える被保険者を特定受給資格者となる離職理由により離職させている場合（離職さ

せた被保険者数が３人以下の場合を除く）、助成金は支給されません。 

○ 第１回目の支給申請がなされていない場合でも、第２回目の支給申請は行えます（ただし、

第１回目分は支給されません）。 

【例：労働者を雇い入れた日が４月１日の場合】

（※） 起算日は、賃金締切日が定められていない場合は雇入れ日、賃金締切日が定められている場合は雇

入れの日の直後の賃金締切日の翌日、賃金締切日に雇入れられた場合は雇入れ日の翌日、賃金締切

日の翌日に雇い入れられた場合は雇入れの日となります。 

雇
入
れ
日

支給対象期（第１期） 

支給申請期間（第１期）

10 月 16 日～11 月 15 日

支給申請期間（第２期） 

4 月 16 日～5 月 15 日 

賃
金
締
切
日

10/154/1 

4/15 

10/16 11/15

4/15

5/15 １か月 １か月

６か月 ６か月

起
算
日
（※
）

4/16 

支給対象期（第２期）
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 助成内容                                 

難病のある人をハローワーク又は地方運輸局の紹介により、雇用保険の一般被保険者として雇

い入れた場合、下表に掲げる額を支給します。 

事業主の方からは、雇い入れた難治性疾患患者に対する配慮事項等についてご報告いただきます。

また、雇入れから約６か月後にハローワーク職員が職場訪問を行います。 

対象労働者（※１） 企業規模 助成対象期間 支給総額 支給対象期（※３）ごとの支給額 

短時間労働者以外の者 

大企業 １年間 50 万円 第１期 25 万円  第２期 25 万円 

中小企業 １年６か月間 135 万円
第１期 45 万円  第２期 45 万円 

第３期 45 万円 

短時間労働者（※２） 

大企業 １年間 30 万円 第１期 15 万円  第２期 15 万円 

中小企業 １年６か月間 90 万円 
第１期 30 万円  第２期 30 万円 

第３期 30 万円 

※１ 雇入れ日現在の満年齢が 65 歳未満の者に限ります。 

※２ １週間の所定労働時間が 20 時間以上 30 時間未満の者を指します。 

※３ 助成対象期間を６か月ごとに区分した期間を支給対象期といいます。 

 

 受給手続き                                

○ 難治性疾患患者雇用開発助成金は、対象労働者を雇い入れた後、支給対象期（６か月）ごと

に、２・３回に分けて支給されます。 

○ 支給を受けるには、対象労働者を雇い入れた事業所の所在地を管轄する労働局又はハローワ

ークに、支給対象期（６か月）ごとに、１か月以内に、必要な書類を添えて支給申請書を提出

する必要があります。 

  

難病のある人の雇用を促進し職業生活上の課題を把握するため、難病のある人をハローワーク又

は地方運輸局の職業紹介により常用労働者として雇い入れる事業主に対して助成します。 

15.難治性疾患患者雇用開発助成金 

難病のある人を雇い入れた場合の助成金 

雇 入 れ 
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 利用にあたっての注意点                      

○ 対象労働者の雇入れから約６か月後にハローワーク職員が職場訪問を行い、対象労働者に対

する配慮事項等についてお聞きしますので、ご協力をお願いします。 

○ ハローワーク等の紹介を受けた日において雇用保険の被保険者である等失業の状態にない者

を雇い入れた場合は、支給対象となりません。 

○ 対象者が過去３年間に働いたことのある事業所（出向、派遣、請負を含む）に雇い入れられ

る場合は、支給対象となりません。 

○ 対象者が紹介日以前に雇入れ事業所で事前研修を受けていた場合、アルバイトを行っていた

場合又は雇用予約がある場合は、支給対象となりません。 

○ 対象者の雇入れ日の前日から起算して６か月前の日から１年間を経過する日までの間に被保

険者を事業主都合により解雇している場合、又は同期間において雇入れ日における被保険者数

の６％を超える被保険者を特定受給資格者となる離職理由により離職させている場合（離職さ

せた被保険者数が３人以下の場合を除く）、助成金は支給されません。 

○ 第１回目の支給申請がなされていない場合でも、第２回目の支給申請は行えます（ただし、

第１回目分は支給されません）。 

【例：労働者を雇い入れた日が４月１日の場合】

（※） 起算日は、賃金締切日が定められていない場合は雇入れ日、賃金締切日が定められている場合は雇

入れの日の直後の賃金締切日の翌日、賃金締切日に雇入れられた場合は雇入れ日の翌日、賃金締切

日の翌日に雇い入れられた場合は雇入れの日となります。 

雇
入
れ
日 

支給対象期（第１期）

支給申請期間（第１期）

10 月 16 日～11 月 15 日

支給申請期間（第２期）

4 月 16 日～5 月 15 日

賃
金
締
切
日 

10/154/1 4/15 4/15 

１か月 １か月

６か月 ６か月

起
算
日
（
※
）

 

4/16 

支給対象期（第２期）
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 助成内容                                 

精神障害者をハローワーク、地方運輸局又は有料・無料職業紹介事業者(※１)の紹介により雇

用保険の一般被保険者として雇い入れるとともに、精神障害者支援専門家（※２）を雇用保険の

被保険者として雇い入れ、又は委嘱した場合、奨励金を支給します。 

精神障害者の雇入れ日の前後６か月間に精神障害者支援専門家の雇入れ又は最初の委嘱を行

うことが必要です。 

①精神障害者の雇入れ、②精神障害者支援専門家の雇入れ又は委嘱のいずれか遅い日から１年

間を支給対象期間とし、６か月毎に第１期、第２期に分けて次のとおり支給します。 

１ 精神障害者支援専門家を雇い入れた場合 

精神障害者支援専門家の所定労働時間により、以下のとおり支給します。ただし、支給対象期

間の賃金額がこれを下回る場合は、賃金額を上限として支給します。 

精神障害者支援専門家の区分 第１期 第２期 合計 

イ 短時間労働者（※）以外の場合 90 万円 90 万円 180 万円 

ロ 短時間労働者の場合 60 万円 60 万円 120 万円 

 短時間労働者とは、一週間の所定労働時間が、20 時間以上 30 時間未満である者をいいます。 

 

２ 精神障害者支援専門家を委嘱した場合 

精神障害者支援専門家の委嘱１回あたり１万円 

１事業主あたり第１期と第２期の支給額の合計は 24 万円を上限とします。 

 

※１ 雇用関係給付金の取扱に係る同意書を労働局に提出している有料・無料職業紹介事業者に限られます。 

 

 

 

 

 

１ 精神保健福祉士、臨床心理士、臨床発達心理士、社会福祉士、作業療法士、医師、看護師又は保健師の資

格を有する者であって、精神障害者の支援に係る実務経験が３年以上の者 

２ 障害者職業センターにおける障害者職業カウンセラーとしての実務経験が３年以上の者 

３ 精神科、心療内科等を標榜する病院又は診療所、精神保健福祉センター、保健所、精神障害者の生活支援

施設等で精神障害者の支援に係る実務経験を５年以上有する者 

精神障害者を雇い入れるとともに、精神保健福祉士等の精神障害者の支援に係

る専門家を雇い入れ、又は委嘱し、精神障害者の雇用管理に関する業務を行わせ

た場合に奨励金（最高 180 万円）を支給します。 

16.精神障害者雇用安定奨励金（精神障害者支援専門家活用奨励金）

精神障害者の支援の専門家を雇用・委嘱した場合の助成金 

精神障害者雇用安定奨励金（精神障害者支援専門家活用奨励金：社内精神障害者支援専門家養成奨励金： 

社内理解促進奨励金：ピアサポート体制整備奨励金） 

※２ 精神障害者支援専門家とは、次のいずれかに該当するものをいいます。 

雇 入 れ
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 受給手続き                               

○ 精神障害者支援専門家活用奨励金の支給を受けるには、次の２つの雇入れ等のいずれか早い

方の１か月後までに、奨励金の利用届の提出が必要です。 

  

   

 

 

○ 支給対象期間は、上記①又は②のいずれか遅い方の日から１年間とし、６か月ごとに２回に

分けて支給されます。 

○ 支給を受けるには、支給対象期（第１期・第２期）ごとに必要な書類を添えて支給申請書を

都道府県労働局に提出する必要があります。 

【例：精神障害者を４月１日に雇い入れ、精神障害者支援専門家を７月１日に雇い入れる場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利用にあたっての注意点                       

○ 雇い入れる精神障害者、雇い入れる又は委嘱する精神障害者支援専門家が、過去３年間に働

いたことのある事業所に雇い入れられる場合は、支給対象となりません。 

○ 最初の雇入れ日等の前日から起算して６か月前の日から、最後の雇入れ等の日から６か月を

経過する日までの間に被保険者を事業主都合により解雇している場合、又は同期間において最

初の雇入れ日における被保険者数の６％を超える被保険者を特定受給資格者となる離職理由に

より離職させている場合（離職させた被保険者数が３人以下の場合を除く）、奨励金は支給され

ません。 

 

 

１か月 １か月

精
神
障
害
者 

の
雇
入
れ
日 

4/1 

精
神
障
害
者
支
援
専
門
家

の
雇
入
れ
日 

7/1 1/15 7/15 

利用届提出期間 

（～4/30） 

支給申請期間（第１期） 

（1/16～2/15） 

支給申請期間（第２期）

（7/16～8/15） 

６か月 

（支給対象期間第 1 期） 

６か月 

（支給対象期間第 1 期）

9/30
7/15 

精
神
障
害
者
支
援
専
門
家

の
賃
金
締
切
日 

精神障害者支援専門家の雇入れ

又は最初の委嘱をすべき期間 

（4/1～9/30） 

7/16 

支
給
対
象
期
間
開
始
日
（
※
）

 

※ 支給対象期間の開始日は、賃金締切日が定められている場合は、精神障害者及び精神障害者支援専門家の雇入れが完了した日の直

後の精神障害者支援専門家の賃金締切日の翌日、賃金締切日に雇い入れられた場合は当該賃金締切日の翌日、賃金締切日の翌日に

雇い入れられた場合は当該賃金締切日の翌日となります。 

①精神障害者の雇入れ  

②精神障害者支援専門家の雇入れ又は委嘱 
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 助成内容                                   

次の１の労働者に、２の養成課程を履修させ、養成課程修了日の前後６か月間に精神障害者を

雇い入れ、当該精神障害者の雇用管理に関する業務を担当させた場合に、３の奨励金を支給しま

す。 

１ 対象となる労働者 

  一般被保険者として３年以上、当該事業所で雇用されている労働者 

 

２ 対象となる養成課程 

（１）精神保健福祉士の養成課程（精神保健福祉士短期養成施設、精神保健福祉士一般養成施

設等の課程）  

（２）財団法人日本臨床心理士資格認定協会が指定する大学院（第 1種）又は専門職大学院の

課程  

（３）社会福祉士の養成課程（社会福祉士短期養成施設、社会福祉士一般養成施設等の課程）  

 

３ 支給額 

履修者１人につき、養成課程の履修に要した費用の２／３（50 万円を上限） 

対象となる費用は、入学金、授業料、実習費用等の合計をいい、履修にあたって必ずしも

必要とされない補助教材費、講習の実施機関が実施する各種行事参加に係る費用、同窓会費

等は対象となりません。 

また、養成課程を修了しなかった場合は、支給の対象にはなりません。 

 

 受給手続き                                   

○ 社内精神障害者支援専門家養成奨励金の支給を受けるには、労働者が養成課程の履修を開始

する日の１か月後までに、奨励金の利用届の提出が必要です。 

○ 支給申請については、次の①又は②のいずれか遅い日の翌日から起算して１か月以内に、必

要な書類を添えて支給申請書を労働局に提出する必要があります。  

 

 

 

労働者に精神保健福祉士等の養成課程を履修させ、新たに雇い入れた精神障害

者の雇用管理に関する業務を行わせた場合に奨励金（費用の２／３・上限 50 万円）

を支給します。 

17.精神障害者雇用安定奨励金（社内精神障害者支援専門家養成奨励金）

精神障害者の支援を担当する専門家を養成した場合の奨励金 

精神障害者雇用安定奨励金（精神障害者支援専門家活用奨励金：社内精神障害者支援専門家養成奨励金： 

社内理解促進奨励金：ピアサポート体制整備奨励金） 

① 対象精神障害者の雇入れ日から６か月を経過した日  

② 養成課程修了日の翌日から３か月を経過した日 

雇 入 れ
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【例：労働者に４月１日から翌年３月 31 日までの養成課程を履修させ、３月１日に精神障害者

を雇い入れる場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利用にあたっての注意点                         

○ 精神障害者が過去３年間に働いたことのある事業所に雇い入れられる場合は、支給対象とな

りません。 

○ 精神障害者の雇入れ日の前日から起算して６か月前の日から１年間を経過する日までの間に

被保険者を事業主都合により解雇している場合、又は同期間において雇入れ日における被保険

者数の６％を超える被保険者を特定受給資格者となる離職理由により離職させている場合（離

職させた被保険者数が３人以下の場合を除く）、助成金は支給されません。 

○ 支給申請に当たっては、講習に要した費用の領収書や費用の内訳が確認できる書類が必要と

なります。 

  

精神障害者の雇入れ後６か月間 

１か月 

養
成
課
程

開
始
日 

4/1 

精
神
障
害
者
の

雇
入
れ
日 

8/1

9/30 

利用届提出期間 

（4/30） 

支給申請期間 

（8/1～8/31） 

10/1 

3/31翌年 3/1 

養
成
課
程

修
了
日 

講習修了後３か月間 

精神障害者を雇入れすべき期間 

（10/1～9/30） 
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 助成内容                                  

精神障害者をハローワーク、地方運輸局又は有料・無料職業紹介事業者（※１）の紹介により

雇用保険の一般被保険者として雇い入れるか、又は精神障害者の休職者（※２）を職場復帰させ

るとともに、次の１に該当する講習を労働者に受講させる事業主に、２の講習に要した費用の一

部を支給します。 

※１ 雇用関係給付金の取扱に係る同意書を労働局に提出している有料・無料職業紹介事業者に限られます。 

※２ 休職者とは、職場復帰をした日の前日から６か月間以上休職していたものをいいます。ただし、職場復帰をした日の前日から

１年間の間に延べ６か月間休職していた場合も対象となります。また、休職期間には年次有給休暇、欠勤期間を含みます。 

 

講習の開始日の前後６か月間に精神障害者を雇い入れるか、精神障害者の休職者を職場復帰さ

せることが必要です。 

１ 対象となる講習 

（１）講習時間 １回（※３）につき２時間以上 

（２）対象者  雇い入れた精神障害者又は職場復帰した休職者と同じ職場の労働者 

（３）講習方法・講習内容 

次のいずれかに該当する者を講師とする講習又は当該事業所以外の機関が実施する精神

障害者の支援に関する講習（※４） 

 

 

 

ロ 当該事業所以外の機関が実施する精神障害者の支援に関する講習 

 

※３ 同一の対象者に対する講習で内容に連続性がある講習は、初回から最終回までを１回みなします。 

※４ セルフケア（受講する対象者が自身のストレスや心の健康について理解し自らのストレスを予防、軽減するあるいはこれ

に対処すること）に関する講習及び通信による講習は対象となりません。 

２ 支給額 

講習１回につき、要した費用の１／２（５万円を上限） 

支給対象となる講習期間は１年間を上限とし、１年間の講習回数は５回を上限とします。 

 

 

 

 

精神障害者を雇い入れ、又は職場復帰させるとともに、精神障害者とともに働

く労働者に精神障害者の支援に関する知識を習得するための講習を受講させた

場合に奨励金（費用の１／２・上限５万円）を支給します。 

18.精神障害者雇用安定奨励金（社内理解促進奨励金） 

精神障害者と働くために役立つ講習を受講させた場合の助成金 

講師謝金、講師旅費、講習を実施する会場使用料、教材費・資料代、外部機関が実施す
る講習の受講料等 
（注意）講習に参加するための対象者の旅費及び賃金等については、対象となりません。 

当該事業所において選任されている産業医、当該事業所の産業保健スタッフ及び当該事業所の労働者

を講師とした場合、講師謝金及び講師旅費については、支給対象とはなりません。 

※ 対象となる費用 

① 精神科医 
② 精神保健福祉士、臨床心理士、臨床発達心理士、社会福祉士、作業療法士、看護師又は保健師
③ 精神障害に関する専門的知識及び技術を有する学識経験者 
④ 精神障害者の就労支援に係る経験を３年以上有する者 
⑤ 精神障害者の雇用管理に係る経験を３年以上有する者 
⑥ 事業所で雇用されている精神障害者 

精神障害者雇用安定奨励金（精神障害者支援専門家活用奨励金：社内精神障害者支援専門家養成奨励金： 

社内理解促進奨励金：ピアサポート体制整備奨励金） 
雇 入 れ
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 受給手続き                                   

○ 社内理解促進奨励金の支給を受けるには、次の２つの取組のいずれか一方を行う早い方の日

の１か月後までに、奨励金の利用届の提出が必要です。 

 

 

 

 

○ 支給申請については、講習が終了した日又は精神障害者の雇入れから６か月を経過した日の

いずれか遅い方の日の翌日から１か月以内に必要な書類を添えて支給申請書を労働局に提出す

る必要があります。 

  講習が終了しても、精神障害者の雇入れ後６か月間を経過した日までは、支給申請できませ

んので、ご注意ください。 

 

【例：講習を５月１日、６月１日、７月１日に実施し、精神障害者を８月１日に雇い入れる場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利用にあたっての注意点                       

○ 精神障害者が過去３年間に働いたことのある事業所に雇い入れられる場合は、支給対象とな

りません。 

○ 精神障害者の雇入れ日の前日から起算して６か月前の日から１年間を経過する日までの間に

被保険者を事業主都合により解雇している場合、又は同期間において雇入れ日における被保険

者数の６％を超える被保険者を特定受給資格者となる離職理由により離職させている場合（離

職させた被保険者数が３人以下の場合を除く）、助成金は支給されません。 

○ 支給申請に当たっては、講習に要した費用の領収書や費用の内訳が確認できる書類が必要と

なります。 

  

精神障害者の雇入れ後 

６か月間 
１か月 

講
習
開
始 

5/1 

精
神
障
害
者
の

雇
入
れ
日 

2/1 

利用届提出期間

（～5/31） 

支給申請期間 

（2/1～2/28） 

10/30

講
習
実
施 

（２
回
目
）

 

6/1 7/1

講
習
実
施 

（最
終
回
了
）

 

8/1

精神障害者を雇入れすべき期間

（5/1～10/30） 

① 精神障害者の雇入れ又は休職者の職場復帰 

② 労働者に対する講習の実施 
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 助成内容                                  

精神障害者をハローワーク、地方運輸局又は有料・無料職業紹介事業者（※１）の紹介により

雇用保険の一般被保険者として雇い入れるか、又は精神障害者の休職者（※２）を職場復帰させ

るとともに、社内の精神障害者（１年以上安定して雇用されている者）に１に該当する精神障害

者を含む事業所内の精神障害者の雇用管理に関する業務を新たに担当させた場合に、２の奨励金

を支給します。 

※１ 雇用関係給付金の取扱に係る同意書を労働局に提出している有料・無料職業紹介事業者に限られます。 

※２ 休職者とは、職場復帰をした日の前日から６か月間以上休職していたものをいいます。ただし、職場復帰をした日の前日から

１年間の間に延べ６か月間休職していた場合も対象となります。また、休職期間には年次有給休暇、欠勤期間を含みます。 

 

精神障害者の雇入れ又は休職者の職場復帰の日の前後６か月間に社内の精神障害者を担当者

として配置することが必要です。 

１ 社内の精神障害者が担当するピュアサポート業務 

  次のいずれかに該当するもの 

（１）精神障害者の職場定着や休職者の職場復帰を進めるために必要とされる配慮事項等に係る

事業所への助言 

（２）当該事業所の産業保健スタッフ等の協力の下での精神障害者又は休職者に対する、経験に

基づいた職場生活、職場復帰等に関する情報提供、助言等 

（３）（１）又は（２）のほか、精神障害者の職場定着又は休職者の職場復帰に資する業務 

 

２ 支給額 

社内の精神障害者の配置にあたり 25 万円 

  

 受給手続き                                   

○ ピアサポート体制整備奨励金の支給を受けるには、次の２つの取組の実施のいずれか早いほ

うの日の１か月後までに、次の２つの実施時期を記載した奨励金の利用届の提出が必要です。 

 

 

 

精神障害者を雇い入れ、又は職場復帰させるとともに、社内の精神障害者に精

神障害者への配慮事項等に関する事業所への助言等、ピアサポートの業務を担当

させた場合に奨励金（25 万円）を支給します。 

19.精神障害者雇用安定奨励金（ピアサポート体制整備奨励金） 

精神障害者にピアサポートの業務を担当させた場合の助成金 

雇 入 れ 精神障害者雇用安定奨励金（精神障害者支援専門家活用奨励金：社内精神障害者支援専門家養成奨励金： 

社内理解促進奨励金：ピアサポート体制整備奨励金） 

① 精神障害者の雇入れ又は休職者の職場復帰 

 ② 社内の精神障害者の担当者としての配置 
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○ 支給申請については、①又は②のいずれか遅い日から６か月を経過した日の翌日から１か月

以内に必要な書類を添えて支給申請書を労働局に提出する必要があります。 

 

【例：精神障害者を４月１日に雇い入れ、社内の精神障害者を８月１日に担当者として配置す

る場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利用にあたっての注意点                       

○ 雇い入れる精神障害者が、過去３年間に働いたことのある事業所に雇い入れられる場合は、

支給対象となりません。 

○ 精神障害者の雇入れ日の前日から起算して６か月前の日から１年間を経過する日までの間に

被保険者を事業主都合により解雇している場合、又は同期間において雇入れ日における被保険

者数の６％を超える被保険者を特定受給資格者となる離職理由により離職させている場合（離

職させた被保険者数が３人以下の場合を除く）、助成金は支給されません。 

社内の精神障害者の配置後 

６か月間 

１か月 

精
神
障
害
者
の

雇
入
れ
日 

4/1

社
内
の
精
神
障
害
者

の
配
置
日 

8/1 1/1

利用届提出期間

（～4/30） 

支給申請期間 

（1/1～1/31） 

社内の精神障害者の配置

を開始すべき期間 

（4/1～9/30） 

9/30
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 助成内容                             

ハローワーク若しくは地方運輸局又は有料・無料職業紹介事業者若しくは無料船員職業紹介事

業者の紹介により、一般被保険者として対象労働者（※１）を雇い入れた日から３か月を経過し

た日までに、職場支援従事者（以下「職場支援パートナー」という。）（※２）の配置を行う事業

主に対して、助成金（最大 36 か月間）を支給します。 

なお、１人の職場支援パートナーにつき、対象労働者３人まで支援可能となります。 

 

【助成額】 

 短時間労働者（※３）以外 ： 対象労働者１人当たり 月額３万円（中小企業は月額４万円） 

 短時間労働者（※３） ： 対象労働者１人当たり 月額１万５千円（中小企業は月額２万円） 

 

※１ 雇入れ日現在の満年齢が 65 歳未満の重度知的障害者又は精神障害者 

※２ 対象労働者が行う業務に関する実務経験が１年以上あり、かつ、次の(1)から(7)のいずれかの要件を 

満たし、対象労働者の業務の遂行に関する必要な援助及び指導の業務について相当程度の経験及び能力を 

有すると公共職業安定所長が認める者をいいます。 

(1) 特例子会社又は重度障害者多数雇用事業所（障害者雇用促進法施行規則第22条第１項各号のいずれか

に該当する事業所）での障害者の指導に関する経験が１年以上ある者 

(2) 重度知的障害者及び精神障害者を雇い入れた事業所において、障害者の指導に関する経験が２年以上

ある者 

(3) 障害者福祉施設、障害者就業・生活支援センターなどの就労支援機関、精神科・診療内科等を標榜す

る医療機関などでの障害者の相談等に係る実務経験が１年以上ある者 

(4) 障害者職業生活相談員の資格を有する者 

(5) 職場適応援助者養成研修修了者である者 

(6) 産業カウンセラーの資格を有する者 

(7) 精神保健福祉士、社会福祉士、作業療法士、臨床心理士、臨床発達心理士、看護師又は保健師の資格

を有する者 

※３ １週間の所定労働時間が 20 時間以上 30 時間未満の者を指します 

 

 

 

 

重度知的障害者又は精神障害者の方を、ハローワーク等の紹介により、継続して雇用する労働者

として雇い入れ、職場支援従事者（職場支援パートナー）の配置を行う事業主に対して、助成金を支

給します。 

 20.職場支援従事者配置助成金（職場支援パートナー配置助成金）

障害者に対する職場支援従事者（職場支援パートナー） 

        の配置を行った場合の助成金 

雇 入 れ 
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 受給手続き                            

○ 職場支援従事者配置助成金（職場支援パートナー配置助成金）の支給を受けるには、次の２つ

の雇入れ等のいずれかの遅い方の日の３か月を経過した日までに、必要な書類を労働局またはハ

ローワークに提出することが必要です（なお、①の雇入れから３か月を経過した日までに②を行

うことが必要です。）。 

    ①対象労働者の雇入れ 

    ②職場支援パートナーの配置 

○ 支給対象期間は、上記①又は②のいずれか遅い方の日から３年間とし、６か月ごとに支給さ

れます。 

○ 支給を受けるには、支給対象期ごとに必要な書類を添えて支給申請書を都道府県労働局又は

ハローワークに提出する必要があります。 
 

【例：障害者を４月１日に雇い入れ、職場支援パートナーを４月 10 日に配置した場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 利用にあたっての注意点                       

○ 対象労働者が過去３年間に働いたことのある事業所（出向、派遣、請負を含む）に雇い入れ

られる場合は、支給対象となりません。 

○ 対象労働者が紹介日以前に雇入れ事業所で事前研修を受けていた場合や、アルバイトを行っ

ていた場合、雇用予約がある場合は、支給対象となりません。 

○ 対象労働者の雇入れ日の前日から起算して６か月前の日から１年間を経過する日までの間に

被保険者を事業主都合により解雇している場合、又は同期間において雇入れ日における被保険

者数の６％を超える被保険者を特定受給資格者となる離職理由により離職させている場合（離

職させた被保険者数が３人以下の場合を除く）、助成金は支給されません。 

○ 第１回目の支給申請がなされていない場合でも、第２回目の支給申請は行えます（ただし、

第１回目分は支給されません）。 

○ この他にも支給の要件がありますので労働局またはハローワークへお尋ねください。 

※ 支給対象期間の開始日は、賃金締切日が定められている場合は、職場支援パートナーの配置が完了した日の直後の職場支援パ

ートナーの賃金締切日の翌日、賃金締切日に雇い入れられた場合は当該賃金締切日の翌日、賃金締切日の翌日に雇い入れられた

場合は当該賃金締切日の翌日となります。 

支
給
対
象
期
間
開
始
日
（
※
）

第１期の支給申請期間

（10/16～11/15） 

第２期の支給申請期間

（4/16～5/15） 

計
画
書
等
提
出
期
限
日 

障
害
者
の
雇
入
れ
日 

職
場
支
援
パ
ー
ト
ナ
ー
の
賃
金
締
切
日

職
場
支
援
パ
ー
ト
ナ
ー
の
配
置
日 

１か月 １か月

4/15 

６か月 

（支給対象期第 1 期）

６か月 

（支給対象期第２期） 

4/1 
4/10 4/16 

10/15 4/15 7/10 

7/1 

３か月

職場支援パートナー 

の配置をすべき期間 

（4/1～7/1） 
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 助成内容                                                       

重度身体障害者、知的障害者（重度でない知的障害者である短時間労働者を除く。）、精神障害

者（以下、支給対象障害者といいます。）を、 

① 常用労働者として、新規に１０人以上雇用し、 

② 継続して雇用している支給対象障害者との合計が１５人以上であって、 

③ ①、②の支給対象障害者の全常用労働者に占める割合が２／１０以上 

であり、地域の障害者雇用の促進に資すると認められる事業主に対して、支給対象障害者のた

めの事業施設等に要した費用の一部を助成します。 

 

支給対象障害者数 助成率 限度額 

15 人以上 

（うち新規雇用 10 人以上） 

２／３ 

（※１） 

１億円 

(※２) 

※１ 第３セクター企業等の事業主である場合は３／４。 

※２ 第３セクター企業、特例子会社等の事業主は、支給対象障害者数の人数に応じて次の①②の限度額を適用。 

   ①支給対象障害者数 20 人以上（うち新規雇用 15 人以上）：１億５千万円 

   ②支給対象障害者数 25 人以上（うち新規雇用 20 人以上）：２億円 

 

 受給手続き                                                      

○ 受給資格認定申請の手続き 

支給を受けるためには、毎年度４月から６月までの間に、事業計画書等の必要な書類を添え

て受給資格認定申請書を対象労働者を雇い入れようとする事業所の所在地を管轄する労働局又

はハローワークに提出し、管轄する労働局長の認定を受ける必要があります。 

○ 支給申請の手続き 

受給資格認定を受けた日の翌日から起算して６か月以内に、支給対象障害者の雇入れ及び事

業施設の設置等を完了する必要があります。その完了日の翌日から起算して１か月以内に、必

要な書類を添えて支給申請書を事業所の所在地を管轄する労働局又はハローワークに提出する

必要があります。  

障害者に配慮した事業施設・設備を設置し、重度障害者等を多数雇用したうえ

で、地域の障害者雇用の促進に資すると認められる事業主に対し、助成金を支給

します。 

※ 平成 23 年度の本助成金に係る受付は終了しております。 

21.重度障害者等多数雇用施設設置等助成金 

重度障害者等を雇用するために施設・設備を設置した場合 

雇 入 れ 
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 利用にあたっての注意点                      

○ 受給資格認定前の施設設置等に着手した場合は、助成金は支給されません。 

○ 労働局長が受給資格の認定を行う前に、厚生労働本省に設置する受給資格認定審査委員会に

協議することとなり、当該委員会から資料の提出等を求められることがあります。 

○ 事業主の親会社等、関連性の高い事業所に在籍しており、解雇等事業主の都合により離職し

た者を対象労働者として雇い入れる場合、助成金が支給されないことがあります。 

○ 新規雇入れに係る支給対象労働者の雇入れ日の前日から起算して６か月前の日から支給申請

書を受理した日の前日までの間に被保険者を事業主都合により解雇している場合、又は同期間

において雇入れ日における被保険者数の６％を超える被保険者を特定受給資格者となる離職理

由により離職させている場合（離職させた被保険者数が３人以下の場合を除く）、支給対象とな

りません。 

（※） 雇入れ・施設設置等の期間は受給資格認定日の翌日から起算して６か月以内です。当該期間内に雇

入れ・施設設置等を完了し、完了日の翌日から起算して１か月以内に支給申請をする必要があります。 

【 例 】 

受給資格認定 

申請書提出期間 

4 月 1 日～6月 30 日 

受
給
資
格
認
定
日 

支給申請期間 

2 月 11 日～3 月 10 日

4/1 

雇入れ・施設設置等の期間（※）

(６か月以内)8/116/30 2/108/10 

雇入れ・施設設置等完了日 

2 月 10 日 

１か月 
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 助成内容                                                       

過去３年間に障害者（※１）の雇用実績のない一定規模（※２）の中小企業が、ハローワーク又は

地方運輸局の紹介により、一般被保険者として障害者を１人（※３）以上雇い入れた場合、奨励金

を支給します。 

【奨励額】 

 一事業主につき 100 万円 

 

※１ 満 65 歳未満の身体障害者、知的障害者又は精神障害者 

※２ 雇用する常用労働者数（障害者雇用促進法第 43 条第１項に規定する労働者をいいます。なお、除外率設定

業種にあっては、除外率により控除すべき労働者を控除した数とします。）が 56 人～300 人である企業 

※３ 短時間労働者として雇い入れる場合は２人（重度身体障害者又は重度知的障害者を短時間労働者として雇

い入れる場合は１人） 

 

 受給手続き                                                      

○ 支給を受けるには、対象労働者を雇い入れた事業所の所在地を管轄する労働局又はハローワ

ークに、対象労働者の雇入れ日（賃金締切日が定められている場合は雇入れの日の直後の賃金

締切日の翌日）から６か月後の翌日から、１か月以内に、必要な書類を添えて支給申請書を提

出する必要があります。 

  

障害者雇用の経験のない中小企業が初めて障害者を雇用した場合に、奨励金を

支給します。 

22.障害者初回雇用奨励金（ファースト・ステップ奨励金） 

中小企業の事業主が初めて障害者を雇い入れた場合の奨励金 

雇 入 れ 
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 利用にあたっての注意点                      

○ ハローワーク又は地方運輸局の紹介を受ける前に、雇用の内定があった対象労働者を雇い入

れる場合は、奨励金は支給されません。 

○ 対象労働者が過去３年間に職場適応訓練（短期の職場適応訓練を除きます。）を受けたことの

ある事業主に雇い入れられる場合は、奨励金は支給されません。 

○ 対象労働者が過去３年間に働いたことのある事業主（出向、派遣、請負を含む）に雇い入れ

られる場合は、奨励金は支給されません。 

○ 対象労働者を雇用していた事業主と密接な関係にある事業主に雇い入れられる場合は、奨励

金は支給されません。 

○ 対象労働者の雇入れ日の前日から起算して６か月前の日から１年を経過する日までの間に被

保険者を事業主都合により解雇している場合、又は同期間において雇入れ日における被保険者

数の６％を超える被保険者を特定受給資格者となる離職理由により離職させている場合（離職

させた被保険者数が３人以下の場合を除く）、支給対象となりません。 

（※） 起算日は、賃金締切日が定められている場合は雇入れの日の直後の賃金締切日の翌日、賃金締切

日に雇入れられた場合は雇入れ日の翌日、賃金締切日の翌日に雇い入れられた場合は雇入れの日と

なります。 

【例：労働者を雇い入れた日が４月１日の場合】

支給申請期間 

10 月 16 日～11 月 15 日

雇
入
れ
日 

起
算
日
（
※
）

 

賃
金
締
切
日 

4/1 

支給対象期

(６か月)

4/16 4/15 10/15

１か月 
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 助成内容                                  

新規に設立された特例子会社又は重度障害者多数雇用事業所が、障害者（※３）を常用労働者（※４）

（対象労働者）として新規に 10 人以上雇用し、対象労働者が一定の割合（※５）を満たす場合に、

下表に掲げる額を支給します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注） 対象労働者の雇入れが完了した日から６か月後を第１期とし、以後、１年ごとに第２期、第３期といいます。 

 

※３  身体障害者、知的障害者及び精神障害者 

※４ 障害者雇用促進法第 43 条第３項に規定する短時間労働者は 0.5 人として算定します 

※５  ① 特例子会社については、対象労働者数が全常用労働者の 20％以上の割合を占め、対象労働者のうち、重度身体障害

者、知的障害者及び精神障害者の割合が 30％以上であること 

② 重度障害者多数雇用事業所（重度身体障害者、知的障害者及び精神障害者を 10 人以上雇用することが必要です。）

については、重度身体障害者、知的障害者及び精神障害者が全常用労働者の 20％以上であること 

 

 受給手続き                              

○ 特例子会社等設立促進助成金は、対象労働者を雇い入れた後、支給対象期（第１期について

は６か月、第２・３期は１年）ごとに支給されます。 

○ 支給を受けるために、法人の設立の日以降１年以内に対象労働者の雇入れを完了し、完了の

日（賃金締切日が定められている場合は雇入れ完了の日の直後の賃金締切日の翌日）の翌日か

特例子会社（※１）や重度障害者多数雇用事業所（※２）を設立し、障害者を新たに

雇用した事業主に対し、助成金を支給します。 

※１ 障害者の雇用の促進等に関する法律（以下「障害者雇用促進法」といいます。）第 44 条第１項に規定する特例子会社

※２ 障害者雇用促進法施行規則第 22 条第１項各号のいずれかに該当する事業所 

23.特例子会社等設立促進助成金 

障害者に一定の配慮をした子会社等を設立した場合の助成金 

雇 入 れ 

対象 10人以上 15人以上 20人以上 25人以上

労働者数 15人未満 20人未満 25人未満

（※４）

（第１期） （第１期） （第１期） （第１期）

助成金の 2,000万円 3,000万円 4,000万円 5,000万円

支給額 （第２・３期） （第２・３期） （第２・３期） （第２・３期）

1,000万円 1,500万円 2,000万円 2,500万円
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ら１か月以内に、必要な書類を添えて受給資格認定申請書を労働局又はハローワークに提出す

る必要があります。 

○ 各支給対象期の末日の翌日から１か月以内に、必要な書類を添えて支給申請書を都道府県労

働局又はハローワークに提出する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利用にあたっての注意点                      

○ 対象となる特例子会社の親会社等、関連性の高い事業所に在籍しており、解雇等事業主の都

合により離職した者を対象労働者として雇い入れる場合、助成金が支給されないことがありま

す。 

○ 対象労働者の雇入れ日の前日から起算して６か月前の日から１年を経過する日までの間に被

保険者を事業主都合により解雇している場合、又は同期間において雇入れ日における被保険者

数の６％を超える被保険者を特定受給資格者となる離職理由により離職させている場合（離職

させた被保険者数が３人以下の場合を除く）、支給対象となりません。 

（※） 起算日は、賃金締切日が定められている場合は雇入れ完了の日の直後の賃金締切日の翌日、賃金締

切日に雇入れを完了した場合は雇入れ完了日の翌日、賃金締切日の翌日に雇入れを完了した場合は雇

入れの日となります。 

設
立
日 

受給資格申請期間 

10 月 16 日～11 月 15 日

支給申請期間（第２期） 

4 月 16 日～５月 15 日 

起
算
日(

※)

支給申請期間(第１期)

4 月 16 日～５月 15 日

9/30 

10/16 
１か月 

支給対象期（第２期）

(１年)

4/16

対象労働者の雇入れ 

【例：特例子会社等を設立した日が４月１日、対象労働者の雇入れを完了した日が９月３０日の場合】

4/15
4/1 

11/15 5/15

4/15

5/15 

(１年以内) (６か月) 

4/16

支給対象期（第１期）

10/15 
支給対象期（第３期） 

１か月 

4/15 

4/16
１か月

(１年) 

１か月
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 助成内容                              

建設業以外の事業主が雇入れ日の満年齢が４５歳以上６０歳未満の建設業離職者（※１）を、ハ

ローワーク等の紹介により、平成２２年２月８日から平成２４年３月３１日までの間に、雇用保

険の一般被保険者（短時間労働者を除く）として雇い入れ、助成金の支給対象期間（１年間）及

び当該期間経過後も引き続き雇用する場合、下表に掲げる額を支給します。  

※１ 以下の要件を満たす者に限ります。 

①雇入れ日の前日から過去１年間において、公共職業訓練等又は緊急人材育成支援事業による基金訓練を受講していない  

②雇入れ日の前日から過去１年間において、６か月間以上、建設事業を行う事業所において建設事業に従事していた 

（複数の事業所で建設事業に従事した場合は、その期間の合計） あるいは 

雇入れ日の前日から過去１年間において、建設事業を行っていた個人事業主又は同居の親族のみを使用する事業主であった  

 

 ６か月経過後 １２か月経過後 計 

中小企業 ４５万円 ４５万円 ９０万円 

中小企業以外の企業 ２５万円 ２５万円 ５０万円 

 

 受給手続き                            

○ 建設業離職者雇用開発助成金は、対象労働者を雇い入れた後、支給対象期（６か月）ごとに、

２回に分けて支給されます。 

○ 助成金の支給を受けるには、支給対象期（６か月）ごとに、１か月以内に、必要な書類を添

えて支給申請書を事業所の所在地を管轄する労働局またはハローワークに提出する必要があ

ります。 

  

４５歳以上６０歳未満の建設業離職者を、ハローワーク等の紹介により、雇い

入れた建設業以外の事業主に対し、賃金の一部を助成します。 

24.建設業離職者雇用開発助成金 

建設業を離職された方を雇い入れた場合の助成金 

雇 入 れ 
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 利用にあたっての注意点                      

○ 対象者が過去３年間に働いたことのある事業所（出向、派遣、請負を含む）に雇い入れられ

る場合は、支給対象となりません。 

○ 対象者が紹介日以前に雇入れ事業所で事前研修を受けていた場合や、アルバイトを行ってい

た場合、雇用予約がある場合は、支給対象となりません。 

○ 対象者の雇入れ日の前後６か月間に被保険者を事業主都合により解雇している場合、又は同

期間において雇入れ日における被保険者数の６％を超える被保険者を特定受給資格者となる離

職理由により離職させている場合（離職させた被保険者数が３人以下の場合を除く）、助成金は

支給されません。 

○ 第１回目の支給申請がなされていない場合でも、第２回目の支給申請は行えます（ただし、

第１回目分は支給されません）。 

（※） 起算日は、賃金締切日が定められている場合は雇入れの日の直後の賃金締切日の翌日、賃金締切

日に雇入れられた場合は雇入れ日の翌日、賃金締切日の翌日に雇い入れられた場合は雇入れの日とな

ります。 

【例：労働者を雇い入れた日が４月１日の場合】

雇
入
れ
日 

支給対象期（第１期） 

支給申請期間（第１期）

10 月 16 日～11 月 15 日

支給申請期間（第２期）

4 月 16 日～5 月 15 日

賃
金
締
切
日 

10/154/1 

4/15 

10/16 11/15

4/15

5/15 １か月 １か月

６か月 ６か月

起
算
日
（
※
）

 

4/16 

支給対象期（第２期）
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 助成内容                                 

雇用保険の受給資格者（※１）が、あらかじめ労働局又はハローワークに届け出た上で法人を設

立し（※２）、設立日（※３）から１年以内に、労働者を一般被保険者として雇い入れ、雇用保険の

適用事業主となった場合、法人の設立・運営に要した費用の一部を助成します。 

※１ 離職日における算定基礎期間が５年以上あり、かつ、法人等設立日の前日において、支給残日数が１日以

上ある受給資格者に限ります。 

※２ 個人事業主が開業すること、及び第三者が設立している法人に出資し当該法人の代表者となることを含み

ます。 

※３ 個人事業主の場合は、開業日又は労働者を雇い入れた日のうちいずれか早い日を指します。 

 

【助成額】 
法人の設立・運営に要した費用の１/３（上限 150 万円） 
ただし、法人等設立後１年以内に２人以上労働者を一般被保険者として雇い入れた場合は、

５０万円の上乗せ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 受給手続き                                

① 法人等設立日の前日までに法人等設立事前届を作成し、雇用保険受給資格者証の写しを添付

して、労働局またはハローワークに提出してください。 

② １回目の支給申請は、雇用保険の適用事業主となった日の翌日から起算して３か月を経過する

日から、当該日から起算して１か月を経過する日までの間に支給申請書類を提出してください。 

雇用保険の受給資格者である失業中の方自らが創業し、創業後１年以内に労働

者を雇い入れて雇用保険の適用事業主となった場合に、創業に要した費用の一部

を助成します。 

25.受給資格者創業支援助成金 

雇用保険の受給資格者が創業した場合の助成金 

創 業 支 援 

助成対象となる費用は、第１回目の支給申請時までに支払が完了したものに限られます。 

なお、助成対象となる費用のうちの一部については、法人の設立の日から起算して３か月の期

間内に支払の発生原因が生じていない場合は、助成対象となりません。 

また、法人への出資金、不動産購入費、原材料・消耗品購入費、人件費、光熱水料、税金等は

助成対象となりません。 

【助成対象となる費用の例】 

法人等の設立に要した経費（経営コンサルタント等の相談費用、出資金払込手数料等）、運営

経費（事務所・店舗等の賃借料、内外装工事費、設備・備品・車両等の購入費、機器のリース

料等）、職業能力開発経費（講習・研修会等の受講費用等）、雇用管理の改善に要した経費（労

働者の募集、就業規則の策定に係る経費等） 
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③ ２回目の支給申請は、雇用保険の適用事業主となった日の翌日から起算して６か月を経過する

日から、当該日から起算して１か月を経過する日までの間に支給申請書類を提出してください。 

④ 上乗せ分の支給申請は２人目の雇用保険の一般被保険者を雇い入れた日の翌日から起算して

６か月を経過する日から、当該日から起算して１か月を経過する日までの間に支給申請書類を

提出してください。 

 

 

 

 利用にあたっての注意点                      

○ 法人等設立事前届は、法人等設立日の前日までに提出する必要があります。事前の提出がな

い場合、他の要件を満たしていても助成金の支給はできませんのでご注意ください。 

○ 第１回目の支給申請に係る支給決定がされていない場合、第２回目及び上乗せ分の支給申請

をすることはできません。 

○ 次のいずれかに該当する法人等には支給されません。 

１．法人の設立または個人事業の開始の日以降、偽りその他不正の行為により、各種助成金（雇

用保険二事業に係る各種給付金）の支給を受け、または受けようとしたことのある事業主 

２．助成金の支給に係る受給資格により、失業等給付の支給を不正に受け、または受けようと

したことのある方が代表者である事業主 

３．創業した事業内容が宗教・政治などを主たる目的とする事業主 

４．一部の風俗営業（例：マージャン屋、パチンコ屋、ゲームセンター、バー、個室付き浴場

など）を事業内容として創業した事業主 

５．国、地方公共団体および独立行政法人など 

（例）雇用保険の適用事業の事業主となった日が４月１日、２人目の雇用保険の一般被保険者を雇い入れた日
が５月１日の場合。

6カ月

４／１

雇用保険の
適用事業の

事業主となった日

翌日

３カ月

なお、雇用保険の適用事
業の事業主となった日と
は、創業に係る事業所で
１人目の雇用保険の一般
被保険者となる労働者を
雇い入れた日となります。

第１期支給申請期間
7月1日から7月31日

第２期支給申請期間
10月1日から10月31日

７／１ ７／31

１カ月

10／１ 10／31

１カ月

５／１

翌日

11／１ 11／30

１カ月

6カ月

２人目の雇用保険の
一般被保険者を

雇い入れた日

上乗せ分支給申請期間
11月1日から11月30日
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 助成内容                            

雇用失業情勢の改善の動きが弱い地域（※１）において、地域再生事業（※２）を行う法人を設立

又は個人事業を開業（以下「法人等の設立等」といいます。）し、それに伴い、一定の要件に基

づき労働者を２人以上雇い入れ、６ヶ月以上雇用した場合に、創業に係る経費の一部及び雇入れ

の人数に応じて一定額を助成します。 

   
※１ 雇用失業情勢の改善の動きが弱い地域とは北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、奈良県、和

歌山県、鳥取県、島根県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県及び沖縄県

を言います。 

また、次の区分の地域の違いにより、適用される種別が異なります。 

上記の下線の地域：第１種地域再生中小企業創業助成金 

それ以外の地域 ：第２種地域再生中小企業創業助成金 

※２ 地域再生事業とは、道県等からなる協議会等が定める雇用創出に資する重点産業分野で当該協議会等が道県労働局へ

届け出た地域再生分野に該当する事業です。 

 

 

１．創業支援金 

法人等の設立等の日から起算して６ヶ月以内に要し、かつ６ヶ月以内に支払った対象経費の

合計額に以下の割合を乗じた額が支給されます。 

①第１種の場合 合計額の１／２ 

 対象労働者５人以上雇い入れた場合 上限額 500 万円 

 対象労働者５人未満雇い入れた場合 上限額 300 万円 

②第２種の場合 合計額の１／３ 

 対象労働者５人以上雇い入れた場合 上限額 250 万円 

 対象労働者５人未満雇い入れた場合 上限額 150 万円 

 

２．雇入れ奨励金 

①第１種の場合 

対象労働者１人につき 60 万円（上限 100 人） 

②第２種の場合 

対象労働者１人につき 30 万円（上限 100 人） 

 

 

 

雇用失業情勢の改善の動きが弱い地域で創業することに伴い 
求職者を雇い入れた場合の助成金 

創 業 支 援 

雇用失業情勢の改善の動きが弱い地域において、地域再生事業を行う法人

を設立又は個人事業を開業し、一定の要件に基づき労働者を２人以上雇い入

れた場合、創業に係る経費の一部及び雇入れの人数に応じて一定額を助成し

ます。 

26.地域再生中小企業創業助成金 
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 受給手続き                           

○ 法人等の設立等の日から起算して６ヶ月を経過する日までに事業計画書の認定申請を管轄

道県労働局長に行ってください（法人等の設立等の前に事業計画書の認定申請を行う場合は、

事業計画書の認定から３ヶ月以内に法人等の設立等を行ってください。）。 

 

○ 対象労働者が５人（５人に満たない場合は２人）に達した日から６ヶ月を経過する日以降で

あって、対象労働者の最後の雇入れ日から６ヶ月を経過する日の翌日から起算して１ヶ月を経

過する日、若しくは法人等の設立等の日から起算して１年を経過する日の翌日から起算して１か月

を経過する日までの間に、創業支援金及び雇入れ奨励金の支給申請を行ってください（下図参

照）。 

 

 ○平成 23 年 6 月 1 日に法人等の設立を行った場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利用にあたっての注意点                      

○ 法人等の設立等の日から、助成金の支給申請日までの間において、当該法人等で雇用する被

保険者を事業主都合により解雇（事業主の勧奨等による任意退職を含む。）した場合には当該

助成金は支給されません。 

○ 当該助成金の支給申請日において、対象労働者を現に雇用していない場合は、当該助成金は

支給されません。 

○ 既に事業を行っている個人事業主が、新たに個人事業主として開業した場合は、当該助成金

は支給されません。 

法
人
等
の
設
立
等
の
日

H23/6/1 H23/11/30

１か月 

H24/5/31

支給申請期間 

３月 1 日～３月 31 日 

計画申請期限 

（法人等の設立等

の日から６ヶ月後）

１
人
目
の
雇
入
れ

２
人
目
の
雇
入
れ

H23/8/1 H23/9/1

事
業
計
画
申
請

事
業
計
画
認
定

か
ら
１
年
後 

法
人
等
の
設
立
等
の
日

６ヶ月後

３ヶ月以内 

事
業
計
画
認
定

事
業
計
画
申
請
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※１ 改善計画とは、中小企業における労働力の確保及び良好な雇用機会の創出のための雇用管

理の改善の促進に関する法律に基づき、事業協同組合等や中小企業事業主が労働時間等の設定

の改善、職場環境の改善等の雇用管理の改善について取り組む計画のことです。 

※２ 新成長戦略において重点強化の対象となっている健康、環境分野等に該当する事業を営む

者のみを構成員とする事業協同組合等に限ります。 

 助成内容                             

助成金の支給対象となる中小企業人材確保推進事業の例は次のとおりです。 

１．各事業の企画・立案のための検討委員会の開催 

２．構成中小企業者における雇用管理状況等に関する調査の実施 

３．募集・採用ガイドブック等の作成・配布 

４．雇用管理に関するセミナーの実施 

５．合同企業説明会の実施 

６．構成中小企業者の労働者に対する職業相談の実施 

７．モデル事業説明会の実施 

 

【助成額】 

実施した事業に要した費用の２／３の額を３年度間助成します。 

なお、１年度の支給限度額が、構成中小企業者数によって定められております。 

認定組合等の区分 限度額 

大規模認定組合等 
（構成中小企業者数 500 以上） 

 
1,000 万円 

中規模認定組合等 
（同 100 以上 500 未満） 

 
800 万円 

小規模認定組合等 
（同 100 未満） 

 
600 万円 

 

改善計画（※１）の認定を受けた事業協同組合等（※２）の中小企業団体が、構成中

小企業者の人材確保や労働者の職場定着を支援するための事業を行った場合に助

成します。 

27.人材確保等支援助成金（中小企業人材確保推進事業助成金）

事業協同組合等が構成中小企業者の雇用管理の改善を 

行った場合の助成金 

雇用管理改善 
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 受給手続き                            

① 改善計画を策定し、主たる事務所の所在地を管轄する都道府県知事の認定を受けます。 

 ② 実施計画を策定し、主たる事務所の所在地を管轄する都道府県労働局長の認定を受けます。 

③ 認定された実施計画に基づき、中小企業人材確保推進事業を実施します。 

④ 主たる事務所の所在地を管轄する労働局またはハローワークに支給申請書を提出します。（前

期分、後期分で２回申請します。） 

 

 

  

大分類Ａ → 中分類０２－林業 

大分類Ｄ － 建設業 このうち、健康や環境分野に関する建築物等を建築しているもの 

大分類Ｅ － 製造業 このうち、健康や環境分野に関する製品を製造しているもの 

このうち、健康や環境分野に関する事業を行う事業所と取引関係が

あるもの 

大分類Ｆ － 中分類３３－電気業 

大分類Ｇ － 情報通信業 

大分類Ｈ － 運輸業・郵便業 

大分類Ｌ － 中分類７１－

学術・開発研究機関 

このうち、健康や環境分野に関する技術開発を行っているもの 

大分類Ｎ → 中分類８０ → 小分類８０４－スポーツ施設提供業 

大分類Ｏ → 中分類８２ → 小分類８２４ → 細分類８２４６－スポーツ・健康教授業 

大分類Ｐ － 医療、福祉 

大分類Ｒ → 中分類８８－廃棄物処理業 

その他(上記以外) このうち、健康や環境分野に関連する事業を行っているもの 

＜助成金の支給対象となる成長分野等＞
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※ 改善計画とは、中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管

理の改善の促進に関する法律に基づき、事業協同組合等や中小企業事業主が労働時間等の設定

の改善、職場環境の改善等の雇用管理の改善について取り組む計画のことです。 

 助成内容                                 

対象労働者を雇い入れた日の直後の賃金締切日の翌日から起算して６か月ごとに、以下の金額

を２回に分けて支給します。 

１人当たり １４０万円（７０万円×２回。最大５人まで） 

 

 受給手続き                            

① 改善計画を策定し、主たる事務所の所在地を管轄する都道府県知事の認定を受けます。 

② 改善計画を都道府県知事に提出した日から１年を経過した日までの期間に基盤人材を雇い入

れます（認定された改善計画に記載されている改善事業の実施時期の期間内）。  

③ 支給申請書を主たる事務所の所在地を管轄する労働局またはハローワークに提出してくださ

い。（２回申請します） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改善計画（※）の認定を受け、新成長戦略において重点強化の対象となっている

健康、環境分野等に該当する事業への新分野進出（創業・異業種進出）を行う中

小企業者が、新分野進出に必要な経営基盤を強化するための人材（基盤人材）を

雇い入れた場合に助成します。 

中小企業事業主が経営基盤の強化に資する人材を 

雇い入れた場合の助成金 

27.人材確保等支援助成金（中小企業基盤人材確保助成金） 

雇用管理改善 

賃金締切日１５日、４月１日雇入れ

改
善
計
画
認
定
日

改
善
計
画
提
出
日 

４
／
１ 

 

雇
入
れ

４
／
１
６ 

賃
金
締
切
日
の
翌
日 

第１期 

(６か月)

第２期 

(６か月)

１
０
／
１
５

４
／
１
５ 

第１期支給申請

10/16～11/15 

第２期支給申請

4/16～5/15 
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 利用にあたっての注意点                      

○ 以下の者は対象労働者にはなりません（いずれも過去３年以内）。 

 ・ アルバイト、パートタイマー等の名称の如何に関わらず、申請事業主の事業所における勤

務経験がある者。 

 ・ 申請事業主の事業所において直接勤務していなくても、労働の対価が支払われている等、

実態として勤務していたとみなされる者。 

 

○ 新分野進出に必要な施設又は設備の設置・整備に要する費用を２５０万円以上負担する必要

があります。 

 

 

大分類Ａ → 中分類０２－林業 

大分類Ｄ － 建設業 このうち、健康や環境分野に関する建築物等を建築しているもの 

大分類Ｅ － 製造業 このうち、健康や環境分野に関する製品を製造しているもの 

このうち、健康や環境分野に関する事業を行う事業所と取引関係が

あるもの 

大分類Ｆ － 中分類３３－電気業 

大分類Ｇ － 情報通信業 

大分類Ｈ － 運輸業・郵便業 

大分類Ｌ － 中分類７１－

学術・開発研究機関 

このうち、健康や環境分野に関する技術開発を行っているもの 

大分類Ｎ → 中分類８０ → 小分類８０４－スポーツ施設提供業 

大分類Ｏ → 中分類８２ → 小分類８２４ → 細分類８２４６－スポーツ・健康教授業 

大分類Ｐ － 医療、福祉 

大分類Ｒ → 中分類８８－廃棄物処理業 

その他(上記以外) このうち、健康や環境分野に関連する事業を行っているもの 

＜助成金の支給対象となる成長分野等＞

— 　　—72 — 　　—73
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 助成内容                             

事業主が就業規則又は労働協約に、パートタイム労働者又は有期契約労働者から正社員への転

換のための試験制度を新たに定め、制度導入後２年間のうちに１人以上転換させた場合に、１０

人目まで奨励金を支給します。 

１ 正社員転換制度を導入し、実際に対象者が生じた事業主（対象者１人目） 

【助成額】 

一事業主につき中小企業４０万円、大企業３０万円 

２ 正社員転換制度を導入し、対象者が２人以上生じた事業主（対象者２人目～１０人目） 

【助成額】 

対象者１人につき中小企業２０万円、大企業１５万円 

母子家庭の母等の場合は中小企業３０万円、大企業２５万円 

※１ 「正社員への転換のための試験制度」とは、次に該当する制度をいいます。 

イ 事業主がその雇用するパートタイム労働者又は有期契約労働者を正社員に転換させる試験制度（面接試験、筆記試

験等の他、人事評価等による選考・推薦も含む。）であること。 

ロ 当該制度が適用されるための合理的な条件が明示されていること。 

※２ 転換後の「正社員」は、下記に該当するものであること。 

・労働契約期間の定めがないこと。 

・当該事業所において正規の従業員として位置づけられていること。 

・社会通念等に照らして、雇用形態、賃金体系などが正規の従業員として妥当なものであること。 

・雇用保険の被保険者であること。  

※３ 転換前のパートタイム労働者又は有期契約労働者は、次に該当するものであること。 

・転換前６ヵ月以上、パートタイム労働者又は有期契約労働者として支給対象事業主に雇用されていること。 

・転換前日から起算して過去３年間に、支給対象事業主の正社員又は短時間正社員であったことがないこと。 

・正社員として雇用されることを前提に雇い入れた労働者ではないこと。 

  

パートタイム労働者又は有期契約労働者を 

正社員へ転換した場合の助成金 

雇用管理改善 

パートタイム労働者又は有期契約労働者から正社員への転換のための試験制度

を導入し、実際に転換させた場合に、１０人目まで奨励金を支給します。 

28.均衡待遇・正社員化推進奨励金（正社員転換制度） 

均衡待遇・正社員化推進奨励金（正社員転換制度・共通処遇制度・共通教育訓練制度・短時間正社員制度） 

・社会保険の適用事業所に雇用されている場合は、社会保険の被保険者であること。

— 　　—74

雇
用
管
理
改
善

— 　　—75
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 受給手続き                            

支給申請書を、支給対象労働者に正社員としての６ヵ月分の賃金を支給した日の翌日から起算

して３ヵ月以内に、主たる事業所（本社等）の所在地を管轄する都道府県労働局雇用均等室に提

出してください。 

 

○ 支給申請までの流れの具体例（２人目～１０人目についても同様。ただし、支給対象期間内

に正社員に転換する必要があります。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利用にあたっての注意点                      

○ 新たに制度を導入し、就業規則を労働基準監督署に届け出ること等が必要です。 

○ 正社員転換制度について、短時間労働者均衡待遇推進等助成金又は中小企業雇用安定化奨励

金(ともに平成２３年４月１日廃止)の支給を受け、又は受けようとする事業主は、制度導入日

から２年間これらの助成金・奨励金と均衡待遇・正社員化推進奨励金の対象労働者を通算して

１０人目まで支給します。 

  

例：賃金が月末締、翌月 10 日払の場合 

正
社
員
転
換
制
度
導
入
日

（
起
算
日
） 

対
象
労
働
者
の
正
社
員 

転
換
日 

対
象
労
働
者
に
６
ヵ
月
分
の 

賃
金
を
支
給
し
た
日 

H25/3/31

3 ヵ月 

支給対象期間 2 年

H23/4/1 5/1 11/10

支給申請期間 

11/11～2/10 

— 　　—74 — 　　—75
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 助成内容                             

事業主が就業規則又は労働協約に、パートタイム労働者又は有期契約労働者について正社員と

共通の処遇制度を新たに定め、制度導入後２年間のうちに全ての正社員及び対象となるパートタ

イム労働者又は有期契約労働者に制度を適用させた場合に、奨励金を支給します。 

【助成額】 

一事業主につき中小企業６０万円、大企業５０万円 

※１ 「正社員と共通の処遇制度」とは、次に該当する制度をいいます。 

イ パートタイム労働者又は有期契約労働者に関して、正社員と同様の職務又は職能に対応した格付け区分を３区分以

上設けており、当該区分に対応した基本給、賞与等の賃金等の待遇が定められていること。 

ロ 当該区分が正社員に関する処遇制度の区分と２区分以上同じものであること。 

ハ ロの同一区分における正社員とパートタイム労働者又は有期契約労働者の待遇に均衡が図られており、基本給、賞

与、役付手当、精勤手当など職務の内容に密接に関連して支払われる賃金の時間当たりの額が正社員と同等であるこ

と。 

ニ 当該制度が適用となるための合理的な条件が明示されていること。 

 

※２ 制度の対象労働者に次のいずれにも該当するパートタイム労働者又は有期契約労働者が含まれることが必要です。 

イ 雇用保険の被保険者であること。 

ロ 共通処遇制度の適用後、適用前より格付けや賃金等の待遇が低下していないこと。 

ハ 正社員と共通の区分（※１のロの区分）に格付けされていること。 

  

正社員と共通の処遇制度を導入した場合の助成金 

雇用管理改善 

パートタイム労働者又は有期契約労働者に対して、正社員と共通の処遇制度を

導入し、実際に当該制度を適用した場合に、奨励金を支給します。 

28.均衡待遇・正社員化推進奨励金(共通処遇制度) 

均衡待遇・正社員化推進奨励金（正社員転換制度・共通処遇制度・共通教育訓練制度・短時間正社員制度） 

— 　　—76

雇
用
管
理
改
善
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 受給手続き                            

支給申請書を、支給対象労働者に正社員と共通の処遇制度による６ヵ月分の賃金を支給した日

の翌日から起算して３ヵ月以内に、主たる事業所（本社等）の所在地を管轄する都道府県労働局

雇用均等室に提出してください。 

 

○ 支給申請までの流れの具体例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利用にあたっての注意点                      

○ 新たに制度を導入し、就業規則を労働基準監督署に届け出ること等が必要です。 

  

例：賃金が月末締、翌月 10 日払の場合

支給申請期間 

11/11～2/10 

対
象
労
働
者
に
６
ヵ
月
分 

の
賃
金
を
支
給
し
た
日 

共
通
処
遇
制
度
導
入
日 

共
通
処
遇
制
度
適
用
日 

H25/3/31

支給対象期間 2 年

H23/4/1 5/1 11/10

3 ヵ月 

— 　　—76 — 　　—77
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 助成内容                             

事業主が就業規則又は労働協約に、パートタイム労働者又は有期契約労働者を対象とした正社員

と共通の教育訓練制度を新たに定め、制度導入後２年間のうちに中小企業は延べ１０人以上、大企

業は延べ３０人以上に実施した場合（※）に、奨励金を支給します。 

（※）ただし、平成２３年度中は、雇用するパートタイム労働者又は有期契約労働者の３割以上

に実施し、修了することでも可とします。 

【助成額】 

一事業主につき中小企業４０万円、大企業３０万円 

※１ 「共通の教育訓練制度」とは、次に該当する制度をいいます。 

   イ パートタイム労働者又は有期契約労働者の職務に必要な能力を付与する又はキャリア形成を図るため、正社員と共

通のカリキュラム内容、時間等を設けた教育訓練（Ｏｆｆ－ＪＴに限る。）であること。ただし、次のものは除く。 

・初任者研修や接遇研修など基礎的な知識、能力を付与するためのもの 

・指導員、講師等による講義等が全時間を通じて行われないもの 

・パートタイム労働法等の労働関係法令により実施が義務付けられているもの 

ロ 教育訓練時間内における賃金の他、受講料、交通費等の諸経費を全額事業主が負担するものであること。 

ハ 教育訓練は１人につき６時間以上（休憩時間、移動時間等は除く。）であること。 

ニ 当該制度が適用となるための合理的な条件が明示されていること。 

 

※２ 教育訓練を修了した労働者のうち２分の１以上が雇用保険の被保険者であること。 

  

正社員と共通の教育訓練制度を導入した場合の助成金 

雇用管理改善 

パートタイム労働者又は有期契約労働者の正社員と共通の教育訓練制度を導入

し、実際に延べ１０人以上（大企業は３０人以上）に実施した場合に、奨励金を

支給します。 

28.均衡待遇・正社員化推進奨励金（共通教育訓練制度） 

均衡待遇・正社員化推進奨励金（正社員転換制度・共通処遇制度・共通教育訓練制度・短時間正社員制度） 

— 　　—78

雇
用
管
理
改
善

— 　　—79
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 受給手続き                            

支給申請書を、中小企業は延べ１０人以上（大企業は延べ３０人以上）の対象労働者が訓練を

修了した日の翌日から６ヵ月経過した日から起算して３ヵ月以内に、主たる事業所（本社等）の

所在地を管轄する都道府県労働局雇用均等室に提出してください。 

 

○ 支給申請までの流れの具体例（中小企業の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利用にあたっての注意点                      

○ 新たに制度を導入し、就業規則を労働基準監督署に届け出ること等が必要です。 

  

支給申請期間 

11/2～2/1 

共
通
教
育
訓
練
制
度 

導
入
日 

教
育
訓
練
を
延
べ
１
０
人
以
上 

が
修
了
し
た
日 

H25/3/31

支給対象期間 2 年

H23/4/1 5/1 11/2

6 ヵ月経過後

3ヵ月 

— 　　—78 — 　　—79



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 助成内容                             

事業主が就業規則又は労働協約に短時間正社員制度を新たに定め、制度導入後５年間のうちに連

続する３ヵ月以上の期間この制度を利用した労働者が生じた場合に、１０人目まで奨励金を支給し

ます。               

１ 短時間正社員制度を導入し、実際に対象者が生じた事業主（対象者１人目） 

【助成額】 

一事業主につき中小規模事業主４０万円、大規模事業主３０万円 

      ※中小規模事業主とは、常時雇用する労働者が３００人を超えない事業主をいいます。 

２ 短時間正社員制度を導入し、対象者が２人以上生じた事業主（対象者２人目～１０人目） 

【助成額】 

対象者１人につき中小規模事業主２０万円、大規模事業主１５万円 

  母子家庭の母等の場合は中小規模事業主３０万円、大規模事業主２５万円 

 
※ 「短時間正社員制度」とは、次に該当する制度をいいます。 

イ 所定労働時間がフルタイム正社員と比較して以下のいずれかに該当する制度であること。 

①１日の所定労働時間を短縮する制度:１日の所定労働時間が７時間以上の場合で、１日の所定労働時間を１時間以上短縮

するもの。 

②週又は月の所定労働時間を短縮する制度:１週当たりの所定労働時間が３５時間以上の場合で、１週当たりの所定労働時

間を１割以上短縮するもの。 

③週又は月の所定労働日数を短縮する制度:１週当たりの所定労働日数が５日以上の場合で、１週当たりの所定労働日数を

１日以上短縮するもの。 

ハ 期間の定めがない労働契約を締結すること。 

ロ すでに雇用されている労働者又は新たに雇入れる労働者について適用される制度であること。 

ニ 当該事業所において正規の従業員として位置づけられていること。 

ホ 社会通念等に照らして、雇用形態、賃金体系などが正規の従業員として妥当なものであること。 

ヘ 時間当たりの基本給及び賞与・退職金等の算定方法等が、同一事業所に雇用される同種のフルタイム正社員と同等であ

ること。 

ト 正社員が利用する場合、次に該当すること。 

   ①育児・介護以外の事由で利用できること。 

   ②制度利用期間経過後に原職又は原職相当職に復帰させるものであること。 

短時間正社員制度を導入・運用する場合の助成金 

雇用管理改善 

短時間正社員制度を導入し、実際に当該制度を利用した場合に、対象労働者

１０人目まで奨励金を支給します。 

28.均衡待遇・正社員化推進奨励金（短時間正社員制度） 

均衡待遇・正社員化推進奨励金（正社員転換制度・共通処遇制度・共通教育訓練制度・短時間正社員制度） 

— 　　—80

雇
用
管
理
改
善

— 　　—81
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 受給手続き                            

支給申請書を、連続する３ヵ月以上の期間制度を利用し、利用開始後６ヵ月分の賃金を支給し

た日の翌日から起算して３ヵ月以内に、主たる事業所（本社等）の所在地を管轄する都道府県労

働局雇用均等室に提出してください。 

○ 支給申請までの流れの具体例（２人目～１０人目についても同様。ただし、支給対象期

間内に制度の利用を開始する必要があります。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利用にあたっての注意点                      

○ 新たに制度を導入し、就業規則を労働基準監督署に届け出ること等が必要です。 

○ 短時間正社員制度について、短時間労働者均衡待遇推進等助成金（平成２３年４月１日廃止）

の支給を受け、又は受けようとする事業主は、制度導入日から５年間同助成金と均衡待遇・正

社員化推進奨励金の対象労働者を通算して１０人目まで支給します。 

 例：賃金が月末締、翌月 10 日払いの場合 

支給申請期間 

11/11～2/10 

H23/4/1 5/1 11/10 7/31 H28/3/31 

支給対象期間 5年間 

3 ヵ月 3 ヵ月以上の

制度利用 

6ヵ月分の賃金算定 

— 　　—80 — 　　—81
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 助成内容                             

介護福祉機器の導入等に要した費用であって、計画期間内に支払いが完了した額の１／２（上

限は３００万円） 

 

 受給手続き                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 導入・運用計画は、最初に介護福祉機器を導入する月の初日を開始日とし、３か月以上１年

以内の期間で設定してください。なお、計画期間内に機器の導入、支払、導入機器の使用の徹

底を図るための研修、メンテナンス、介護技術に関する身体的負担軽減を図るための研修、導

入効果の把握などを完了させることが必要です。 

 

○ 導入・運用計画は、計画の初日（機器を導入する月の初日）から遡って６か月前から１か月

前の間に提出してください。 

 

○ 奨励金の支給申請は、計画期間の末日の翌日から１か月以内に行ってください。 

新たに介護福祉機器を導入した事業主に対する奨励金 

雇用管理改善 

介護労働者の身体的負担軽減を図り、雇用管理改善を促進するため、事業主が

介護福祉機器（移動用リフト等）について、導入・運用計画を提出し、労働局の

認定を受けて導入し、雇用管理の改善を図った場合に助成します。 

29.介護労働者設備等導入奨励金 
（旧：介護労働者設備等整備モデル奨励金） 

導入・運用計画期間の例 

 

 

 

 

 

    提出        導入        支払      導入    支払    申請 

 

 

   提出期間         導入月                        申請期間 

 １０／１～３／１    ４／１～４／３０                     ４／１～４／３０ 

 

        Ｈ２３．４．１   Ｈ２３．４．３０          Ｈ２４．３．３１ 

導入・運用計画期間 

（最長１年） 

計画期間内に、機器の導入、支払、導入機器の使用の徹底

を図るための研修、メンテナンス、介護技術に関する身体

的負担軽減を図るための研修、導入効果の把握などを行う

ことが必要です。 
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 利用にあたっての注意点                      

○ 対象となる介護福祉機器の範囲は、以下のとおりです。ただし、以下に該当する機器であっ

ても、事由によっては、奨励金の対象とはならない場合があります。 

（１）移動用リフト 

   立位補助機（スタンディングマシーン）を含む。なお、移動用リフトの導入時に、当該移

動用リフトの稼働に必要なものとして、同時に購入等した吊り具（スリングシート）を含む。 

（２）自動車用車いすリフト（福祉車両の場合は、車両本体を除いた車いすリフト部分に限る。） 

（３）ベッド（傾斜角度又は高さが調整できる機能を有するものに限る。ただし、マットレスは

除く。） 

（４）座面昇降機能付車いす 

（５）特殊浴槽（移動用リフトと一体化しているもの、移動用リフトが取り付け可能なもの。特

殊浴槽と同時に購入等した入浴用担架や入浴用車いすを含む。） 

（６）ストレッチャー（入浴用に使用するものを含む。） 

（７）シャワーキャリー 

（８）昇降装置（人の移動に使用するものに限る。） 

（９）車いす体重計 

 

○ 本奨励金は、介護福祉機器の導入のみをもって支給されるものではありません。介護労働者

の身体的負担軽減につながるよう、適切な運用を行うために、「導入機器の使用を徹底させるた

めの研修」、「導入機器のメンテナンス」、「介護技術に関する身体的負担軽減を図るための研修」、

「導入効果の把握」などを行うことが必要です。 

 

○ 導入効果については、①身体的負担が大きいと感じている職員数の改善率、②身体的負担軽

減に資する作業方法が徹底された職員数の改善率、のいずれの改善率も６０％以上であること

が必要であり、この割合を下回った場合、奨励金は支給されません。 

 

○ 過去に、支給を受けた奨励金の累計額が、上限額（３００万円）に到達した場合は、当該奨

励金に係る管轄労働局長が行った最後の支給決定をした翌日から起算して３年を経過している

ことが必要です。ただし、奨励金の上限額に到達するまでは、当該支給決定日以降であれば、

新たな導入・運用計画の申請を行うことができます。 

 

○ 賃金台帳、労働者名簿、出勤簿、現金出納帳、総勘定元帳等の法定帳簿類等を備え付け、管

轄労働局の要請により提出する事業主が対象です。 

 

○ 同一事由により、国等が支給する助成金などの支給を受けた場合は、その事由によっては、

本奨励金は支給されません。 

 

○ この他にも支給要件や留意点がございますので、必ずお近くの労働局までお問い合わせくだ

さい。 
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 助成内容                                  

一定の要件を備えた事業所内保育施設についての計画を作成し、設置、運営又は増築、保育遊

具等の購入を行った場合、下表に掲げる額を支給します。 

  助成率等 助成限度額 

設置費 
（大企業）２分の１ 

（中小企業）３分の２  
２，３００万円 

増築費 

２分の１ 増築 

１，１５０万円  
※５人以上の定員増を伴う増築、体調不調児のための安静室

等の整備 、要件を満たす施設にするための増築 

２分の１×（増加する

定員）/（建替え後の

施設の定員） 建替え 

２，３００万円    

※５人以上の定員増を伴う建替え 

２分の１ 
２，３００万円    

※要件を満たす施設にするための建替え 

運営費 

（大企業）  

１年目～５年目 

 ２分の１ 

６年目～10 年目 

 ３分の１ 

（中小企業） 

１年目～５年目 

 ３分の２ 

６年目～10 年目 

 ３分の１         

  １年目～５年目 ６年目～10 年目 

通常型 
規模に応じ  

最高６９９万６千円 

規模に応じ 

最高 ４６６万４千円  

時間延長型
規模に応じ 

最高９５１万６千円  

規模に応じ 

最高６３４万４千円  

深夜延長型
規模に応じ 

最高１，０１４万６千円  

規模に応じ 

最高６７６万４千円 

体調不調児

対応型 

上記それぞれの型の運

営に係る額＋１６５万円 

上記それぞれの型の運

営に係る額＋１１０万円

保育遊具等 

購入費  

自己負担金１０万円 

を控除した額 
４０万円 

※施設要件等：①乳幼児の定員が１０人以上であり、１人当たりの面積が原則として７㎡以上であること。 

②原則として児童福祉最低基準の要件を満たしていること。 

労働者のための保育施設を事業所内に設置する事業主又は事業主団体に対し、

その設置、運営（運営開始後最長 10 年間）、増築及び保育遊具等購入に係る費用

の一部を助成します。 

30.両立支援助成金 
（事業所内保育施設設置・運営等支援助成金） 

保育施設を事業所内に設置し、運営する場合の助成金 

雇用管理改善 両立支援助成金（事業所内保育施設設置・運営等支援助成金 ・子育て期短時間勤務支援助成金 ） 
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③設置場所は、事業所の敷地内、近接地、労働者の通勤経路・居住地の近接地であり、継続的

利用が見込まれるものであること。 

④利用者は、原則として、その雇用する労働者又はその雇用する労働者以外の雇用保険の被保

険者である労働者であること。 
 受給手続き                              

○ 支給を受けるには、下記の申請期間に必要な書類を添えて支給申請書を都道府県労働局に提

出する必要があります。 

※郵送により提出する場合は、簡易書留郵便とし、申請期間末日の消印まで有効。 

設置費・増築費・保育遊具等購入費： 

運営開始（再開）日が７月１から１２月３１日までの場合は１月１日から１月３１日まで、運営開始（再開）

日が１月１から６月３１日までの場合は７月１日から７月３１日まで（保育遊具等購入費は設置費又は増築費

と同時に申請する場合に限ります。） 

運営費：毎年１月１日から１２月３１日までの該当期間について翌年の１月１日から１月３１日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利用にあたっての注意点                      

○ 設置費及び増築費は、建築の専門家による査定を経て支給額を決定するため、実際に建築に

要した費用に助成率を掛けた額が支給額となるものではありません。 

○ 事業所内保育施設は児童福祉法の認可外保育施設に該当しますので、その運営や保育内容等

は、都道府県等の指導の対象となります。事業所内保育施設の設置に当たっては、助成金の申

請前に都道府県等に相談を行うようにしてください。 

○ 同一の事業所内保育施設について、国等から設置費に係る助成金等を受給している又は受給

しようとしている事業主等は、この助成金を重複して受給することはできません。 

○ 設置費又は増築費の支給を受けた事業所内保育施設を廃止等した場合には、国庫納付に関す

る条件が付されない場合を除き、助成金の全部又は一部を返還していただくことになります。 

○ 助成金の支給申請には、育児・介護休業法に規定する育児休業、所定外労働の制限及び所定

労働時間の短縮措置を労働協約又は就業規則に定め、実施している必要があります。また、一

般事業主行動計画の策定・届出・公表・周知をおこなっていることが必要となります。 

【設置費・増築費・保育遊具等購入費－例：運営開始（再開）日が１月１日から６月３０日までの場合】

運営開始日 

6/30 1/1 ６か月

支給対象期間 

1/1 12/31 1/1

支給対象期間 

１年間 
1/31 １か月

支給申請期間

【運営費－例：運営開始日が１月１日の場合】 

支給申請期間

7/1 7/31
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 助成内容                                 

少なくとも小学校就学の始期に達するまでの子（小規模事業主においては、少なくとも３歳に

達するまでの子）を養育する労働者が利用できる短時間勤務制度を労働協約又は就業規則により

制度化しており（複数の事業所を有する事業主にあってはすべての事業所において制度化してい

ることが必要です。）、雇用保険の被保険者として雇用する小学校第３学年修了までの子を養育す

る労働者が短時間勤務制度を連続して６か月以上利用し、その翌日から引き続き雇用保険の被保

険者として１か月以上雇用し、かつ、支給申請日に雇用している場合に、１事業主当たり下表に

掲げる額を支給します。 

①制度利用労働者が最初に生じ

た場合 

小規模事業主 ７０万円 

中規模事業主 ５０万円 

大規模事業主 ４０万円 

②２人目以降の制度利用労働者

が生じた場合 

小規模事業主 ５０万円 

中規模事業主 ４０万円 

大規模事業主 １０万円 

※小規模事業主：常時１００人を超えない労働者を雇用する事業主をいいます。 

 中規模事業主：常時１００人を超える労働者を雇用し、常時雇用する労働者の数が３００人を超えない事業主をいいます。 

 大規模事業主：常時雇用する労働者の数が３００人を超える事業主をいいます。 

※２人目以降の支給対象労働者は、同一の子を養育する同一の労働者を除きます。 

※最初の支給対象労働者が生じた日の翌日から５年以内、１事業主当たり延べ１０人（小規模事業主は５人）までの支給となり

ます。 

 

【支給対象となる短時間勤務】 

 次の１から３までのいずれかに該当するものであること。 

１ １日の所定労働時間を短縮する短時間勤務（１日の所定労働時間が７時間以上の者について、

１日の所定労働時間を１時間以上短縮しているものに限られます。） 

２ 週又は月の所定労働時間を短縮する短時間勤務（１週当たりの所定労働時間が３５時間以上

少なくとも小学校就学の始期に達するまでの子（小規模事業主においては、少なくとも３歳

に達するまでの子）を養育する労働者が利用できる短時間勤務制度を労働協約又は就業規則に

規定し、労働者がこれらの制度を連続して６か月以上利用した場合に事業主に対して助成金を

支給します。 

雇用管理改善 両立支援助成金（事業所内保育施設設置・運営等支援助成金 ・子育て期短時間勤務支援助成金） 

30.両立支援助成金 
（子育て期短時間勤務支援助成金） 

短時間勤務制度を設けて子育て期の労働者が利用した場合の助成金
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の者について、１週当たりの所定労働時間を１割以上短縮しているものに限られます。） 

３ 週又は月の所定労働日数を短縮する短時間勤務（１週当たりの所定労働時間が５日以上の者

について、１週当たりの所定労日数を１日以上短縮しているものに限られます。） 

 

 受給手続き                            

○ 支給を受けるには、労働者が短時間勤務を連続して６か月以上利用し、引き続き雇用保険の

被保険者として１か月以上雇用した日の翌日から３か月以内に、必要な書類を添えて支給申請

書を、都道府県労働局に提出する必要があります。 

※郵送により提出する場合は、簡易書留郵便とし、申請期間末日の消印まで有効。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 利用にあたっての注意点                      

○ 育児・介護休業法に規定する育児休業、所定外労働の制限及び所定労働時間の短縮措置につ

いて、労働協約又は就業規則に定め、実施していることが必要です。 

○ 一般事業主行動計画を策定・届出・周知・公表していることが必要です。 

 

○ 支給申請に係る短時間勤務を連続して６か月以上利用した労働者を、短時間勤務開始日に、

雇用保険の被保険者として雇用していたことが必要です。 

○ 短時間勤務制度の対象となる子の年齢は、少なくとも小学校就学の始期に達するまで（小規

模事業主においては、少なくとも３歳に達するまで）のすべての子を対象とする制度である必

要があります。 

○ 平成２２年３月３１日以前に利用を開始した労働者について子育て期の短時間勤務支援コー

ス又は中小企業子育て支援助成金（短時間勤務制度についての助成に係るものに限ります。）を

受給している場合には支給対象労働者が最初に生じた日の翌日から５年間を限度とし、既に支

給を受けている労働者の数を通算します。 

○ 子育て期の短時間勤務支援コースの支給を受けることのできる事業主が、同一の子を養育す

る同一の労働者について、中小企業子育て支援助成金の支給を受けている場合又は受けようと

する場合には、子育て期の短時間勤務支援コースは支給対象となりません。 

 

【例：短時間勤務開始日が１０月１日の場合】

短時間勤務開始日 支給申請期間 

5/1～7/31 

10/1 
3/31 4/30 

5/1 7/31

短時間勤務６か月以上

4/1 

１か月以上雇用

３か月 
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 助成内容                             

 常時雇用する労働者数が３００人以下の事業主で、３か月以上の育児休業取得者の休業期間中

に代替要員を３か月以上派遣若しくは雇用により新規に確保し、かつ育児休業取得者を当該休業

終了後に原職等に復帰させており、当該育児休業終了後引き続き雇用保険の被保険者として、６

か月以上雇用している場合に、次に掲げる額を支給します。 

○支給額 

対象育児休業取得者１人当たり１５万円 

※ １の年度において１事業主当たり延べ１０人まで 

 

 受給手続き                            

○ 育児休業終了日の翌日から起算して６か月を経過した日の翌日から３か月以内に、申請事業

主の本社等の所在地を管轄する労働局長宛てに、必要書類を提出してください。  

支給申請は、制度利用労働者が出た事業所にかかわらず、本社等が行ってください。  

郵送で提出する場合は、簡易書留郵便とし、申請期間末日の消印まで有効です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

育児休業終了後、育児休業取得者を原職又は原職相当職（以下「原職等」といいます。）に

復帰させる旨の取り扱いを労働協約又は就業規則に規定し、育児休業取得者の代替要員を確保

し、かつ育児休業取得者を原職等に復帰させた事業主に、一定額を助成します。 

雇用管理改善 中小企業両立支援助成金（代替要員確保コース・休業中能力アップコース・継続就業支援コース・中小企業子育て支援

助成金） 

31.中小企業両立支援助成金 
（代替要員確保コース） 

育児休業取得者の代替要員を確保し、原職等に復帰させた場合の助成金

開
始
日 

育
児
休
業

復
帰
日 

原
職
等 

支給申請期間 

5/1～7/31 

4/30 

5/1

8/1 11/1 

7/31

育児休業３か月以上 

代替要員確保３か月以上 

６か月以上雇用 

３か月 

【例：育児休業開始日が８月１日の場合】 
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 利用にあたっての注意点                       

○ 育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業の制度および育児のための短時間勤務制

度について、労働協約または就業規則に規定していることが必要です。 

 

○ 一般事業主行動計画を策定し、その旨を都道府県労働局長に届け出ていること。また、その

一般事業主行動計画を公表し、労働者に周知させるための措置を講じていることが必要です。 

 

○ 支給申請に係る対象労働者を育児休業（産後休業の終了後引き続き育児休業をする場合には

産後休業）の開始日に雇用保険の被保険者として雇用していたことが必要です。 

○ 原職相当職は、①休業後の職制上の地位が休業前より下回っていないこと、②休業前と休業

後の職務内容が異なっていないこと、③休業前、休業後ともに同一事業所に勤務していること

が必要です。 

※休業前に支給されていた職位に係る手当等が休業後に支給されていない場合は、職制上の地位が同等とはいえません。また、

職場復帰後、短時間労働者として新たに雇用契約を締結しており、月給制を時給制に変更する等給与形態が変更されている

場合は、対象労働者本人の希望によるものであっても原職相当職とはいえません。 

○ ３か月以上の育児休業期間とは、連続して１か月以上休業した期間が、合計して３か月以上

あることが必要です。また、３か月以上の代替要員を確保した期間とは、対象労働者の産前・

産後休業期間中に雇い入れられた場合であっても、対象労働者の育児休業期間中に３か月以上

の代替要員の雇用期間がなければ、支給対象となりません。 

○ 対象労働者の育児休業期間中に、断続的に代替要員が確保された場合は、連続して１か月以

上確保された期間が、合計して３か月以上であることが必要です。  
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 助成内容                                 

常時雇用する労働者数が３００人以下の事業主又は主として常時雇用する労働者数が３００人

以下の事業主により構成される事業主団体で、育児休業期間が３か月以上の育児休業者（産後休

業終了後引き続き育児休業をした場合は、産後休業期間を含みます。）又は介護休業期間が１か

月以上の介護休業者（以下「対象労働者」といいます。）に対して、下表１の職場復帰プログラ

ムを１つ以上実施している場合に職場復帰プログラムの内容・実施期間に応じて下表２に揚げる

額を、下表３の限度額まで支給します。 

表１ 

①在宅講習 

（支給限度１２か月）１か月以上実施 

・事業主・事業主団体が作成した教材又は選定した教育訓練施設の講座の教材
等を用いて、休業期間中のあらかじめ設定された期間に休業者の自宅等にお
いて実施 

・休業者の現在の仕事又は近く就く予定の仕事に関連した講習 

②職場環境適応講習 
（支給限度１２日）月１日実施 

・休業期間中に、事業主・事業主団体自ら実施 
・休業者が、休業期間中に職業能力の維持回復を図るために受ける講習等 

③職場復帰直前講習 
（支給限度１２日）育児休業終了前３

か月間又は介護休業終了前１か月間

に３日以上実施 

・休業期間中に、事業主・事業主団体が自ら実施又は選定した教育訓練施設で
実施 

・休業者の職場適応性や職業能力の維持回復を図るために、指導担当者の下に
実施される講習等 

④職場復帰直後講習 
（支給限度１２日）休業終了後１か月

間に３日以上実施 

・復帰後に、事業主・事業主団体が自ら実施又は選定した教育訓練施設で実施
・職場復帰直前講習と同様、休業者の職場適応性や職業能力の維持回復を図る

ために指導担当者の下に実施される講習等 

表２ 
【支給対象労働者１人当たり支給額】 

プログラム別支給単価 中小企業 

在宅講習 1 月当たり 9,000 円 

職場環境適応講習 1 日当たり 4,000 円 

職場復帰直前講習 1 日当たり 5,000 円 

職場復帰直後講習 1 日当たり 5,000 円 

※各プログラムについて、支給単価に実施した月数又は日数を乗じた金額を支給します。 

【プログラム開発作成費】※（ ）は情報提供を行った場合の支給額 

中小企業 

13,000 円（20,000 円） 

表３ 

支給対象労働者１人当たり （限度額） 21 万円 

※支給は、１事業主当たり育児休業者、介護休業者それぞれ延べ 20 人までです。 

 

育児休業又は介護休業取得者がスムーズに職場復帰できるよう、職場適応性や

職業能力の維持回復を図る措置（職場復帰プログラム）を実施した事業主・事業

団体に支給します。 

雇用管理改善 中小企業両立支援助成金（代替要員確保コース・休業中能力アップコース・継続就業支援コース・中小企業子育て支援

助成金） 

31.中小企業両立支援助成金 
（休業中能力アップコース） 

育児・介護休業取得者に対する職場復帰プログラムを実施した場合の助成金
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 受給手続き                                

○ 育児休業または介護休業終了日の翌日から起算して１か月を経過した日の翌日から３か月以

内に、申請事業主の本社等の所在地を管轄する労働局長宛てに、下記の必要書類を提出してく

ださい。  

支給申請は、制度利用労働者が出た事業所にかかわらず、本社等が行ってください。 

郵送による提出の場合は、簡易書留郵便とし、申請期間末日の消印まで有効です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利用にあたっての注意点                       

○ 育児休業取得者の職場復帰プログラムの場合は、育児・介護休業法第２条第１号に規定する

育児休業の制度および育児のための短時間勤務制度について、介護休業取得者の職場復帰プロ

グラムの場合は、育児・介護休業法第２条第２号に規定する介護休業の制度および介護のため

の所定労働時間の短縮等の措置について、労働協約または就業規則に規定していることが必要

です。 

○ 一般事業主行動計画を策定し、その旨を都道府県労働局長に届け出ていること。また、その

一般事業主行動計画を公表し、労働者に周知させるための措置を講じていることが必要です。 

 

○ 支給申請に係る対象労働者を育児休業（産後休業終了後引き続き育児休業をする場合には、

産後休業）又は介護休業の開始日に雇用保険の被保険者として雇用していたことが必要です。 

○ 支給対象となる措置は、労働者の勤続年数、休業期間、業務内容等を踏まえた休業後の円滑

な職場復帰に資する内容のものであることが必要です。したがって、実施された講習が、支給

対象労働者の職種と関連性が認められること、職務の熟練度に合った内容であること、職場適

応性の観点から適切な内容であること等が必要です。また、休業する労働者に受講を強制して

いないことが必要です。 

○ 職場復帰直前及び直後講習は、支給対象労働者が、事業所、事業主団体の事務局又は事業主

等が選定した教育訓練施設に出向いて、指導担当者の指導の下に実施される講習である必要が

あり、業務の遂行や業務の引継ぎそのものは支給対象となりません。 

【例：休業開始日がそれぞれ２月１日、４月１日の場合】 

4/30 5/1 5/29

5/30 8/29

4/1 

介護休業１か月以上

休業開始日 職場復帰 
支給申請期間 5/30～8/29 

３か月 

①在宅講習 

②職場環境適応講習 

③職場復帰直前講習 

④職場復帰直後講習

 03/4  1/5
2/1 5/29

5/30 8/29 

育児休業３か月以上 

休業開始日 職場復帰 

支給申請期間 5/30～8/29

３か月 

１か月以上雇用

１か月以上雇用
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 助成内容                             

常時雇用する労働者の数が１００人以下の事業主で、育児休業期間が６か月以上の育児休業者

（産後休業終了後引き続き育児休業をした場合は、産後休業期間を含みます。）を原職等に復帰

させており、かつ、次の１に定める育児休業制度等職業生活と家庭生活との両立を支援するため

の制度の内容の理解と利用促進のための研修を実施した事業主に、次の２に掲げる額を支給しま

す。 

１ 研修の内容 

・ 管理職等を含む全ての雇用保険被保険者が受講していること 

・ 事業所の育児休業制度、育児のための短時間勤務制度、その他職業生活と家庭生活の両立

を支援するための制度の内容の理解と利用促進のための説明を含むこと  

・ 研修時間は２時間以上とすること 

・ 支給申請日までの過去１年間に１回以上開催したこと 

(受講者を事業所や職種などで分割して実施することは差し支えない) 

２ 支給額  １人目：４０万円、２人目から５人目まで：１５万円 

 受給手続き                            

○ 育児休業終了日(子の１歳の誕生日を超えて育児休業を取得した場合子の１歳の誕生日の前

日の前日)の翌日から起算して１年を経過した日の翌日から３か月以内に、申請事業主の本社等

の所在地を管轄する労働局長宛てに、下記の必要書類を提出してください。  

支給申請は、制度利用労働者が出た事業所にかかわらず、本社等が行ってください。 

郵送による提出の場合は、簡易書留郵便とし、申請期間末日の消印まで有効です。 

 利用にあたっての注意点                       

○ 育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業の制度および育児のための短時間勤務制

度についての労働協約または就業規則への規定や、一般事業主行動計画の策定、届出、公表及

び労働者へ周知させるための措置を講じていることが必要です。 

 

○ 支給申請に係る対象労働者を育児休業（産後休業の終了後引き続き育児休業をする場合には

産後休業）の開始日に雇用保険の被保険者として雇用していたことが必要です。 

  

育児休業終了後、育児休業取得者を原職等に復帰させ､育児休業等職業生活と家庭生活との両

立を支援するための制度を利用しやすい職場環境の整備のため、研修等を実施したとき。  

※初めて育児休業を終了した労働者が平成23年10月１日以降に出た事業主が対象  

雇用管理改善 中小企業両立支援助成金（代替要員確保コース・休業中能力アップコース・継続就業支援コース・中小企業子育て支援

助成金） 

育児休業等職業生活と家庭生活との両立を支援するための制度を利用しやすい職場環境の整備のため、研修等を実施した場合の助成金

31.中小企業両立支援助成金 

（継続就業支援コース） 
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 助成内容                             

○ 以下のいずれにも該当する常時雇用する労働者の数が１００人以下の事業主に支給します。 

１ 育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業の制度および育児のための短時間勤務制

度について、労働協約または就業規則に規定していること。 

２ 一般事業主行動計画を策定し、その旨を都道府県労働局長に届け出ていること。また、その

一般事業主行動計画を公表し、労働者に周知させるための措置を講じていること。 

３ 助成金の支給申請の対象となる労働者に対し、書面等（育児休業取扱通知書など）により一

定の事項を通知していること（対象従業員が育児休業を平成 22 年６月 30 日以後に開始した場

合に限る。）（※）一定の事項とは次のとおりです。① 育児休業申出を受けた旨 ② 育児休業開始予定日及び育児休業終

了予定日 ③ 育児休業申出を拒む場合には、その旨及びその理由 

４ 当該企業において雇用保険の被保険者として雇用する労働者であって、平成１８年４月１日

以後に、初めて育児休業を取得した者が出たこと。 

５ 対象となる労働者が一定の要件を満たしていること。（※）一定の要件とは次のとおりです。① 雇用保

険の被保険者資格：子の出生の日まで、雇用保険の被保険者として１年以上継続雇用されていること。② 休業取得期間：平

成１８年４月１日以後、１歳までの子を養育するため６か月以上育児休業(産後休業の終了後引き続き育児休業をした場合に

は、産後休業を含め６か月以上)を取得し、かつ、平成２３年９月３０日までに終了したこと。③ 復職後：育児休業終了日の

翌日から起算して１年以上雇用保険の被保険者として継続して雇用されたこと。 

○ 支給額  １人目：７０万円、２人目から５人目まで：５０万円 
※ 同一の労働者が上記６に複数回該当する場合等は、当該労働者が最初に該当する場合のみ支給対象となります。 

 受給手続き                            

○ 育児休業終了日(子の１歳の誕生日を超えて育児休業を取得した場合子の１歳の誕生日の前

日の前日)の翌日から起算して１年を経過した日の翌日から３か月以内に、申請事業主の本社等

の所在地を管轄する労働局長宛てに、下記の必要書類を提出してください。  

支給申請は、制度利用労働者が出た事業所にかかわらず、本社等が行ってください。 

郵送による提出の場合は、簡易書留郵便とし、申請期間末日の消印まで有効です。 

 利用にあたっての注意点                       

○ 平成２２年３月３１日より前に本助成金の支給対象となる労働者が出た事業主については、

経過措置として育児休業者と短時間勤務利用者を合わせて５人目までに次の額を支給します。 

・育児休業：５０万円 ・短時間勤務：利用期間に応じ、４０万円、６０万円又は８０万円 

※同一労働者が複数回該当する場合は、当該労働者が最初に該当する場合のみ支給対象となります。 

一定の要件を備えた育児休業を実施する中小企業事業主に対して、休業取得者が初めて出た

場合に一定額を助成金します。※平成23年９月30日までに休業を終了した労働者までが対象  

雇用管理改善 中小企業両立支援助成金（代替要員確保コース・休業中能力アップコース・継続就業支援コース・中小企業子育て支援

助成金） 

中小企業において初めて育児休業者が出た場合の助成金 

31.中小企業両立支援助成金 

（中小企業子育て支援助成金） 
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 助成内容                             

種   類 概     要 助成率及び限度額 

認定訓練 

経費助成 

中小建設事業主等が都道府県から職

業能力開発促進法による認定訓練を

行った場合、経費の一部を助成 

1人1月(コース又は単位)当たり1,800

円から25,000円を限度(訓練の課程に

より助成額が異なります。） 

賃金助成 

中小建設事業主が雇用する建設労働

者に勤務扱いで認定訓練を受講させ

た場合、賃金の一部を助成 

1人 1日当たり 5,400円又は 7,000円を

限度(訓練の課程により助成額が異な

ります。) 

技能実習 

経費助成 

中小建設事業主等が雇用する建設労

働者に技能実習を行う場合又は登録

教習機関で行う技能講習等を受講さ

せた場合、経費の一部を助成 

一の技能実習について1日13万円（訓練

内容により20万円）かつ20日分を限度 

賃金助成 

中小建設事業主が雇用する建設労働

者に勤務扱いで技能実習等を受講さ

せた場合、賃金の一部を助成 

一の技能実習等について1人1日当たり

7,000円（上限）かつ20日分を限度 

通信教育訓練 経費助成 

中小建設事業主が雇用する建設労働

者に通信制による教育訓練を受講さ

せた場合、経費の一部を助成 

一の教育訓練の受講料(教科書代・教材

費含む)の1/2、1人当たり10万円を限度

建設広域 

教育訓練 

経費助成 

広域的職業訓練法人が建設工事にお

ける作業に係る職業訓練の推進のた

めの活動を行った場合、経費の一部を

助成 

支給対象経費の2/3、一事業年度9,000

万円を限度（職業訓練の規模により、

7,500万円、6,000万円又は4,500万円を

限度） 

施設等 

設置整備 

広域的な職業訓練法人が認定訓練の

実施に必要な施設又は設備の設置又

は整備を行った場合、経費の一部を助成

成

設置又は整備費用の1/2、3億円を限度 

受講援助 

中小建設事業主が雇用する建設労働

者に広域的職業訓練を受講させた場

合、旅費の一部を助成 

受講のために旅費として負担した額の

1/2  

建設業 

人材育成支援 
経費助成 

建設業の事業主団体が小学校、中学

校、高等学校等のキャリア教育への支

援を行う場合、経費の一部を助成 

支給対象費用の2/3、800万円を限度（事

業ごとに別に定める限度額あり） 

建設労働者の技能の向上のため教育訓練を行った場合の助成金 

雇用管理改善 人材確保等支援助成金（建設教育訓練助成金・建設雇用改善推進助成金） 

中小建設事業主等が、建設労働者の技能の向上のために教育訓練を行った場合

の経費及び賃金の一部を助成するとともに、中小建設事業主団体又はその連合団

体が、小学校、中学校、高校等におけるキャリア教育への支援を行った場合、経

費の一部を助成します。 

32.人材確保等支援助成金（建設教育訓練助成金） 
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 受給手続き                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注．助成金の種類によってはこの受給手続き、申請時期と異なる場合があります。 

 

 利用にあたっての注意点                      

○ 建設事業を行う、雇用保険の適用事業所が対象となります。 

○ 本助成金の利用に当たっては、あらかじめ、事業計画の届出等が必要となる場合があります。 

○ 事業所が複数に分かれており、それぞれの事業所において雇用保険に加入している場合、各

事業所の代表者が事業所を管轄する都道府県労働局又はハローワークに申請する必要があり

ます。 

○ 技能実習を登録教習機関に委託する場合も助成対象となります。 

○ 「建設業人材育成支援」については、事業主団体の構成事業主に占める建設事業主の割合、

雇用保険の加入割合等により対象とならない場合があります。 

○ 「建設業人材育成支援」については、事業の目標や実施内容等に関する計画（建設業人材育

成支援実施計画）を策定し、「建設業人材育成支援協議会」を設置・運営する必要があります。 

  

種類 概要 助成率及び限度額 

建設業新分野教

育訓練助成金 

経費助成 

中小建設事業主が、建設労働者を継続

して雇用しつつ建設業以外の新分野

事業に従事させるために必要な教育

訓練を実施した場合、経費の一部を助

成 

教育訓練に要した経費の2/3、１日当た

り20万円、60日分を限度 

賃金助成 

中小建設事業主が、建設労働者を継続

して雇用しつつ建設業以外の新分野

事業に従事させるために必要な教育

訓練を実施した場合、賃金の一部を助

成 

1人1日当たり7,000円、60日分を限度 

 

 

 

 

中小建設事業主等 

 

 

管轄する都道府県

労働局又はハロー

ワーク 

① 事業計画の届出等

② 助成金の支給申請

③ 支給決定通知・助成金の送金
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 助成内容                                   

○建設事業主 

中小建設事業主が建設労働者の雇用改善のための計画を作成し、管轄する都道府県労働局又

はハローワークへ届け出るとともに、当該計画に従って雇用改善の取組を実施した場合、助成

金を支給します。 

 

○建設事業主団体 

中小建設事業主の団体又はその連合団体が傘下企業の雇用管理の改善が必要と思われる項目

について、数値目標を設定し、管轄する都道府県労働局又はハローワークに届け出るとともに、

その目標達成のために必要な事業を実施した場合、助成金を支給します。 

 

  

事 業 区 分 助成率及び限度額 

１ 雇用管理責任者の選任・配置等（原則実施）     

２ 募集・採用を円滑に行うための新たな取組     

３ 高齢労働者・女性労働者の活躍を推進する取組   

４ 魅力ある職場づくりのための取組         

５ 期間雇用労働者の雇用改善            

６ 雇用管理改善のための社会保険労務士等の活用 

助成率： 

１ 研修実施経費 10万円/1日（6日分限度） 

    研修受講に係る賃金 7千円/1人1日（6日分限度）

２～６ 実施経費の合計額の1/2 

（６の助成は50万円を限度） 

助成限度額：１～６ 合計で200万円  

事 業 区 分 助成率及び限度額 

１ 雇用管理改善の促進 

２ 能力開発の促進 

３ 職業生活環境整備・健康管理の促進  

４ 体系的な処遇改善の推進 

５ 教育訓練の共同化・広域化の推進 

６ 再就職・建設業入職支援の促進 

７ 若年者の採用・定着の促進 

８ 高齢労働者・女性労働者の活躍の促進 

９ 通年雇用のための支援  

１０ １～９の事業に関する調査研究 

【全国団体】 

助成率:１～１０ 実施経費の合計額の2/3 

助成限度額：１～１０ 合計で1,600万円 

 

【地域団体】 

助成率:１～３、１０ 実施経費の合計額の1/2 

       ４～９ 実施経費の合計額の2/3  

助成助成額：１～１０ 合計で500万円 

 

中小建設事業主又は建設業の事業主団体が、建設労働者の雇用改善のための計

画を作成し、当該計画に従って、雇用改善の取組を行った場合の経費及び賃金の

一部を助成します。 

人材確保等支援助成金（建設教育訓練助成金・建設雇用改善推進助成金） 

建設労働者の雇用の改善を行った場合の助成金 

32.人材確保等支援助成金（建設雇用改善推進助成金） 

雇用管理改善 
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 受給手続き                             

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 利用にあたっての注意点                      

○ 本助成金の利用に当たっては、あらかじめ、届出等が必要となります。 

○ 建設事業主においては、建設事業を行う、雇用保険の適用事業所が対象となります。 

○ 建設事業主においては、事業所における雇用管理の現状・課題、その解決に向けて取り組む

事項等及び事業の内容等に関する計画（雇用改善推進事業計画）を作成する必要があります。 

○ 建設事業主団体においては、構成事業主に占める建設事業主の割合、中小建設事業主の割合

及び雇用保険の加入割合等により対象とならない場合があります。 

○ 建設事業主団体においては、３年間の事業計画を作成するとともに、３年後に達成しようと

する目標値を設定する必要があります。 

 

 

（事業主） 

中小建設事業主等 

（団体） 

建設業の事業主団

体 

 

 

管轄する都道府県

労働局又はハロー

ワーク 

① 事業計画の届出等

② 助成金の支給申請（四半期ごと）

③ 支給決定通知・助成金の送金
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 助成内容                             

［注］認定申請書の提出期限：①の助成金は作業施設等の設置・整備に係る契約（発注）日の前日の２ヶ月前まで  

②の助成金は作業施設等の賃貸借契約日の翌日の 3ヶ月後まで 

 

助 成 金 対象となる障害者 助成率 限 度 額 支給期間

①第１種作業施設設置等助成金 

○作業施設、作業設備等の設置

又は整備 

 

・身体障害者 

・知的障害者 

・精神障害者 

・中途障害者 

 

 

※上記の障害者である在宅勤

務者 

２/３ 

・障害者１人につき 450 万円 

・作業設備の場合 

 障害者１人につき 150 万円 

（中途障害者の場合は１人につ

き 450 万円） 

・短時間労働者(重度身体障害者、

重度知的障害者又は精神障害者

を除く)である場合の限度額は 1

人につき上記の半額 

（１事業所あたり一会計年度につ

き合計 4,500 万円） 

 

②第２種作業施設設置等助成金 

○作業施設、作業設備等の賃借 
・障害者 1 人につき月 13 万円 

・作業設備の場合 

 障害者１人につき月５万円 

（中途障害者の場合は１人につ

き１３万円） 

・短時間労働者(重度身体障害者、

重度知的障害者又は精神障害者

を除く)である場合の限度額は 1

人につき上記の半額 

 

３年間 

作業施設、作業設備等の整備等を行う事業主の方への助成金 

雇用管理改善 
障害者雇用納付金制度に基づく助成金（障害者作業施設設置等助成金、障害者福祉施設設置等助成金、 

障害者介助等助成金、職場適応援助者助成金、重度障害者等通勤対策助成金、

重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金、障害者能力開発助成金） 

障害者を労働者として雇い入れるか継続して雇用している事業主が、その障害

者が作業を容易に行うことができるよう配慮された作業施設、就労を容易にする

ために配慮されたトイレ、スロープ等の附帯施設又は作業を容易にするために配

慮された作業設備の設置又は整備を行う場合に、その費用の一部を助成します。

33.障害者作業施設設置等助成金 
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 受給手続き                            

○受給資格認定申請の手続き 

（１）助成金を受けようとする事業主又は社会福祉法人等（以下「事業主等」という。）は、定め

られた期間内に、障害者助成金受給資格認定申請書及び助成金ごとに定められている添付書

類を、申請に係る事業所が所在する都道府県の（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構（以

下「機構」という。）地域障害者職業センター雇用支援課（東京、大阪は窓口サービス課）（以

下「高齢・障害者雇用支援センター」という。）に提出して下さい。 

（２）助成金の受給資格の認定にあたり、支給請求書を一定期間内に提出すること、その他機構

が必要と定める事項を遵守することを認定の条件とします。 

 

○支給請求の手続き 

（１）受給資格の認定を受け、助成金の支給を受けようとする事業主等は、定められた期間内に、

障害者助成金支給請求書及び助成金ごとに定められた添付書類を認定申請書を提出した高

齢・障害者雇用支援センターに提出して下さい。 

（２）助成金の支給にあたり、支給に係る施設等を一定期間以上支給対象障害者のために使用す

ることなど、機構が必要と定める事項を遵守することを支給の条件とします。 

 

手続きの流れ図 

①認定申請 ③申請内容の審査、認定

④認定決定通知書送付

⑥支給申請 ⑧請求内容の審査、支給決定

⑨支給決定通知書送付

⑤施設等の設置または整備の
   着手・完了、介助者等による
   措置の実施※

⑦受付、請求書の点検・確認、
   請求書送付

⑩　送金

申請事業主
高齢・障害者雇用

支援センター
機構本部

②受付、申請書の点検･確認、
　 申請書送付

 
※ この場合の「着手」とは、設置又は整備の発注･契約をいい、「完了」には、代金の支払いの完了も含まれます。

また、介助者等による措置の実施には、「措置」に要した費用の支払いも含まれます。 

 

 利用にあたっての注意点                      

 偽り、その他不正の行為により助成金の支給を受けた事業主等に対しては、延滞金を賦し返還

を求めることとなります。 

 なお、申請等に不明な点がある場合は、助成金を支給できないことがあります。 

また、支給の条件に違反した場合又は助成金を受給した事業主等の責めに帰すべき事由がある

場合には、受給した助成金の一部又は全部を返還していただきます。 
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 助成内容                             

対象となる障害者 助成率 限 度 額 

・身体障害者   

・知的障害者  ・精神障害者   

・中途障害者 

※上記の障害者である在宅勤務者 
１/３ 

・障害者 1 人につき 225 万円 

・短時間労働者（重度身体障害者、重度知的障害者又

は精神障害者を除く）である場合の限度額は 1 人につ

き上記の半額 

（1事業所又は事業主の団体1団体あたり一会計年度

につき合計 2,250 万円） 

［注］認定申請書の提出期限：福祉施設等の設置・整備に係る契約（発注）日の前日の 2ヶ月前まで 

 

 受給手続き                            

○受給資格認定申請の手続き 

（１）助成金を受けようとする事業主又は社会福祉法人等（以下「事業主等」という。）は、定め

られた期間内に、障害者助成金受給資格認定申請書及び助成金ごとに定められている添付書

類を、申請に係る事業所が所在する都道府県の（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構（以

下「機構」という。）地域障害者職業センター雇用支援課（東京、大阪は窓口サービス課）（以

下「高齢・障害者雇用支援センター」という。）に提出して下さい。 

（２）助成金の受給資格の認定にあたり、支給請求書を一定期間内に提出すること、その他機構

が必要と定める事項を遵守することを認定の条件とします。 

 

○支給請求の手続き 

（１）受給資格の認定を受け、助成金の支給を受けようとする事業主等は、定められた期間内に、

障害者助成金支給請求書及び助成金ごとに定められた添付書類を認定申請書を提出した高

齢・障害者雇用支援センターに提出して下さい。 

（２）助成金の支給にあたり、支給に係る施設等を一定期間以上支給対象障害者のために使用す

ることなど、機構が必要と定める事項を遵守することを支給の条件とします。 

 

 

雇用管理改善 

福利厚生施設の整備等を行う事業主の方への助成金 

障害者を労働者として雇い入れるか継続して雇用している事業主又はその事

業主を構成員とする事業主団体が、障害者の福祉の増進を図るため、障害者が利

用できるよう配慮された保健施設、給食施設、教養文化施設等の福利厚生施設の

整備等を行う場合に、その費用の一部を助成します。 

33.障害者福祉施設設置等助成金 

障害者雇用納付金制度に基づく助成金（障害者作業施設設置等助成金、障害者福祉施設設置等助成金、 

障害者介助等助成金、職場適応援助者助成金、重度障害者等通勤対策助成金、

重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金、障害者能力開発助成金） 
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手続きの流れ図 

 

①認定申請 ③申請内容の審査、認定

④認定決定通知書送付

⑥支給申請 ⑧請求内容の審査、支給決定

⑨支給決定通知書送付

⑤施設等の設置または整備の
   着手・完了、介助者等による
   措置の実施※

⑦受付、請求書の点検・確認、
   請求書送付

⑩　送金

申請事業主
高齢・障害者雇用

支援センター
機構本部

②受付、申請書の点検･確認、
　 申請書送付

 
※ この場合の「着手」とは、設置又は整備の発注･契約をいい、「完了」には、代金の支払いの完了も含まれます。

また、介助者等による措置の実施には、「措置」に要した費用の支払いも含まれます。 

 

 利用にあたっての注意点                      

 偽り、その他不正の行為により助成金の支給を受けた事業主等に対しては、延滞金を賦し返還

を求めることとなります。 

 なお、申請等に不明な点がある場合は、助成金を支給できないことがあります。 

また、支給の条件に違反した場合又は助成金を受給した事業主等の責めに帰すべき事由がある

場合には、受給した助成金の一部又は全部を返還していただきます。 
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 助成内容                             

助 成 金 対象となる障害者 助成率 限 度 額 支給期間

①重度中途障害者等職場適応助

成金 

○中途障害者の職場復帰を促進す

るための職場適応措置の実施 

･中途障害者である重度身体障害者 

･中途障害者である４５歳以上の身体

障害者 

･中途障害者である精神障害者 

・上記の障害者である在宅勤務者 

 ･障害者１人あたり 月３万円 

（短時間労働者にあっては月２万円） 

 
３年間 

②職場介助者の配置又は委嘱助

成金 

○事務的業務に従事する視覚障害

者、四肢機能障害者の業務遂行

のために必要な職場介助者の配

置又は委嘱 

･２級以上の視覚障害者 

･２級以上の両上肢機能障害および２

級以上の両下肢機能障害を重複する

者 

･３級以上の乳幼児期以前の非進行性

の脳病変による上肢機能障害および

３級以上の乳幼児期以前の非進行性

の脳病変による移動機能障害を重複

する者 

･上記の障害者である在宅勤務者 

３/４ 

･配置１人 月 15 万円 

･委嘱１人 １回 1 万円 

       年 150 万円まで 

 

10 年間 

○事務的業務以外に従事する視覚

障害者の業務遂行のために必要

な職場介助者の委嘱 

･委嘱１人 １回 １万円 

       年 24 万円まで 

 

③手話通訳担当者の委嘱助成金 

○聴覚障害者の雇用管理に必要な

手話通訳担当者の委嘱 

 

･３級の聴覚障害者 

･２級の聴覚障害者 

 

 

 

･委嘱１人 １回 ６千円 

         年 28 万８千円まで 

（障害者９人までの場合） 

 

④職業コンサルタントの配置または

委嘱助成金 

○障害者の雇用管理のために必要

な職業コンサルタントの配置又は

委嘱 

･重度身体障害者 

･３級又は４級の乳幼児期以前の非進

行性の脳病変による上肢機能障害者

･３級又は４級の乳幼児期以前の非進

行性の脳病変による移動機能障害者

･知的障害者 

･精神障害者 

･上記の障害者である在宅勤務者 

･３級の下肢障害者である在宅勤務者

･３級の体幹機能障害者である在宅勤

務者 

･３級の内部障害者である在宅勤務者

※対象障害者５人以上のための配置

又は委嘱であることが必要 

･配置１人 月 15 万円 

･委嘱１人 １回 １万円 

       年 150 万円まで 

 

［注］認定申請書の提出期限：①の助成金･･･職場復帰日の翌日から３ヵ月後まで 

②から④の助成金･･･配置または委嘱する日の前日まで 

雇用管理のために必要な介助等の措置を行う事業主の方への助成金 

雇用管理改善 

重度身体障害者、知的障害者、精神障害者又は就職が特に困難と認められる身

体障害者を労働者として雇い入れるか継続して雇用している事業主が、障害の種

類や程度に応じた適切な雇用管理のために必要な介助等の措置を実施する場合

に、その費用の一部を助成します。 

33.障害者介助等助成金 

障害者雇用納付金制度に基づく助成金（障害者作業施設設置等助成金、障害者福祉施設設置等助成金、 

障害者介助等助成金、職場適応援助者助成金、重度障害者等通勤対策助成金、

重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金、障害者能力開発助成金） 
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 受給手続き                            

○受給資格認定申請の手続き 

（１）助成金を受けようとする事業主又は社会福祉法人等（以下「事業主等」という。）は、定め

られた期間内に、障害者助成金受給資格認定申請書及び助成金ごとに定められている添付書

類を、申請に係る事業所が所在する都道府県の（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構（以

下「機構」という。）地域障害者職業センター雇用支援課（東京、大阪は窓口サービス課）（以

下「高齢・障害者雇用支援センター」という。）に提出して下さい。 

（２）助成金の受給資格の認定にあたり、支給請求書を一定期間内に提出すること、その他機構

が必要と定める事項を遵守することを認定の条件とします。 

 

○支給請求の手続き 

（１）受給資格の認定を受け、助成金の支給を受けようとする事業主等は、定められた期間内に、

障害者助成金支給請求書及び助成金ごとに定められた添付書類を認定申請書を提出した高

齢・障害者雇用支援センターに提出して下さい。 

（２）助成金の支給にあたり、支給に係る施設等を一定期間以上支給対象障害者のために使用す

ることなど、機構が必要と定める事項を遵守することを支給の条件とします。 

 

手続きの流れ図 

①認定申請 ③申請内容の審査、認定

④認定決定通知書送付

⑥支給申請 ⑧請求内容の審査、支給決定

⑨支給決定通知書送付

⑤施設等の設置または整備の
   着手・完了、介助者等による
   措置の実施※

⑦受付、請求書の点検・確認、
   請求書送付

⑩　送金

申請事業主
高齢・障害者雇用

支援センター
機構本部

②受付、申請書の点検･確認、
　 申請書送付

 
※ この場合の「着手」とは、設置又は整備の発注･契約をいい、「完了」には、代金の支払いの完了も含まれます。

また、介助者等による措置の実施には、「措置」に要した費用の支払いも含まれます。 

 

 利用にあたっての注意点                      

 偽り、その他不正の行為により助成金の支給を受けた事業主等に対しては、延滞金を賦し返還

を求めることとなります。 

 なお、申請等に不明な点がある場合は、助成金を支給できないことがあります。 

また、支給の条件に違反した場合又は助成金を受給した事業主等の責めに帰すべき事由がある

場合には、受給した助成金の一部又は全部を返還していただきます。 
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 助成内容                             

助 成 金 対象となる障害者 助成率 限 度 額 支給期間

①第１号職場適応援助者助成

金 

○法人格を有していること、定

款又は寄付行為において障

害者の就労支援が規定され

ていること、第１号職場適応

援助者研修を修了した者を雇

用していること、障害者雇用

に係る支援の実績があること

及び地域障害者職業センター

との業務連携関係があること

等を満たす社会福祉法人等

による援助の事業 

 

･身体障害者 

･知的障害者 

･精神障害者 

･発達障害者 

･その他、第１号職場適応援

助者による援助を行うこと

が特に必要であると機構が

認める障害者 

 

 ･援助の事業を実施した日数１日に

つき 14,200 円（１日につき３時間に

満たない場合は日額 7,100 円）（第１

号職場適応援助者１人につき月 28

万４千円まで） 

･雇用前支援において協力事業主に

支払った費用相当額１日につき

2,500 円（支援対象となる障害者１

人につき月５万円まで） 

･第１号職場適応援助者研修の受講

に係る旅費相当額又は機構が別に

定める限度額のいずれか低い額

（研修修了後６か月を超えて援助の

事業を開始しない場合は不支給） 

援 助 期 間

中１人あた

り１回につ

き１年８カ

月限度 

②第２号職場適応援助者助成

金 

○雇用する障害者の職場適応

援助を行うため第２号職場適

応援助者を配置 

 

･身体障害者 ･知的障害者 

･精神障害者 ･発達障害者 

 ３/４ 

･配置１人 月 15 万円 支 給 期 間

１人あたり

１回につき

６カ月（累

積 12 カ月

限度） 

［注］認定申請書の提出期限：原則として、職場適応援助者の配置の前日まで 

 

 

障害者に対する職場適応援助者による援助を行う 

社会福祉法人等又は事業主の方への助成 

雇用管理改善 

職場適応援助者による援助を受けなければ、事業主による雇入れ又は雇用の継

続が困難と認められる障害者に対して、職場に適応することを容易にするため、

職場適応援助者による援助の事業を行う社会福祉法人等又は職場適応援助者を配

置し援助を実施する事業主に対して、その費用の一部を助成します。 

33.職場適応援助者助成金 

障害者雇用納付金制度に基づく助成金（障害者作業施設設置等助成金、障害者福祉施設設置等助成金、 

障害者介助等助成金、職場適応援助者助成金、重度障害者等通勤対策助成金、

重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金、障害者能力開発助成金） 

— 　　—104

雇
用
管
理
改
善

— 　　—105



- 107 - 

 

 受給手続き                            

○受給資格認定申請の手続き 

（１）助成金を受けようとする事業主又は社会福祉法人等（以下「事業主等」という。）は、定め

られた期間内に、障害者助成金受給資格認定申請書及び助成金ごとに定められている添付書

類を、申請に係る事業所が所在する都道府県の（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構（以

下「機構」という。）地域障害者職業センター雇用支援課（東京、大阪は窓口サービス課）（以

下「高齢・障害者雇用支援センター」という。）に提出して下さい。 

（２）助成金の受給資格の認定にあたり、支給請求書を一定期間内に提出すること、その他機構

が必要と定める事項を遵守することを認定の条件とします。 

 

○支給請求の手続き 

（１）受給資格の認定を受け、助成金の支給を受けようとする事業主等は、定められた期間内に、

障害者助成金支給請求書及び助成金ごとに定められた添付書類を認定申請書を提出した高

齢・障害者雇用支援センターに提出して下さい。 

（２）助成金の支給にあたり、支給に係る施設等を一定期間以上支給対象障害者のために使用す

ることなど、機構が必要と定める事項を遵守することを支給の条件とします。 

 

手続きの流れ図 

①認定申請 ③申請内容の審査、認定

④認定決定通知書送付

⑥支給申請 ⑧請求内容の審査、支給決定

⑨支給決定通知書送付

⑤施設等の設置または整備の
   着手・完了、介助者等による
   措置の実施※

⑦受付、請求書の点検・確認、
   請求書送付

⑩　送金

申請事業主
高齢・障害者雇用

支援センター
機構本部

②受付、申請書の点検･確認、
　 申請書送付

 
※ この場合の「着手」とは、設置又は整備の発注･契約をいい、「完了」には、代金の支払いの完了も含まれます。

また、介助者等による措置の実施には、「措置」に要した費用の支払いも含まれます。 

 

 利用にあたっての注意点                      

 偽り、その他不正の行為により助成金の支給を受けた事業主等に対しては、延滞金を賦し返還

を求めることとなります。 

 なお、申請等に不明な点がある場合は、助成金を支給できないことがあります。 

また、支給の条件に違反した場合又は助成金を受給した事業主等の責めに帰すべき事由がある

場合には、受給した助成金の一部又は全部を返還していただきます。 
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 助成内容                             

助 成 金 対象となる障害者 助成率 限 度 額 支給期間 

①住宅の賃借助成金 

○対象障害者用の住宅の

賃借 

･重度身体障害者 

･３級の体幹機能障害者 

･３級の視覚障害者 

･３級又は４級の下肢障害者 

･３級又は４級の乳幼児期以前の非

進行性の脳病変による移動機能障

害者 

･５級の下肢障害、体幹機能障害、

乳幼児期以前の非進行性の脳病

変による移動機能障害のいずれか

２つ以上重複するもの 

･知的障害者 

･精神障害者等 

 

※「②指導員の配置」 

「④通勤用バス運転従事者の委 

嘱」については対象障害者が５ 

人以上であることが必要 

 

３/４ 

･世帯用   月 10 万円 

･単身者用 月 ６万円 

 

10年間 

②指導員の配置助成金 

○対象障害者用住宅への

指導員の配置（事業主団

体を含む） 

･配置１人 月 15 万円 

 

③住宅手当の支払助成金 ･障害者１人 月 ６万円 
④通勤用バス運転従事者

の委嘱助成金 

○対象障害者のための通

勤用バスの運転に従事す

るものの委嘱（事業主団

体を含む） 

･委嘱１人 １回 6,000 円 

 

⑤駐車場の賃借助成金 

○自ら運転する自動車によ

り通勤することが必要な

対象障害者に使用させる

ための駐車場の賃借 

･障害者１人 月 ５万円 

 

［注］認定申請書の提出期限：①、⑤の助成金･･･住宅･駐車場の賃貸借契約日の翌日の３ヵ月後まで 

②、④の助成金･･･配置又は委嘱する日の前日まで 

③の助成金･･･住宅手当を初めて支払った日の翌日の３ヵ月後まで 

 

 

 

 

通勤を容易にするための措置を行う事業主の方への助成金 

雇用管理改善 

重度身体障害者、知的障害者、精神障害者又は通勤が特に困難と認められる身

体障害者を労働者として雇い入れるか継続して雇用する事業主、又はこれらの重

度障害者等を雇用している事業主を構成員とする事業主団体が、これらの者の通

勤を容易にするための措置を行う場合にその費用の一部を助成します。 

33.重度障害者等通勤対策助成金 

障害者雇用納付金制度に基づく助成金（障害者作業施設設置等助成金、障害者福祉施設設置等助成金、 

障害者介助等助成金、職場適応援助者助成金、重度障害者等通勤対策助成金、

重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金、障害者能力開発助成金） 
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 受給手続き                            

○受給資格認定申請の手続き 

（１）助成金を受けようとする事業主又は社会福祉法人等（以下「事業主等」という。）は、定め

られた期間内に、障害者助成金受給資格認定申請書及び助成金ごとに定められている添付書

類を、申請に係る事業所が所在する都道府県の（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構（以

下「機構」という。）地域障害者職業センター雇用支援課（東京、大阪は窓口サービス課）（以

下「高齢・障害者雇用支援センター」という。）に提出して下さい。 

（２）助成金の受給資格の認定にあたり、支給請求書を一定期間内に提出すること、その他機構

が必要と定める事項を遵守することを認定の条件とします。 

 

○支給請求の手続き 

（１）受給資格の認定を受け、助成金の支給を受けようとする事業主等は、定められた期間内に、

障害者助成金支給請求書及び助成金ごとに定められた添付書類を認定申請書を提出した高

齢・障害者雇用支援センターに提出して下さい。 

（２）助成金の支給にあたり、支給に係る施設等を一定期間以上支給対象障害者のために使用す

ることなど、機構が必要と定める事項を遵守することを支給の条件とします。 

 

手続きの流れ図 

①認定申請 ③申請内容の審査、認定

④認定決定通知書送付

⑥支給申請 ⑧請求内容の審査、支給決定

⑨支給決定通知書送付

⑤施設等の設置または整備の
   着手・完了、介助者等による
   措置の実施※

⑦受付、請求書の点検・確認、
   請求書送付

⑩　送金

申請事業主
高齢・障害者雇用

支援センター
機構本部

②受付、申請書の点検･確認、
　 申請書送付

 
※ この場合の「着手」とは、設置又は整備の発注･契約をいい、「完了」には、代金の支払いの完了も含まれます。

また、介助者等による措置の実施には、「措置」に要した費用の支払いも含まれます。 

 

 利用にあたっての注意点                      

 偽り、その他不正の行為により助成金の支給を受けた事業主等に対しては、延滞金を賦し返還

を求めることとなります。 

 なお、申請等に不明な点がある場合は、助成金を支給できないことがあります。 

また、支給の条件に違反した場合又は助成金を受給した事業主等の責めに帰すべき事由がある

場合には、受給した助成金の一部又は全部を返還していただきます。 
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 助成内容                             

助 成 金 対象となる障害者 助成率 限 度 額 支給期間

○対象障害者のための事業

施設等の設置又は整備 

 

･重度身体障害者 

･知的障害者（重度でない知的障

害者である短時間労働者を除く）

･精神障害者 

 

 

※上記対象障害者を１年以上継続

して１０人以上雇用し、雇用労働

者数に占める対象障害者数の

割合が２/１０以上であることが

必要 

２/３ 

 

特例 

３/４ 

・１認定 ５千万円 

（特例 １億円） 

（同一事業所に対する支給額と

の合計額は 1 億円を限度） 

 

 

※利息助成 

○上記事業施設等の設置又

は整備に要する費用に充

てるため銀行または信用金

庫から資金を借入 

 

５年間 

 

 受給手続き                            

○受給資格認定申請の手続き 

（１）助成金を受けようとする事業主又は社会福祉法人等（以下「事業主等」という。）は、定め

られた期間内に、障害者助成金受給資格認定申請書及び助成金ごとに定められている添付書

類を、申請に係る事業所が所在する都道府県の（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構（以

下「機構」という。）地域障害者職業センター雇用支援課（東京、大阪は窓口サービス課）（以

下「高齢・障害者雇用支援センター」という。）に提出して下さい。 

（２）助成金の受給資格の認定にあたり、支給請求書を一定期間内に提出すること、その他機構

が必要と定める事項を遵守することを認定の条件とします。 

 

○支給請求の手続き 

（１）受給資格の認定を受け、助成金の支給を受けようとする事業主等は、定められた期間内に、

障害者助成金支給請求書及び助成金ごとに定められた添付書類を認定申請書を提出した高

障害者を多数雇用し施設等の整備等を行う事業主の方への助成金 

雇用管理改善 

重度身体障害者、知的障害者又は精神障害者を労働者として多数継続して雇用

し、かつ、安定した雇用を継続することができると認められる事業主で、これら

の障害者のために事業施設等の整備等を行う場合に、その費用の一部を助成しま

す。 

33.重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金 

障害者雇用納付金制度に基づく助成金（障害者作業施設設置等助成金、障害者福祉施設設置等助成金、 

障害者介助等助成金、職場適応援助者助成金、重度障害者等通勤対策助成金、

重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金、障害者能力開発助成金） 
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齢・障害者雇用支援センターに提出して下さい。 

（２）助成金の支給にあたり、支給に係る施設等を一定期間以上支給対象障害者のために使用す

ることなど、機構が必要と定める事項を遵守することを支給の条件とします。 

 

手続きの流れ図 

①認定申請 ③申請内容の審査、認定

④認定決定通知書送付

⑥支給申請 ⑧請求内容の審査、支給決定

⑨支給決定通知書送付

⑤施設等の設置または整備の
   着手・完了、介助者等による
   措置の実施※

⑦受付、請求書の点検・確認、
   請求書送付

⑩　送金

申請事業主
高齢・障害者雇用

支援センター
機構本部

②受付、申請書の点検･確認、
　 申請書送付

 
※ この場合の「着手」とは、設置又は整備の発注･契約をいい、「完了」には、代金の支払いの完了も含まれます。

また、介助者等による措置の実施には、「措置」に要した費用の支払いも含まれます。 

 

 利用にあたっての注意点                      

 偽り、その他不正の行為により助成金の支給を受けた事業主等に対しては、延滞金を賦し返還

を求めることとなります。 

 なお、申請等に不明な点がある場合は、助成金を支給できないことがあります。 

また、支給の条件に違反した場合又は助成金を受給した事業主等の責めに帰すべき事由がある

場合には、受給した助成金の一部又は全部を返還していただきます。 
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 助成内容                             

助 成 金 対象となる障害者 助成率 限 度 額 支給期間 

①第１種（施設設置） 

○能力開発訓練のための施設等の

設置又は整備 

･身体障害者 

・知的障害者 

・精神障害者 

 ４/５ 

・２億円 
 

②第１種（施設･整備更新） 

○過去に支給対象となった施設･設

備に係る施設の改善、設備の更

新 

・５千万円 

  

③第２種（運営費） 

○障害者能力開発訓練事業の運営

費 

３/４ 

特例 

４/５ 

・受講生１人 月１6 万円 

（特例  〃  月 17 万円） 訓練期間中

④第３種（受講） ３/４ ・受講生１人 月８万円 受講期間中

⑤第４種（グループ就労訓練請負

型） 

○社会福祉法人等が企業から業務

を請け負い、障害者のグループに

企業内で就労を通じた訓練を受

講させ、雇用率の対象となる労働

者への移行を促進する事業 

・身体障害者 

・知的障害者 

・精神障害者 

である障害者のグループ（１

ユニットは３人以上５人以下）

 
３/４ 

・訓練担当者 １人 月 24 万円 

（１事業主につき２ユニットを限

度） 

・協力事業主に支払った費用相

当額 １日 2,500 円（月 ５万円

まで） 

訓練後、雇用率対象となる労

働者へ移行した者がいる場合

に継続受給が可能 

 

⑥第４種（グループ就労訓練雇用

型） 

○障害者のグループを雇用する事

業主の事業所において、障害者

のグループが就労することを通じ

て、当該事業主の雇用率の対象

となる労働者として雇用されるた

めの事業 

・身体障害者 

・知的障害者 

・精神障害者 

である障害者のグループ 

（１ユニットは３人以上５人以

下） 

 

４/５ 

・配置 訓練担当者 １人 月 25

万円 

・委嘱 訓練担当者 １回 

１万５千円（年 250 万円まで） 

訓練後、事業実施主体の事業

主において雇用率対象となる

労働者へ移行した者がいる場

合に継続受給が可能 

 

 

 

能力開発訓練事業を行う事業主等の方や能力開発訓練を 

受講させる事業主の方への助成金 

雇用管理改善 

障害者の職業に必要な能力を開発し、向上させるための能力開発訓練事業を行

う事業主又はその団体、社会福祉法人等が、能力開発訓練のための施設･設備の整

備等を行う場合、同事業を運営する場合、障害者である労働者を雇用する事業主

がその障害者である労働者に障害者能力開発訓練を受講させる場合、及び障害者

をグループにして事業所で就労することを通じて労働者として雇用されるための

教育訓練の事業を実施する場合に、その費用の一部を助成します。 

33.障害者能力開発助成金 

障害者雇用納付金制度に基づく助成金（障害者作業施設設置等助成金、障害者福祉施設設置等助成金、 

障害者介助等助成金、職場適応援助者助成金、重度障害者等通勤対策助成金、

重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金、障害者能力開発助成金） 
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 受給手続き                            

○受給資格認定申請の手続き 

（１）助成金を受けようとする事業主又は社会福祉法人等（以下「事業主等」という。）は、定め

られた期間内に、障害者助成金受給資格認定申請書及び助成金ごとに定められている添付書

類を、申請に係る事業所が所在する都道府県の（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構（以

下「機構」という。）地域障害者職業センター雇用支援課（東京、大阪は窓口サービス課）（以

下「高齢・障害者雇用支援センター」という。）に提出して下さい。 

（２）助成金の受給資格の認定にあたり、支給請求書を一定期間内に提出すること、その他機構

が必要と定める事項を遵守することを認定の条件とします。 

 

○支給請求の手続き 

（１）受給資格の認定を受け、助成金の支給を受けようとする事業主等は、定められた期間内に、

障害者助成金支給請求書及び助成金ごとに定められた添付書類を認定申請書を提出した高

齢・障害者雇用支援センターに提出して下さい。 

（２）助成金の支給にあたり、支給に係る施設等を一定期間以上支給対象障害者のために使用す

ることなど、機構が必要と定める事項を遵守することを支給の条件とします。 

 

手続きの流れ図 

①認定申請 ③申請内容の審査、認定

④認定決定通知書送付

⑥支給申請 ⑧請求内容の審査、支給決定

⑨支給決定通知書送付

⑤施設等の設置または整備の
   着手・完了、介助者等による
   措置の実施※

⑦受付、請求書の点検・確認、
   請求書送付

⑩　送金

申請事業主
高齢・障害者雇用

支援センター
機構本部

②受付、申請書の点検･確認、
　 申請書送付

 
※ この場合の「着手」とは、設置又は整備の発注･契約をいい、「完了」には、代金の支払いの完了も含まれます。

また、介助者等による措置の実施には、「措置」に要した費用の支払いも含まれます。 

 

 利用にあたっての注意点                      

 偽り、その他不正の行為により助成金の支給を受けた事業主等に対しては、延滞金を賦し返還

を求めることとなります。 

 なお、申請等に不明な点がある場合は、助成金を支給できないことがあります。 

また、支給の条件に違反した場合又は助成金を受給した事業主等の責めに帰すべき事由がある

場合には、受給した助成金の一部又は全部を返還していただきます。 
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 助成内容                             

障害者就業・生活支援センターの指定を受けるための準備計画を作成し、当該計画について労

働局長の認定を受けた事業主に対し、障害者の就業支援業務に要した経費（人件費、一般管理費

等）の一部について助成します。 

 

【助成額】 

一事業主につき 600 万円（第１期 300 万円、第２期 300 万円） 

 受給手続き                            

○ 障害者就業・生活支援センター設立準備助成金は、準備計画に基づく事業を開始後、支給対

象期（６か月）ごとに、２回に分けて支給されます。 

 

○ 支給を受けるには、支給対象期（６か月）ごとに、支給申請書等の必要書類を都道府県労働

局に提出する必要があります。支給申請期限は各支給対象期の末日の属する月の翌月の 14 日

以内です。 

 

 

 

 

障害者就業・生活支援センター設立の準備に要する費用に対する助成金 

雇用管理改善 

障害者就業・生活支援センターの指定を受けるための準備計画を策定し、労働

局長からの認定を受けた事業主に対し、障害者の就業支援業務に要した費用の一

部を助成します。 

34.障害者就業・生活支援センター設立準備助成金 
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 利用にあたっての注意点                      

○ 受給できる事業主の範囲は次の１から３までに掲げるとおりです。 

 １ 障害者の職業の安定を図ることを目的として設立された一般社団法人、一般財団法人、社

会福祉法人、特定非営利活動法人又は医療法人であること 

 ２ 雇用保険の適用事業主であること 

 ３ 障害者就業・生活支援センターの指定を受けるための準備計画を作成し、都道府県労働局

長から認定を受けた事業主であること 

○ 第１回目の支給申請に係る支給決定がされていない場合、第２回目の支給申請をすることは

できません。 
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 助成内容                                 

（１）職業訓練を受けさせる場合 

対象事業主 対象経費等 中小企業 大企業 

Ⅰ 労働者に職業訓練を受

けさせる事業主 

ＯＦＦ-ＪＴの経費・賃金 【助成率】１／３ なし 

ＯＪＴの実施助成（注１） 【助成額】600 円/1 時間 なし 

Ⅱ 非正規労働者に職業訓

練を受けさせる事業主 

ＯＦＦ-ＪＴの経費・賃金 【助成率】１／２ 【助成率】１／３ 

ＯＪＴの実施助成（注１） 【助成額】600 円/1 時間 【助成額】600 円/1 時間 

 

（注１）訓練計画の大臣認定等（企業における雇用関係の下での実習（ＯＪＴ）と教育訓練機関等における企業のニーズに即した

学習（ＯＦＦ－ＪＴ）とを組み合わせて実施される訓練であって、実習併用職業訓練と有期実習型訓練があります。）を

受けている訓練に限ります。 

 

（２）自発的な職業能力開発を支援する場合（中小企業事業主のみ） 

  

助成内容

 

支援内容 

助成率 

奨励金（３年以内） 
奨励金 

（３年経過後） 

制度利用者が

生じた場合 

利用者 

一人につき 

利用者増加分 

１人につき 

Ⅰ 経費を負担する制度を設

け支援する場合 
負担した経費の１／２ １５万円 ５万円 ２万円 

Ⅱ 休暇制度を設け支援する

場合 

受講時間中に支払った賃

金の１／２ 
１５万円 ５万円 ２万円 

 

 受給手続き                               

① 職業能力開発推進者を選任し、労働組合等の意見を聴いて、事業内職業能力開発計画（注２）

を作成します。 

（注２）職業能力開発サービスセンターにおいて事業内職業能力開発計画の作成の支援をしています。 

事業主が雇用する労働者のキャリア形成を促進するために、職業訓練の実施又

は労働者の自発的な職業能力開発を支援した場合に、訓練に要した経費及び訓練

実施期間中の賃金の一部等を助成します。 

35.キャリア形成促進助成金（訓練等支援給付金） 

労働者に職業訓練等を受けさせる場合の助成金 

能 力 開 発 キャリア形成促進助成金（訓練等支援給付金・中小企業雇用創出等能力開発助成金） 
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② ①の事業内職業能力開発計画に基づき年間職業能力開発計画を作成の上、訓練等を実施する

１ヶ月前までに事業所の所在地を管轄する労働局へ提出します。 

③ ②で提出した年間職業能力開発計画の内容に従い、訓練等を実施します。 

④ ③で実施した訓練について、必要書類を添付のうえ、支給申請書を訓練等の終了後２ヶ月以

内（当分の間は４月１日～９月末日に終了した訓練等は 10 月１日～11 月末日、10 月１日～翌

年３月末日に終了した訓練等は４月１日～５月末日に提出することもできます。）に事業所の

所在地を管轄する労働局へ提出します。 

 

 利用にあたっての注意点                          

○ 有期実習型訓練については、あらかじめ、労働局長に訓練計画の確認を受けていることが必

要です。 

○ 訓練等を受けさせる期間に所定労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金を支払ってい

る必要があります。また、訓練等を所定労働時間外や会社の休日に実施する場合には割増賃金

が支払われている必要があります。 

○ 経費助成、賃金助成等には限度額が定められています。また、１事業所１の年度（４月１日

から翌年３月 31 日までをいいます。）あたりの助成額は５００万円（実習併用職業訓練等を実

施する場合は１，０００万円）が限度です。 
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（注１）雇用管理の改善を実施することにより、 

イ 職業に必要な高度の技能及びこれに関する知識を有する者の確保 

ロ 新たな事業の分野への進出若しくは事業の開始による良好な雇用の機会の創出 

ハ 実践的な職業能力の開発及び向上を図ることが必要な青少年にとって良好な雇用の機会の創出    

に資するものについての計画をいいます。改善計画の認定については、各都道府県にお問い合わせください。 

 

 助成内容                                 

（１）労働者に職業訓練等を受けさせる場合（中小企業のみ） 

○ 経費助成  訓練の実施に要した費用（ＯＪＴについては外部講師の謝金に限る。）の１／２ 

○ 賃金助成  訓練の実施期間中に支払った賃金のうち、訓練時間に応じた額の１／２（Ｏ

ＦＦ-ＪＴに限る。） 

（２）労働者の自発的な職業能力開発を支援する場合（中小企業のみ） 

○ 経費助成  事業主が負担した従業員の申し出による能力開発に係る経費（教育訓練機

関に支払う入学料及び受講料）の１／２ 

○ 賃金助成  職業能力開発休暇期間中の訓練時間に応じ、支払った賃金の１／２ 

 

 受給手続き                                 

① 都道府県知事に雇用管理の改善を実施するための改善計画を提出し、認定を受けます。 

② 職業能力開発推進者を選任し、労働組合等の意見を聴いて、事業内職業能力開発計画（注２）

を作成します。 

（注２）職業能力開発サービスセンターにおいて事業内職業能力開発計画の作成の支援をしています。 

③ ②の事業内職業能力開発計画に基づき年間職業能力開発計画を作成の上、訓練等を実施する

１ヶ月前までに事業所の所在地を管轄する労働局へ提出します。 

④ ③で提出した年間職業能力開発計画の内容に従い、訓練等を実施します。 

都道府県知事から中小企業労働力確保法に基づく改善計画（注１）の認定を受け

た中小企業者等が雇用する労働者に、職業訓練の実施又は労働者の自発的な職業

能力開発を支援した場合に、訓練等に要した経費及び訓練実施期間中の賃金の一

部を助成します。 

35.キャリア形成促進助成金（中小企業雇用創出等能力開発助成金）

労働者に職業訓練等を受けさせる場合の助成金 

（中小企業労働力確保法に係る支援） 

能 力 開 発 キャリア形成促進助成金（訓練等支援給付金・中小企業雇用創出等能力開発助成金） 
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⑤ ④で実施した訓練について、必要書類を添付のうえ、支給申請書を訓練等の終了後２ヶ月以

内（当分の間は４月１日～９月末日に終了した訓練等は 10 月１日～11 月末日、10 月１日～翌

年３月末日に終了した訓練等は４月１日～５月末日に提出することもできます。）に事業所の

所在地を管轄する労働局へ提出します。 

 

 利用にあたっての注意点                         

○ 訓練等を受けさせる期間に所定労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金を支払ってい

る必要があります。また、訓練等を所定労働時間外や会社の休日に実施する場合には割増賃金

が支払われている必要があります。 

○ 経費助成、賃金助成にはそれぞれ限度額が定められています。また、１事業所１の年度（４

月１日から翌年３月 31 日までをいいます。）あたりの助成額は、５００万円が限度です。 
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 助成内容                              

【主な支給要件】 
○ 健康、環境分野及び関連するものづくり分野（以下、「成長分野等」という。）（※１）の事業を
行っていること。 

○ 雇用期間の定めなく雇用した労働者、または他分野から配置転換した労働者を対象に、原則
１年間の職業訓練計画（※２）を作成し、Ｏｆｆ－ＪＴ（通常の業務を離れて行う職業訓練）を
実施すること。 

※１ 対象となる分野は、以下の一覧表に該当する分野です。 

産業分類 分類番号 判断等について 

大分類 A → 中分類０２－林業 １ 分類番号１に該当する場合は、そのことをもって成長分野等
に該当。成長分野等に該当するかは、会社概要などを確認。

大分類 D－建設業 このうち、環境や健康
分野に関する建築物等
を建築しているもの 

２ 事業所の成果物について、公的機関が効果等を認めている場
合は、該当。会社概要などに加え、公的機関による資格証明、
技術証明等や、必要に応じて、その証明を行うに当たっての
公的機関の定める基準などの提出を求めて確認。 

大分類 E－製造業 このうち、環境や健康
分野に関する製品を製
造しているもの 

３－１ 事業所の成果物について、公的機関が効果等を認めている場
合は、該当。会社概要などに加え、公的機関による資格証明、
技術証明等や、必要に応じて、その証明を行うに当たっての
公的機関の定める基準などの提出を求めて確認。 

このうち、環境や健康
分野に関する事業を行
う事業所との取引関係
があるもの 

３－２ 成長分野等に該当する事業を行う事業所と取引関係がある
場合のみ該当。会社概要などに加え、取引先事業所について
の確認、取引関係、取引する製品に関する資料などの提出を
求めて確認。 

大分類 F → 中分類３３－電気業  ４ 分類番号４に該当する場合は、そのことをもって成長分野等
に該当。成長分野等に該当するかは、会社概要などを確認。

大分類 G－情報通信業 ５ 分類番号５に該当する場合は、そのことをもって成長分野等
に該当。成長分野等に該当するかは、会社概要などを確認。

大分類 H－運輸業・郵便業 ６ 分類番号６に該当する場合は、そのことをもって成長分野等
に該当。成長分野等に該当するかは、会社概要などを確認。

大分類 L  
→ 中分類７１－学術・
開発研究機関 

このうち、環境や健康
分野に関する技術開発
を行っているもの 

７ 事業所の成果物（過去に開発した成果物の実績でも可）につ
いて、公的機関が効果等を認めている場合は、該当。会社概
要などに加え、公的機関による資格証明、技術証明等や、必
要に応じて、その証明を行うに当たっての公的機関の定める
基準などの提出を求めて確認。 

大分類 N → 中分類８０  
→ 小分類８０４－スポーツ施設提供業   

８ 分類番号８に該当する場合は、そのことをもって成長分野等
に該当。成長分野等に該当するかは、会社概要などを確認。

大分類 O → 中分類８２ → 小分類８２４  
→ 細分類８２４６－スポーツ・健康教授業  

９ 分類番号９に該当する場合は、そのことをもって成長分野等
に該当。成長分野等に該当するかは、会社概要などを確認。

大分類 P－ 医療、福祉 １０ 分類番号１０に該当する場合は、そのことをもって成長分野
等に該当。成長分野等に該当するかは、会社概要などを確認。

大分類 R → 中分類８８－ 廃棄物処理業   １１ 分類番号１１に該当する場合は、そのことをもって成長分野
等に該当。成長分野等に該当するかは、会社概要などを確認。

その他（上記以外） このうち、環境や健康
分野に関する事業を行
っているもの  

１２ 上記１～１１に該当しない事業であって、特に例外的に認め
るべき事由がある場合のみ該当。会社概要などに加え、個別
の事案に応じて、追加書類の提出を求めて確認。 

健康、環境分野及び関連するものづくり分野において、期間の定めのない従業

員を雇入れ、または他の分野から配置転換し、Ｏｆｆ－ＪＴを実施した場合、事

業主が負担した訓練費用を、１訓練コースにつき、対象者１人当たり２０万円を

上限として支給します。 

36-1.成長分野等人材育成支援事業 

健康・環境分野等の人材育成を行う場合の助成金 

能 力 開 発 
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※２ 対象となる職業訓練計画は、成長分野等の業務に関する複数の訓練コースを組み合わせたものとする必要があります。   

Ｏｆｆ－ＪＴ以外の訓練コースを含むことも可能ですが、その場合には、支給対象となる経費はＯｆｆ－ＪＴ部分に限りま

す。なお、訓練コースには、１訓練コースの訓練時間数が１０時間以上であること、などの一定の要件があります。 

   また、期間についても、Ｏｆｆ－ＪＴ訓練に必要な時間数が確保される場合は、６ヵ月以上の期間とすることができます。 

 

例）職業訓練計画について 

 

 

 
 

Ａ、Ｃ、Ｅの訓練コースはＯｆｆ－ＪＴ、Ｂ、Ｄコースはその他の訓練コースの場合、Ａ、Ｃ、Ｅの３コースがそれぞれ支

給対象になります。 

 

 

【支給額】 

事業主が負担した訓練費用を、１訓練コースにつき、対象労働者（※３）１人当たり２０万円を上

限として支給します。また、特例として、中小企業が大学院を利用した場合には、上限額が５０万

円となります。 

 
※３ 対象労働者は以下のいずれにも該当する方です。 

① 期間の定めなく雇用される労働者であること。 

② 申請日の前日から起算して５年前の日以降に、成長分野等へ雇い入れられた、または成長分野等以外の分野から成長分野

等へ配置転換した労働者であること。 

 

 

 受給手続き                             

 受給手続きの主な流れは以下のとおりです。 

 

（１）１年間の職業訓練計画を作成し、訓練開始１か月前までに労働局またはハローワークに提出 

（２）労働局長が職業訓練計画を認定 

（３）職業訓練計画に基づき訓練を実施 

（４）訓練終了後、２カ月以内に労働局またはハローワークに支給申請し、受給 

 

 利用にあたっての注意点                        

○ 成長分野等人材育成支援事業は、遅くとも平成２３年度末までに職業訓練計画をハローワー

クに提出し、その提出日から６ヵ月以内に訓練を開始するものを対象としています。 

 

○ その他、手続き等の詳細については、労働局又はハローワークにお問い合わせください。 

職業訓練計画（原則１年間）

Ａコース Ｂコース Ｃコース Ｄコース Ｅコース 
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 助成内容                              

【主な支給要件】 
 
○ 雇用保険の適用事業主であること 
 
○ 次の①または②に該当する中小企業事業主であること 
① 青森、岩手、宮城、福島、茨城、栃木、千葉、新潟、長野の各県のうち、災害救助法適用
地域（以下「特定被災地域」）に所在し、以前雇用していた労働者を再雇用し（※1）、以前と
は異なる職種や職場環境の下で円滑に就業させるために、Off-JT（通常の業務を離れて行う
職業訓練）のみ、または Off-JT と OJT（仕事をさせながら行う職業訓練）を組み合わせた職
業訓練を行う事業主であること 

② 新規に雇い入れた被災離職者等（※2）に、 Off-JT のみ、または Off-JT と OJT を組み合わ
せた職業訓練を行う事業主であること 

                                       
  ※１ 以前に雇用していた労働者で、平成 23 年３月 11 日以降同年７月 10 日までの間に離職した人を、雇用期間の定めの

含を合場るせさ職復を者働労たいてし業休りよに例特の険保用雇（。すまいいを合場るれ入い雇び再てしと者働労いな

みます） 

 

  ※２ 以下の（１）または（２）に該当する人をいいます。 

 （１）平成 23年５月１日以前に雇用期間の定めのない労働者として雇い入れた労働者であり、以下の①～③の全てに

当てはまる人  

       ① 東日本大震災発生時に特定被災地域において就業していた 

       ② 震災後に離職し、その後安定した職業についたことがない 

       ③ 震災により離職を余儀なくされた 

      （２）特定被災地域に居住する平成 24年３月以降卒業予定の新規学卒者 

 

○ 一定の要件を満たした職業訓練計画（※）を作成していること 

 

※ 対象となる職業訓練計画は、Off-JT だけでなく OJT を含めることができ、以下の要件を満たすことが必要です。 

   ① 対象労働者ごとに作成した訓練計画であること 

  ② 新たに配属した職種・部門の業務に関する訓練であること 

   ③ １コースの訓練時間が 10時間以上であること 

  ④ 職業訓練計画の実施期間が、原則１年であり（※）、遅くとも平成 23 年度末までに受給資格認定申請を行い、その

日から６カ月以内に訓練を開始するものであること 

    ※ 必要な時間数が確保される場合には、６カ月以上 

東日本大震災による被災者を新規雇用・再雇用した中小企業事業主が、その労

働者に職業訓練を行う場合は、業種を問わず訓練費（１人あたり１コース 20万円

を上限とし、３コースまで）を助成します。 

36-2.成長分野等人材育成支援事業（震災対応分） 

被災者を新規雇用・再雇用し職業訓練を行う場合の助成金 

能 力 開 発 
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◆ OJTによる職業訓練を行う場合、以下の要件を満たすことが必要です。 

 ① 対象労働者の職業訓練計画全体を通じて、少なくとも１コースには Off-JT による訓練が含まれていること 

 ② 専門的な知識、技能を有する指導員・講師により行われるものであること 

 ③ ＯＪＴによる職業訓練の時間数が、訓練計画全体の総時間数の９割以下であること 

 

【支給額】 

Off-JTについては事業主が負担した訓練費用を、OJTについては対象労働者１人につき１時間あ

たり 600円を助成します。なお、１コースあたりの上限は 20万円（※）であり、１人あたり３コー

スまで助成対象となります。 

 

※ 大学院を Off-JTで利用した場合には、50万円を上限とします。 

 

 受給手続き                             

 受給手続きの主な流れは以下のとおりです。 

 

（１）職業訓練計画を作成し、訓練開始１か月前までに労働局またはハローワークに提出 

（２）労働局長が職業訓練計画を認定 

（３）職業訓練計画に基づき訓練を実施 

（４）訓練計画期間終了後、２カ月以内に労働局またはハローワークに支給申請し、受給 

 

 利用にあたっての注意点                        

○ 成長分野等人材育成支援事業（震災対応分）は、遅くとも平成２３年度末までに職業訓練計

画の認定申請を行い、その日から６カ月以内に訓練を開始するものを対象としています。 

 

○ その他、手続き等の詳細については、労働局又はハローワークにお問い合わせください。 
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 助成内容                             

事業主（※１）が、雇用保険の受給資格者等（※２）に対して、事業所において、その事業所

の業務に係る作業について、一定の期間、訓練を実施した場合に、その訓練費の一部を助成しま

す。 

【助成額】 

○一般職場適応訓練（訓練期間は６か月以内）の場合 

訓練生１人につき 月額２４，０００円（重度の障害者２５，０００円） 

○短期の職場適応訓練の場合（訓練期間は２週間以内） 

訓練生１人につき 日額９６０円（重度の障害者１，０００円） 

※１ 次の１から５に該当する事業主であること 

１ 職場適応訓練を行う設備があること。 

２ 指導員としての適当な従業員がいること。 

３ 労働者災害補償保険、雇用保険、健康保険、厚生年金保険等に加入し、又はこれらと同様の職員共済制度を

保有していること。 

４ 労働基準法及び労働安全衛生法その他の法律の定める安全衛生その他の作業条件が整備されていること。 

５ 職場適応訓練終了後、引き続き職場適応訓練を受けた者を雇用する見込みがあること。 

 

※２ ４５歳以上の求職者等、知的障害者、精神障害者、母子家庭の母等、中国残留邦人等永住帰国者等の方なども

職場適応訓練の対象者となる場合もあります。 

 

 受給手続き                            

手続き等の詳細については、労働局又はハローワークへお尋ね下さい。 

雇用保険の受給資格者等に対して、事業所において、その事業所の業務に係る

作業について訓練を実施した場合に、その訓練費の一部を助成します。 

37.職場適応訓練費 

雇用保険の受給資格者等に職業訓練等を受講させた場合の助成金 

能 力 開 発 
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